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1. 序論

1.1. 研究背景 
1.1.1. 日本における集合住宅に対する構造計算の現状 

人口の都市圏への一極集中が進む 1.1)中，特に大都市圏における集合住宅戸数は依然として増加

傾向にある 1.2)。平成 30 年度の時点では，集合住宅の 7 割程度が鉄筋コンクリート（以下，RC）

造もしくは鉄骨鉄筋コンクリート造であることが報告されている 1.3)。このように，年々増加が続

く RC 造集合住宅のうち，高さが 60m 以下となるような建物に関しては，通常，技術基準解説書

1.4)に記載のルート 3 による保有水平耐力計算が行われることが多い。保有水平耐力計算において，

建物の保有水平耐力を算出する際には，建物全体を対象とした弾塑性増分解析が用いられること

が多い 1.5)。また，弾塑性増分解析では，建物の主要な直交二方向をそれぞれ独立に扱い，検討方

向と直交する架構の影響は軽微であると仮定し，無視することが多い。

集合住宅の構造計算において，このような仮定のもと弾塑性増分解析が行われている一方で，

実際の地震波によって建物には三次元的な力が同時に作用する。従って，図 1-1 に示すように，

柱や壁といった鉛直部材は水平二方向に同時に変形し，さらに梁のせん断力や転倒モーメント等

によって，鉛直部材に作用する軸力が増減する。しかし，前述した現状の設計においては，これ

らの影響に関して，明確な評価法が確立されていない部分が多い。

図 1-1 耐震壁に入力される力 

RC 造耐震壁（以下，単に耐震壁と表記）は，RC 造建物において剛性や耐力の大部分を負担す

る重要な耐震要素として設計される。また，集合住宅のような建物においては，梁間方向に対し

てのみ連層耐震壁を配置し，桁行方向には耐震壁を配置せずラーメン構造とする形式が頻繁にみ

6



られる（本研究では，このような形式の建物を集合住宅形式の建物と表現する）。従って，集合住

宅形式の建物においては，桁行方向の剛性が梁間方向の剛性と比べ小さく，桁行方向の変形が梁

間方向と比べ大きくなる可能性がある。また，桁行方向がラーメン構造であるため，桁行方向の

梁，つまり耐震壁部材の壁板直交方向（以下，面外方向）に取りつく梁のせん断力の影響によっ

て，前述のように耐震壁部材には変動軸力が作用する。実際の集合住宅を模した建物試験体に対

する振動台実験 1.6)および有限要素解析 1.7)においても，鉛直部材には，水平二方向変形や引張軸力

を伴う軸力変動が生じることが確認されている。従って，耐震壁部材に対しては面外方向に大き

な変形が作用すると同時に変動軸力が作用する可能性を考慮した適切な耐力評価を行うことが，

集合住宅形式の建物において安全性を確保するためには肝要であると考えられる。

耐震壁部材の破壊モードとして，設計で考慮されている曲げ破壊およびせん断破壊に加え，脚

部すべり破壊が挙げられる。曲げ破壊は比較的靱性的な破壊である。一方，せん断破壊は，壁板

コンクリートの圧壊等によって耐力が急激に低下する破壊モードであり，脆性的破壊となる。脚

部すべり破壊は，設計では考慮されていないが，部材脚部の危険断面においてせん断変形が集中

する破壊モードであり，エネルギー吸収性能や耐力の想定外の低下を引き起こす可能性がある。

この脚部すべり破壊は，建物試験体に対する振動台実験 1.6)や実際の地震被害 1.8)においても確認

されており，構造設計において考慮されていない破壊が，実際に生じる可能性が示唆されている。

従って，南海トラフ地震や首都直下地震が危惧される現代において，耐震壁部材を有する RC 造

建物の安全性を確保するためには，地震時に作用する水平二方向変形や軸力変動といった複雑な

三方向加力条件が，耐震壁部材の曲げ破壊，せん断破壊および脚部すべり破壊の各破壊モードが

生じる耐力に及ぼす影響を把握する必要がある。また，特に集合住宅形式の建物においては，耐

震壁部材の面外方向変形が壁板方向（以下，面内方向）の変形に比べ大きくなることも考慮する

必要があると考えられる。さらに，地震時の三方向加力を受け，耐力低下が生じる可能性がある

場合には，それを評価し，部材の配筋や形状など，どのような条件であれば耐力低下が生じやす

いかを把握することで，実際の構造設計において，安全性を担保することができると考えられる。

1.1.2. 研究の現状 

 水平二方向加力が耐震壁の挙動に与える影響に関しては，国内外問わず，過去に多く行われて

いる 1.9)～1.20)。これらの研究の多くは，壁板方向（面内方向）加力時に曲げ破壊が生じる試験体に

対して行われている。一方，面内方向加力時にせん断破壊や脚部すべり破壊が生じる試験体に対

しては，研究例が非常に少なくなっている。

 また，面内方向において曲げ破壊が先行するような試験体に対する実験では，複数の研究で水

平二方向加力の影響は軽微であると示されている例えば 1.9)，1.10)，1.14)が，面内方向においてせん断破

壊や脚部すべり破壊が先行する場合には，水平二方向加力は耐力に影響を及ぼすと示されている

1.16)，1.17)，1.19)。水平二方向加力時の耐力評価については，せん断終局耐力に関しては井戸硲ら 1.17)，
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脚部すべり耐力に関しては井戸硲ら 1.21)によって提案されているが，単一形状の試験体に対する

検討にとどまっており，これらの評価法の適用性には疑問が残る。 

 実際の地震時には，水平二方向加力に加え，引張軸力を伴う変動軸力が生じることが考えられ

るが，これらの影響を同時に検討した研究は著者による一連の研究 1.22)に限られる。加えて，構造

設計においてこれらの三方向加力条件を考慮する必要性の有無や，考慮する場合には，その方法

について議論する必要があるが，そのような検討を行った研究はなく，いずれの研究も各試験体

に対する検討に留まっているのが現状である。 

 

 

1.2. 研究目的・研究内容 
本研究では，集合住宅形式の RC 造建物の安全性を担保するため，水平二方向加力および変動

軸力が同時に作用する，三方向加力条件下における耐震壁部材の構造性能について検討すること

を研究目的とする。破壊モードで分類した際に，曲げ終局耐力に対して水平二方向加力の及ぼす

影響については過去に多く検討が行われており，結論も概ね同様のものが得られているが，せん

断終局耐力および脚部すべり耐力に及ぼす影響に関しては検討例が少ないことから，本研究では

せん断破壊および脚部すべり破壊が先行する耐震壁部材の水平二方向加力時の挙動について検討

を行う。また，実際の地震時の挙動として発生しうる，変動軸力についても本研究では検討を行

う。 

せん断終局耐力に関する検討としては，初めに三方向加力条件を変数とした載荷実験を実施し，

各加力条件がせん断終局耐力に及ぼす影響について実験的に検討を行う。その後，有限要素解析

を用い，細部での検討や，パラメトリックスタディによって各変数がせん断終局耐力に与える傾

向を定性的に検証する。本載荷実験および有限要素解析では，断面形状による三方向加力条件が

せん断終局耐力に及ぼす影響の違いや，新たに検討を行う変数として面外方向の反曲点高さがせ

ん断終局耐力に及ぼす影響について検討を行うことを目的とする。これらは過去に検討例が存在

せず，重要な知見となると考えられる。これらの知見に基づき，著者が過去に提案した三方向加

力条件を考慮したせん断終局耐力評価法 1.22)に基づき，適用範囲の拡大等を目的として修正を行

った耐力評価法を再提案する。本提案手法は，断面形状によらず高精度でせん断終局耐力を評価

可能とすることを目的とする。本提案手法によって，実際の構造設計においても，三方向加力条

件によるせん断終局耐力の変動について推定することが可能となると考えられる。最後に過去の

実験データベース 1.23)を用い，構造設計においてこれらの三方向加力条件を考慮する必要性の有

無について検討する。実際に検討する必要性のある部材の配筋や形状など，今後，構造設計の検

討において有用な資料の提供を行う。 

一方，脚部すべり耐力に関する検討としては，初めに三方向加力条件を変数とした載荷実験を

実施し，各加力条件がせん断終局耐力に及ぼす影響について実験的に検討を行う。本載荷実験で

は，過去に検討例の存在しない，変動軸力が耐震壁部材の脚部すべり挙動に及ぼす影響の検証を

目的とする。その後，過去に提案された脚部すべり耐力評価法に基づき，水平二方向加力や変動
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軸力による脚部すべり耐力への影響の要因について検討を行う。本検討は，設計において脚部す

べり挙動を考慮する必要性が生じるような条件について考察を行うことを目的とする。 

 

 

 
1.3. 本論文の構成 
 図 1-2 に本論文の構成を示す。 

本章では本研究の背景および目的についてまとめた。 

2 章では，本章において示した既往研究について詳しく示し，それらから得られる知見と課題点

についてまとめる。 

3，4 章では，面内方向においてせん断破壊が先行する試験体に対する載荷実験に関して概要と

結果を示す。 

5 章では，3，4 章に示した実験結果を再現する有限要素解析モデルを作成し，実験時において

検討できなかった事項について有限要素解析を用いて検討する。 

6 章では，三方向加力条件を考慮したせん断終局耐力評価について検討，提案する。 

7 章では，6 章に示したせん断終局耐力評価法に基づき，過去に行われた実験データベース 1.23)

を用いた設計法に関する検討を示す。 

8 章では，面内方向において脚部すべり破壊が発生した試験体に対する載荷実験に関して概要

と結果を示す。 

9 章では，8 章に示した実験結果に基づき，過去に提案された脚部すべり耐力評価法に基いた検

討を行う。 

10 章では，9 章までの検討から得られた知見および今後の課題についてまとめる。 
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図 1-2 本論文の構成 
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2. 既往の研究 

2.1. はじめに 

本章では本研究と関連のある既往の研究を紹介する。はじめに，本研究で対象とした集合住宅

形式の建物試験体に対する振動台実験について示し，検討の必要性のある点について考察する。

その後，設計において考慮されないが実現象としてしばしば観測される，脚部すべり破壊につい

て研究例を示す。最後に，耐震壁の地震時挙動についての検討を目的として行われた水平二方向

載荷実験について記述する。これらの研究より得られている知見，検討の余地のある課題点につ

いて整理し，本研究の位置づけについて示す。 

 

2.2. 建物試験体に対する振動台実験にみる耐震壁の地震時挙動 

2.2.1. RC 造建物の崩壊余裕度定量化のための研究開発 

杉本ら 2.1)，2.2)は RC 造建物が崩壊に至るまでの挙動を把握する目的で，建物試験体の振動台実

験を実施した。実験は防災科学技術研究所兵庫耐震工学研究センターの実大三次元振動破壊実験

施設「E-Defense」を用いて行われた。ここで，建物試験体は，都市部に多数存在する RC 造建物

として，実情に近い建築計画の 6 階建て集合住宅を想定した連層耐震壁付きラーメン架構である。 

試験体模式図を図 2-1 に，伏図を図 2-2 に，軸組図を図 2-3 に示す。実験に用いた入力地震動

は最終入力波を除き兵庫県南部地震の神戸海洋気象台での記録（JMA 神戸波）を基にし，目標と

する応答レベルに応じて倍率を乗じたものである。 

損傷状況を図 2-4 に示す。1，2 階の耐震壁は，せん断ひび割れや，せん断破壊による壁板の圧

壊などが見られるが，主に脚部のすべりが顕著に生じている。特に 1 階の耐震壁は引張軸力が作

用する加震方向で崩壊した。 

図 2-5 に 1 階耐震壁の変形オービットを示す。図から，面内方向の変形に対して最大で 1～3 倍

程度の変形が面外方向に生じていることがわかる。この，水平二方向の変形に関しても建物の保

有水平耐力に影響を及ぼしていると考えられる。 
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図 2-1 試験体模式図 2.1) 

 
図 2-2 試験体伏図（単位：mm）2.1) 

 

 

 
図 2-3 試験体軸組図（単位：mm）2.1) 

 

 
図 2-4 試験終了時の損傷 2.1) 
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図 2-5 1 階耐震壁の変形 2.2) 

 

実験結果をもとにした有限要素解析が米澤ら 2.3)によって行われている。有限要素解析では建物

全体を 3 次元六面体要素によりモデル化した Solid モデルと，積層シェル要素を用いた Shell モデ

ルの 2 種類でモデル化が行われている。図 2-6 に解析モデル図を示す。文献中では事後解析は

Solid モデル，Shell モデルともに実験結果を十分な精度で評価できているとされている。 

十分な精度が検証された Shell モデルを用いて，1，2 階耐震壁のせん断耐力，脚部すべり破壊

に関する考察が行われている。図 2-7 に解析結果から得られた，耐震壁に入力されたせん断力と

生じた層間変形角の関係を示す。X4 通りの耐震壁は，広沢 mean 式 2.4)による計算値（629kN）を

最大耐力（569kN）が下回った。これは，水平二方向加力の影響や転倒モーメントによる軸力変動

が原因であると考察されている。また X3 通りの耐震壁は，最大ベースシア観測時の軸力が 142kN

の引張となっており，脚部には曲げひび割れが多く発生した。これにより，脚部すべり破壊とな

っている。 
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図 2-6 解析モデル 2.3) 

 
図 2-7 1,2 階耐震壁のせん断力－層間変形角関係 2.3) 

 

2.2.2. 建物実験結果から得られる知見と課題点 

以上の建物試験体に対する振動台実験より，次の知見が得られている。 

- 梁間方向が連層耐震壁，桁行構面がラーメン構造となるような集合住宅形式の建物では，そ

の剛性の違いから耐震壁は面外方向に大きく変形する。建物試験体に対する振動台実験 2.1)，

2.2)では，面外方向最大応答変形が面内方向最大応答変形の 1.5 倍程度となった耐震壁も存在

した。 

- 文献 2.1)の振動台実験を対象にした有限要素解析 2.3)の結果によると，1 階の耐震壁の最大耐

力が広沢 mean 式の値を下回った。この原因として，脚部すべり破壊による耐力の低下や，水

平二方向加力および軸力変動の載荷条件の影響が考えられる。 

対象とした建物試験体に対する振動台実験においては，耐震壁の挙動に関して，次の 2 点が検

討課題として挙げられた。 

- 1 階耐震壁において脚部すべり挙動が見られた。しかし，現状の日本の構造計算において，脚

部すべり挙動は考慮されていない。脚部すべり挙動に関する研究に関しては 2.3 節にまとめ
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る。 

- 水平 2 方向加力や軸力変動といった載荷条件が，耐震壁のせん断耐力や脚部すべり耐力に及

ぼす影響について，現状の構造計算においては考慮されていない。載荷条件が耐震壁の挙動

に及ぼす影響に関する研究に関しては 2.4 節にまとめる。 

 

2.3. 耐震壁の脚部すべり破壊に関する研究 

2.3.1. 載荷実験 

 耐震壁の脚部すべり挙動に関しては，国内外問わず様々な研究が行われている 2.5)～2.11)。例えば，

Salonikios ら 2.7)の実験では，せん断スパン，壁筋比，軸力の大きさ，打継面の有無，斜め方向鉄筋

の有無などをパラメータとして 11 体の試験体に対して載荷実験が行われている。本研究と関連が

深い，軸力の大きさのみをパラメータとした試験体の荷重－変形角関係を図 2-8 に示す。LSW2

および MSW2 は軸力 0 であり，LSW3 および MSW3 はそれぞれ，LSW2，MSW2 を基準とし，軸

力のみを軸力比 0.07 とした試験体である。軸力の増加によって最大耐力が増加しているが，いず

れの試験体に関しても脚部すべり挙動によるスリップ性状が履歴性状に見られる。 

 

 

(a) LSW2 
.  

(c) MSW2 

 
(b) LSW3 

 
(d) MSW3 

図 2-8 せん断力－頂部変位関係（Salonikios ら 2.7)の実験） 

 

また，高橋ら 2.10)の実験では，軸力および打継処理をパラメータとして 4 体の試験体に対して載
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荷実験が行われている。軸力の大きさのみをパラメータとした試験体の荷重－変形角を示す。J-

N0 は軸力が 0 の試験体，J-N1 は軸応力度が 1MPa の試験体，J-N2 は軸応力度が 2MPa の試験体

である。軸力の増加に伴い，最大耐力は増加している。しかし，一方で最大耐力発生後の耐力の

低下に関して，その発生が軸力の増加に伴い早期に，そして低下量も軸力の増大に伴い増加して

いる。 

 

 
図 2-9 荷重－変形角関係（高橋ら 2.10)の実験） 

 

従って，軸力が増加することによって脚部すべり耐力が増加し，脚部すべりの発生を抑制する

ことができると考えられる。これは，後に示す耐力評価とも関連するが，脚部すべり耐力はコン

クリートの摩擦作用と軸方向鉄筋のダウエル作用の足し合わせであり，軸力が増加することによ

って，主にコンクリートの摩擦作用が増加し，脚部すべり耐力が増加するためである。しかし，

軸力が大きい場合には比較的小さい変形角において耐力低下が発生している。これは，コンクリ

ートに摩擦が発生する際，繰り返し載荷を受けることによってコンクリートの圧壊が発生するが，

軸力が大きい場合には，この圧壊が早期に発生するためだと考えられる。 

井戸硲ら 2.11)は水平二方向加力が脚部すべり挙動に及ぼす影響について検討した。これに関し

ては 2.4 節に示す。 

 

2.3.2. 脚部すべり耐力評価 

 脚部すべり耐力評価法としては，式(2.1)に示す Paulay 式 2.5)，式(2.2)に示す Eurocode 式 2.12)，式

(2.3)に示す Schuler 式 2.13)，式(2.4)に示す井戸硲らの式 2.14)が挙げられる。 

 

0.25 0.25 cos sin
2

d
sl do f di n y w w c f sd yd

w

lV V V V f b l f A A f
h

ρ α α
 

′ ′= + + = + + − 
 

  (2.1) 

 ここで，ρ'n：壁縦筋比，fy：壁縦筋降伏強度，bw：壁厚，lw：壁長さ，f'c：コンクリート圧縮強度，Af：曲げ圧縮

域有効面積，Asd：斜め補強筋断面積，fyd：斜め補強筋降伏強度，ld：斜め補強筋間距離，hw：壁高さ，α：斜め補強

筋の角度である。 
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,Rd S dd id fdV V V V= + +   (2.2) 

1.3
min

0.25
sj cd yd

dd
yd sj

A f f
V

f A

= 


∑
∑

   (2.2a) 

cosid si ydV A f ϕ=∑    (2.2b) 

( ) /
min

0.5
f sj yd Ed Ed

fd

cd w wo

A f N M z
V

f l b

µ ξ

η ξ

  + +  = 


∑    (2.2c) 

 ここで，fcd：コンクリート設計基準強度，μf：コンクリート同士の摩擦係数，z：応力中心間距離，ΣAsj：壁板の

縦筋断面積またはせん断すべりに抵抗するために端部拘束領域に追加して配筋された鉄筋断面積，ΣAsi：せん断す

べりに抵抗するために配筋された斜め鉄筋の断面積総和，η：コンクリート圧縮強度有効係数，NEd：軸力（圧縮正），

ξ：基準化された中立軸深さ，MEd：曲げモーメント，bwo：壁板厚さである。 
 

1 2 2slid sw sw s cV V V V V= + + +   (2.3) 

0.5
1 1,0.975 ( )sw w w el w c syV l t f fρ=    (2.3a) 

2

2 2
2 2 2 2

0.5 21 ;sw
sw w w w sy sw c

sy

x dV l t f
x

ε
ρ ε ε

ε

   − = − =     
  (2.3b) 

2

2 2
2 2 2 21 ;s

s s sy s c
sy

x dV A f
x

ε
ε ε

ε

   − = − =     
   (2.3c) 

_ maxmin ,c c c cV F Vµ =      (2.3d) 

 ここで，ρw：壁筋比，tw：壁厚，lw1,el：軸方向鉄筋が引張弾性となる領域の長さ，fc：コンクリート圧縮強度，fsy：

軸方向鉄筋の降伏強度，εsy：軸方向鉄筋の降伏時ひずみ，εc2：圧縮縁ひずみ，x：中立軸深さ，d2：圧縮側端部拘

束領域せい，μc：コンクリートの摩擦係数，Fc：コンクリートの圧縮合力，Vc_max：圧縮ストラット角度によるコン

クリートの摩擦作用の制限値である。 
 

( )21.65 1sl c s B yQ C a fµ σ α= + −∑ ∑   (2.4) 

 ここで，μ：摩擦係数，Cc：コンクリートバネ圧縮力，as：各鉄筋断面積，σB：コンクリート圧縮強度，fy：鉄筋

降伏応力，α：鉄筋の引張応力 fs に応じた低減係数（=fs/fy，α≦1）である。 
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基本的な式の構成は縦方向鉄筋のダウエル抵抗と圧縮域コンクリートのせん断抵抗の 2 項から

成り立っており，Paulay 式 2.5)と Eurocode 式 2.12)ではこれに加えて斜め方向鉄筋の効果を考慮した

項が含まれている。日本建築学会による「鉄筋コンクリート部材の構造性能評価の現状と将来」

2.15)では，Paulay 式 2.5)と Eurocode 式 2.12)に対して図 2-10 の精度検証が行われている。Paulay 式 2.5)

は横軸が 1 以下の範囲にせん断すべり破壊試験体が集中していることから破壊形式の予測がある

程度可能であると考えられる。Eurocode 式 2.12)も Paulay 式 2.5)ほどではないが同様の傾向がみられ

る。しかし，両式とも実験値を過小評価している。ただし，この検証は限られた試験体数で行わ

れたものであり，実験データの蓄積が必要だと考えられる。 

 

 
図 2-10  破壊形式の予測精度 2.15) 

 

 

2.3.3. 脚部すべり破壊に関する研究の課題点 

以上の脚部すべり破壊に関する研究より以下の知見および課題が得られている。 

- 軸力の増加に伴い脚部すべり耐力は増加するが，変形性能は悪化し，最大耐力後の耐力低下

率は増加する。また，脚部すべり破壊が生じた試験体は，荷重－変形関係においてスリップ

挙動を示す。 

- 脚部すべり耐力はコンクリートの摩擦作用と軸方向鉄筋のダウエル作用より構成される。こ

れに基づいた脚部すべり耐力評価法が提案されている。個々の研究に対して評価精度が検証

されている。しかし，その評価精度は高くなく，今後実験データの蓄積によって，評価精度

の向上が必要だと考えられる。 

- 軸力をパラメータとした研究は存在するが，変動軸力を作用させたような実験は存在しない。 

 

 

2.4. 耐震壁の地震時挙動に関する部材試験体載荷実験 

2.4.1. 研究の概観 

耐震壁の構造性能に，水平二方向加力が及ぼす影響について検討した研究は多く存在する 2.16)～

2.27)。これらの研究から立体壁に対する実験（Beyer ら 2.20)，Almeida ら 2.25)）を除いた，単独壁（I
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型断面および矩形断面）に対する実験を面内方向の破壊モードと断面形状で分類した結果を表 

2-1 に示す。曲げ挙動が支配的となる試験体に対する実験が大半であり，せん断挙動が支配的な試

験体や脚部すべり挙動が支配的な試験体に対する実験は非常に少ない。また，矩形断面でせん断

挙動が支配的となる試験体は井上ら 2.19)のものに限られ，矩形断面で脚部すべり挙動が支配的と

なる試験体に対する実験は著者の調査範囲では存在しなかった。 

これらの研究に関して，面内方向の破壊モードによって分類し，水平二方向加力の影響をそれ

ぞれ議論する。 

 

表 2-1 水平二方向加力実験の分類 

 曲げ せん断 脚部すべり 

I 型断面 
遠藤ら 2.16)，平石ら 2.17)， 

今西ら 2.18)，佐藤ら 2.21) 

井戸硲ら 2.24)， 

堀田ら 2.26) 
井戸硲ら 2.23) 

矩形断面 加藤ら 2.22)，Niroomandi ら 2.27) 井上ら 2.19) － 

 

 

2.4.2. 曲げ挙動が支配的な場合 

 面内方向で曲げ挙動が支配的となる試験体に対する水平二方向加力実験としては，遠藤ら 2.16)，

平石ら 2.17)，今西ら 2.18)，佐藤ら 2.21)，加藤ら 2.22)，Niroomandi ら 2.27)が存在する。表 2-2 に示すよ

うに，これらの研究において用いられている載荷経路は研究によって異なり，各載荷経路におけ

る面内方向変形量に対する面外方向変形量（以下，面外変形倍率）も 0.41～2.41 の範囲で様々で

ある。なお，表中の載荷経路の詳細は図 2-11 を参照されたい。 

 

表 2-2 載荷経路一覧（曲げ破壊型） 

文献 載荷経路 面外変形倍率 

遠藤ら 2.16) 線形 0，0.41，1.00，2.41，面外のみ 

平石ら 2.17)，今西ら 2.18) H 形 0，1.0 

佐藤ら 2.21) 矩形 0，1.33～2.00 の変動 

加藤ら 2.22) 矩形 0，1.33～1.50 の変動 

Niroomandi ら 2.27) 線形，クローバー形 0，1.0 
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図 2-11 水平二方向載荷経路 

 

 遠藤らは，面外方向の変形を面内方向の倍数で一定とする，線形載荷経路において，面外変形

倍率を変数として実験を行った。図 2-12 に面内方向の水平荷重－変形角関係を，表 2-3 に面内方

向最大耐力を示す。TW2，TW3，TW4，TW5 の面外変形倍率はそれぞれ 0，0.41，1.00，2.41 であ

る。面外変形倍率が 2 を超える TW5 は面外変形倍率が 0 の TW2 と比べ，最大耐力が 4%低下し

ているが，それ以外では面外変形倍率に関わらず，TW2 と同程度の面内方向最大耐力となってい

る。ただし，面外変形倍率の増大に伴い早期に耐力低下が発生している。 

 

 
(a) TW2 

 
(b) TW3 

 

(c) TW4 

 

(d) TW5 

図 2-12 面内方向水平荷重－変形角関係（遠藤ら 2.16)の実験） 
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表 2-3 面内方向最大耐力（遠藤ら 2.16)の実験） 

試験体 面外変形倍率 
面内方向最大耐力 (tonf) 

正側 負側 平均値 TW2 に対する比 

TW2 0 30.6 -30.0 30.30 1.00 

TW3 0.41 31.3 -30.4 30.85 1.02 

TW4 1.00 31.5 -31.4 31.45 1.04 

TW5 2.41 28.7 -29.6 29.15 0.96 

 

Niroomandi らは，面内 1 方向載荷試験体（SP1-Uni），面外変形倍率を 1 とした線形載荷経路試

験体（SP1-Skew），面外変形倍率を 1 としたクローバー型載荷経路試験体（SP1-Clover）の 3 体に

対して実験を行った。図 2-13 に面内方向ベースシア－変形角関係を示す。載荷経路によらず概ね

同様の包絡線や最大耐力を示している。 

 

 

図 2-13 面内方向ベースシア－変形角関係（Niroomandi ら 2.27)の実験） 

  

他の平石ら 2.17)，今西ら 2.18)，佐藤ら 2.21)，加藤ら 2.22)も同様に，面外方向変形は面内方向曲げ終

局耐力に影響を及ぼさないと結論付けている。従って，載荷経路や面外変形倍率によらず面内方

向の曲げ終局耐力は殆ど変化しないということが分かる。ただし，遠藤ら 2.16)，平石ら 2.17)，今西

ら 2.18)，佐藤ら 2.21)，加藤ら 2.22)は面外方向変形が存在する場合には，面内 1 方向載荷時と比べ最

大耐力記録後の変形性能が低下することを示している。 

 

2.4.3. せん断挙動が支配的な場合 

 面内方向でせん断挙動が支配的となる試験体に対する水平二方向加力実験としては，井上ら 2.19)，

井戸硲ら 2.24)および堀田ら 2.26)の研究が挙げられる。表 2-4 に示すように，曲げ挙動が支配的な場

合と比べ，面外変形倍率が 3 や 4 など，比較的大きな場合に対しても検討が行われている。 
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表 2-4 載荷経路一覧（せん断破壊型） 

文献 載荷経路 面外変形倍率 

井上ら 2.19) 線形 0，0.41，1.00 

井戸硲ら 2.24) 矩形 0，1.5，3.0 

堀田ら 2.26) 線形 0，2，4 

 

 井戸硲ら 2.24)は面外変形倍率を変数として，面内方向においてせん断破壊が先行する I 型断面試

験体に対して水平二方向加力実験を行った。図 2-14 に面内方向の水平荷重－変形角関係を，表 

2-5 に面内方向最大耐力を示す。WB00，WB15，WB30 の面外変形倍率はそれぞれ 0，1.5，3.0 で

ある。面外変形倍率の増大に伴い，面内方向最大耐力は低下している。面外変形倍率が 3.0 の場合

は面外変形倍率が 0 の場合と比べ，最大耐力が 19%低下しており，前項に示した曲げ終局耐力に

比べ，影響が大きい。一方，面外変形倍率が大きい試験体の方がせん断耐力を記録した後の耐力

低下が小さい。 

 

 

図 2-14 面内方向水平荷重－層間変形角関係（井戸硲ら 2.24)の実験） 

 

表 2-5 面内方向最大耐力（井戸硲ら 2.24)の実験） 

試験体 面外変形倍率 
面内方向最大耐力 (kN) 

正側 負側 平均値 WB00 に対する比 

WB00 0 1088 -1104 1096 1.00 

WB15 1.5 1014 -961 988 0.90 

WB30 3.0 910 -875 893 0.81 

 

 堀田ら 2.26)も井戸硲ら 2.24)と同様に，面外変形倍率を変数として I 型断面試験体に対して水平二

方向加力実験を行っている。表 2-6 に面内方向最大耐力を示す。面外変形倍率が 4 の場合に面外

変形倍率が 0 の場合と比べ 18%最大耐力が低下している。従って，井戸硲ら 2.24)の試験体に比べ，

面外変形倍率に対する耐力低下率が小さいことが分かる。 
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表 2-6 面内方向最大耐力（堀田ら 2.26)の実験） 

試験体 面外変形倍率 
面内方向最大耐力 (kN) 

正側 負側 平均値 SW-0 に対する比 

SW-0 0 107.4 -104.6 106.0 1.00 

SW-2 2 99.0 -90.1 94.6 0.89 

SW-4 4 84.0 -89.6 86.8 0.82 

 

 井上ら 2.19)は，矩形断面試験体に対して面外変形倍率を変数として水平二方向加力実験を行っ

た。表 2-7 に面内方向最大耐力を示す。なお，文献において見られたコンクリート圧縮強度のば

らつきを考慮するため，面内方向最大耐力を断面積（1000mm×120mm）で除して算出したせん断

応力を，コンクリートの引張強度 ft で除した最大基準化せん断応力を示す。なお，ここでのコン

クリートの引張強度はコンクリートの圧縮強度 f ’cを用い，以下の式(2.1)2.28)より算出した。 

′= 0.33t cf f   (2.1) 

面外変形倍率が他の文献と比べ小さいが，面外変形倍率が 0 の場合と比べ，面外変形倍率が 1.0

の場合，最大基準化せん断応力が 9%低下している。 

 

表 2-7 面内方向最大耐力（井上ら 2.19)の実験） 

試験体 
面外変形

倍率 

コンクリート 

圧縮強度 

(MPa) 

面内方向最大耐力 (kN) 最大基準化せん断応力 

 
P000 に 

対する比 
 

P000 に 

対する比 

P000 0 60.3 903 1.00 2.94 1.00 

P225 0.41 65.8 865 0.95 2.69 0.92 

P450 1.00 67.7 875 0.97 2.69 0.91 

 

 以上より，面外変形倍率の増大に伴い，面内方向のせん断終局耐力が低下すると考えられる。

矩形断面試験体であった井上ら 2.19)の実験においては，その傾向が小さいが，面外変形倍率が 2 以

上となる場合には，同様に 2 割程度のせん断終局耐力の低下が見られる可能性があると考えられ

る。 

 

2.4.4. 脚部すべり挙動が支配的な場合 

 面内方向で脚部すべり挙動が支配的となる試験体に対する水平二方向加力実験は，井戸硲ら 2.23)

の実験のみが存在する。井戸硲ら 2.23)の実験では矩形載荷経路において，面外変形倍率を変数とし

て実験が行われている。図 2-15 に面内方向水平荷重－層間変形角関係を，表に面内方向最大耐力

を示す。O-0，O-1，O-2，O-3 の面外変形倍率はそれぞれ 0，1，2，3 である。せん断終局耐力と

同様に，面外変形倍率の増大に伴い最大耐力の低下が見られる。 
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図 2-15 面内方向水平荷重－層間変形角関係（井戸硲ら 2.23)の実験） 

 

表 2-8 面内方向最大耐力（井戸硲ら 2.23)の実験） 

試験体 面外変形倍率 
面内方向最大耐力 (kN) 

正側 負側 平均値 O-0 に対する比 

O-0 0 1178 -1121 1150 1.00 

O-1 1 1066 -950 1008 0.87 

O-2 2 1067 -1022 1045 0.91 

O-3 3 992 -919 956 0.83 

 

 

2.4.5. 耐震壁の地震時挙動評価に関する課題点 

以上に示した水平二方向加力実験より以下の知見が得られている。 

- 曲げ終局耐力は水平二方向載荷経路や面外方向変形による影響を殆ど受けない。これは I 型

断面，矩形断面に関わらず同様であった。ただし，変形性能に関しては低下する。 

- せん断終局耐力は面外方向変形の増大に伴い低下する。I 型断面に関しては，面外変形倍率が

3～4 程度の場合に，2 割程度の低下率（面内一方向加力時と比べた場合の最大耐力の比）と

なった。一方，矩形断面に関しては，面外変形倍率が 1.0 までの場合に検討が限られ，面外変

形倍率が 1 を超えるような場合のせん断終局耐力について，I 型断面の場合と同様に 2 割程
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度の低下率となるかについては検討が必要だと考えられる。 

- 脚部すべり耐力は面外方向変形の増大に伴い低下する。耐力の低下率はせん断終局耐力と同

様に，面外変形倍率が 3 の場合に 2 割程度となった。 

 

水平二方向加力に加え，地震時には変動軸力が作用するが，変動軸力下での水平二方向加力実

験は著者らが行っている実験 2.29)以外には存在しない。従って，変動軸力の影響に関して十分に検

討が行われていないのが現状である。 

 

2.5. 既往の研究を受けた本研究の位置づけ 

2.2 節に示した建物試験体に対する振動台実験より，建物内における耐震壁の挙動として，面内

方向の変形より大きな面外方向変形が生じることや，引張軸力を伴うような大きな変動軸力を受

けること，脚部すべり破壊が先行することなどが明らかとなった。2.3 節に示したように，脚部す

べり破壊に関しては過去に研究が行われており，軸力との関係も検討が行われているが，軸力が

変動した場合の挙動については検討が行われていない。2.4 節に示したように，水平二方向加力を

受ける場合の各耐力に関して，曲げ終局耐力については，多くの実験が行われており，面外方向

変形の影響を受けないことが明らかとなっているが，せん断終局耐力や脚部すべり耐力は，面外

方向変形が面内方向変形よりも大きくなるような場合に，面内一方向加力時と比べ 2 割程度耐力

が低下することが明らかとなっている。しかし，せん断終局耐力や脚部すべり耐力に関しては検

討事例が少なく，データの蓄積が望まれるとともに，水平二方向加力と同時に変動軸力が作用す

るような実験については著者が行っている実験 2.29)以外に行われていない。 

このような既往の研究の現状を受け，本研究では，実際の地震時の耐震壁の挙動について，精

度の高い評価を行うことを可能とするため，特に研究例の少ない，せん断破壊および脚部すべり

破壊が先行する耐震壁部材の水平二方向加力時の挙動について検討を行う。また，著者 2.29)を除

き，過去に検討が行われていないが，実際の地震時の挙動として発生しうる，変動軸力について

も本研究では検討を行う。 
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3. 柱型を有するせん断破壊先行型耐震壁部材の三方向載荷実験 

3.1. はじめに 
 柱型を有する耐震壁のせん断挙動に面外方向変形および軸力変動が及ぼす影響について把握す

るために，耐震壁試験体を製作し載荷実験を行った。文献 3.1)では，面外方向変形および軸力変動

が及ぼす影響について検討を行った。本章では，この実験に関するさらなる検討として，面外方

向反曲点高さの影響について検討を行うために実施した載荷実験を含め，柱型を有する同型同配

筋の耐震壁試験体に対して行った三方向載荷実験の実験概要および実験結果を示す。 

 

 

3.2. 実験概要 
3.2.1. 試験体概要 

試験体は 7 体作製した。文献 3.2)の試験体を含め，寸法および配筋は全試験体で共通であり，

実大 30%相当の縮小試験体である。図 3-1 に試験体図および配筋図を，図 3-2 に試験区間断面図

を，表 3-1 に断面寸法と配筋の詳細をそれぞれ示す。試験区間内法高さは 1400mm であり，上下

には載荷用のスタブを持つ。側柱主筋は下スタブ底面に設置した厚さ 19mm の鉄板に溶接し定着

した。壁縦筋は下スタブ内に直線定着とした。 

 

図 3-1 試験体図および配筋図（単位：mm） 

 

図 3-2 試験区間断面図 

（単位：mm） 

表 3-1 試験体概要 

部材 寸法(mm) 配筋 種別 鉄筋比(%) 

側柱 250×250 

主筋 10-D16 SD345 3.18 

せん断 

補強筋 

面内 4-S6@75 
KSS785 

0.68 

面外 6-S6@75 1.01 

壁板 1550×70 
縦筋 

D6@150 SD295A 0.30 
横筋 

 

  

30



3.2.2. 実験変数 

 文献 3.2)を含めた試験体一覧を表 3-2 に示す。本研究では実験変数を軸力条件，面外変形倍率

および面外方向反曲点高さとした。ここで，面外変形倍率とは同一サイクルで与える面外方向層

間変形角の面内方向層間変形角に対する比である。試験体名称は「WB（面外変形倍率）（面外方

向反曲点高さ）－（目標最大軸力比）（目標最小軸力比）」と定義した。軸力比は，圧縮側では壁板

を含めた耐震壁の全断面積とコンクリート実圧縮強度の積に対する軸力の比，引張側では側柱全

主筋の降伏耐力に対する軸力の比とする。なお，軸力は圧縮を正とする。また，面外方向反曲点

高さが 700mm（逆対称曲げ形式）のものは記号なし，2350mm のものは C を附して記す。なお，

これ以降で文献 3.2)の試験体を呼称する際に，上記の定義に従い，試験体名の後に C12 を付して

表記する。WB15-C20T33 は試験体に打設不良が発生していたため，検討対象から除く。今後，試

験体名の共通部分に「シリーズ」を付して呼称する場合，実験変数が共通である試験体のグルー

プを指す。 

 

表 3-2 試験体一覧 

面外 
変形倍率 

軸力比 
一定軸力 変動軸力 

0.12 0.20 0～0.12～0.20 -0.33～0.12～0.20 

0 WB00-C123.2)* WB00-C20*   

1.5 WB15-C123.2)* 
WB15-C20* 

WB15C-C20† 
WB15-C20T00* （WB15-C20T33*） 

3.0 WB30-C123.2)*  WB30-C20T00* WB30-C20T33* 

*面外方向反曲点高さが 700mm の試験体，†面外方向反曲点高さが 2350mm の試験体 

 

 

3.2.3. 材料特性 

本実験試験体の試験区間に用いたコンクリートおよび鉄筋の材料試験結果を表 3-3 に示す。試

験区間のコンクリートは文献 3.2)の試験体と比較を行うため，目標強度を 29MPa とした。 

下スタブのコンクリート打設直後に，打ち継ぎ面に金属製ブラシで目荒らしを行い，後日，試

験区間と上スタブのコンクリートを打設した。 
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表 3-3 試験区間材料特性 

(a) コンクリート 

試験体 
圧縮強度 f’c 

(MPa) 

割裂引張強度 fsp 

(MPa) 

ヤング係数*Ec 

(GPa) 

WB00-C20 28.3 2.69 21.6 

WB30-C20T33 27.8 1.81 22.7 

WB15C-C20 28.2 2.07 22.9 

WB15-C20 21.9 3.55 17.1 

WB15-C20T00 23.0 2.49 20.8 

WB15-C20T33 26.9 2.22 22.3 

WB30-C20T00 24.5 2.60 21.1 

WB00-C123.2) 

28.9 2.41 24.6 WB15-C123.2) 

WB30-C123.2) 

* f’c /3 割線剛性 

 

(b) 鉄筋 

試験体 
D6 (SD295A) D16 (SD345) S6 (KSS785) 

fy fu Es fy fu Es fy fu Es 
*1 372.5† 509.3 191.5 378.2 558.4 187.2 890.8† 1029 209.7 
*2 372.5† 509.3 191.5 378.2 558.4 187.2 886.6† 1010 193.2 
*3 474.1 536.1 198.2 381.0 549.7 185.6 851.8† 979.7 194.8 

*43.2) 444.7 529.6 178.7 366.7 542.8 190.4 1024† 1177 205.1 
fy：降伏強度(MPa)，fu：引張強度(MPa)，Es：ヤング係数(GPa) 

*1：WB00-C20，WB30-C20T33 
*2：WB15C-C20 

*3：WB15-C20，WB15-C20T00，WB15-C20T33，WB30-C20T00 
*4：WB00-C123.2)，WB15-C123.2)，WB30-C123.2) 

†0.2%オフセット強度 

 

 

3.2.4. 載荷履歴 

水平二方向載荷履歴の概要を図 3-3 に示す。まず試験体を面外方向に加力し，規定の層間変形

角（[1]点）に達した後，その面外方向変位を維持したまま面内方向に加力を行った。規定の層間

変形角（[2]点）到達後は，面外，面内の順に層間変形角を 0 に戻し（[3]点，[4]点），続けて負方

向でも同様の載荷を行った（[5]点→[8]点）。[1]→[8]までの経路を 1 サイクルとし，面内方向層間

変形角 Rx = 0.05，0.10，0.25，0.50，0.75，1.0，2.0%の各ステップで 2 サイクルずつ載荷を行った。 

軸力の載荷履歴を図 3-4 に示す。図中 Ag は試験体全断面積を，acg は側柱の主筋全断面積を，
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woQmu は各軸力における面外方向曲げ終局耐力時せん断力をそれぞれ表す。建物において耐震壁に

直交する方向のラーメン架構に水平荷重が作用し，耐震壁に面外方向に取り付く梁のせん断力が

増減することで，妻面に配置された耐震壁に作用する軸力は変動する。したがって，変動軸力試

験体では軸力を面外方向水平荷重に応じて変動させた。面外方向水平荷重が 0 の時点での軸力を

0.12Agf’c とし，圧縮側と引張側の目標の軸力における面外方向曲げ終局耐力時せん断力の 0.5 倍

の面外方向荷重で目標の軸力に到達するように軸力を変動させた。また，面外方向正側加力時に

圧縮，負側加力時に引張とした。なお，面外方向曲げ終局耐力は壁板を無視した柱 2 本分の耐力

として文献 3.3)に記載の式(付 1.3-10)～(付 1.3-12)に従って算出した。 

 

 

図 3-3 水平二方向載荷経路 

 
図 3-4 軸力載荷履歴 

  

 

3.2.5. 載荷装置・計測計画 

図 3-5 に載荷装置を示す。下スタブと反力床を PC 鋼棒で緊結することによって試験体を固定

した。軸力および面外方向水平荷重は試験体の上スタブに PC 鋼棒により緊結した載荷用スタブ

を通じ，それぞれ 1000kN ジャッキ 2 本で試験体に作用させた。また，面内方向水平荷重は試験体

の上スタブ両側面に PC 鋼棒により緊結した鋼製治具を通じ，2000kN ジャッキ 2 本で試験体に作

用させた。面内方向は反曲点高さが 1500mm の片持ち載荷とした。面外方向は，WB15C-C20 以外

の試験体に関しては鉛直ジャッキの制御により，上下スタブの平行を保つことで反曲点高さ

700mm を仮定した逆対称曲げ載荷とした。一方，WB15C-C20 に関しては鉛直ジャッキ 2 本の荷

重を等しくすることで，反曲点高さ 2350mm とした。面外方向ジャッキの制御により，試験体の

ねじり変形が発生しないようにした。なお，軸力には上スタブ，載荷ブロック，面内方向荷重の

載荷治具の重量を含んでいる。 

面内方向および面外方向の層間変形角は，それぞれ試験体四隅に取り付けた 4 つの変位計から

得た上下スタブ間の相対水平変位の平均値を試験区間高さ（1400mm）で除して算出した。また，

これ以外にも試験体各部に適宜変位計を設置した。鉄筋にはひずみゲージを貼り付け，ひずみを

計測した。また，試験体に作用する荷重は各ジャッキに接続したロードセルにより計測した。水
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平荷重および軸力は，ジャッキのピンに取り付けた変位計により，ジャッキの傾きを考慮し，補

正した。 

 
図 3-5 載荷装置  
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3.3. 実験結果 
 本節では，打設不良の生じた WB15-C20T33 を除いた，WB00-C20，WB15-C20，WB15C-C20，

WB15-C20T00，WB30-C20T00，WB30-C20T33 の実験結果を示す。 

 

3.3.1. 損傷状況 

 表 3-4 に Rx = 0.75%サイクルまでの各サイクルにおける損傷の進展を，図 3-6 に各試験体 Rx = 

0.50%サイクル終了時のひび割れ図を示す。図中，青線は正側，赤線は負側で発生したひび割れを，

薄い灰色はコンクリートの剥離箇所を，濃い灰色はコンクリートの剥落箇所をそれぞれ示す。破

線で示した箇所は，面外方向加力終了時点（[1]，[5]点）で観測したひび割れである。 

面外変形倍率が大きく，目標最小軸力比の小さい試験体ほど，面外方向変形に起因する側柱の

曲げひび割れおよび圧壊，壁板の水平ひび割れ等の損傷が早期に発生した。ただし，いずれの試

験体も共通して，Rx = 0.05%サイクルにおいてせん断ひび割れが発生，Rx = 0.50%サイクルで壁板

コンクリートの圧壊に端を発する細かいひび割れが発生，Rx = 0.75%サイクルでは壁板コンクリー

トの剥離・剥落が進行し，面内方向耐力の低下が見られた。従って，実験変数に依らず，最大耐

力の決定要因は壁板コンクリートの圧壊であると考えられる。 

 

 

表 3-4 各サイクルで発生した損傷 

サイクル WB00- 
C20 

WB15- 
C20 

WB15C-
C20 

WB15-
C20T00 

WB30-
C20T00 

WB30-
C20T33 

Rx = 0.05% △ △ △ △□ △□ △□◇ 

Rx = 0.10% □ □ □ ◇ ◇ － 

Rx = 0.25% ▲ ▲ ▲ ▲ ▲■ ▲ 

Rx = 0.50% ○ ○■ ○■ ○■ ○ ○■ 

Rx = 0.75% ● ● ● ● ● ● 

△：壁板にせん断ひび割れ発生，□：側柱に曲げひび割れ発生，◇：壁板に水平ひび割れ発生， 
▲：側柱にせん断ひび割れ発生，■：側柱端部にコンクリートの剥離・剥落発生， 

○：壁板コンクリートの圧壊発生，●：壁板コンクリートの剥離・剥落の進行 
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(a) WB00-C20 

 

(b) WB15-C20 

 

(c) WB15C-C20 
 

(d) WB15-C20T00 

 

(e) WB30-C20T00 

 

(f) WB30-C20T33 

図 3-6 損傷性状（Rx = 0.50%サイクル終了時） 

 

 

3.3.2. 水平荷重－層間変形角関係および最大耐力 

図 3-7 および図 3-8 に各試験体の Rx = 1.0%サイクルまでの面内方向および面外方向水平荷重

－層間変形角を示す。図中，○印で示した点は最大耐力を記録した点（以降，最大耐力点），□お

よび■印で示した点は，柱主筋のいずれかの計測箇所において，それぞれ最初に引張降伏および

圧縮降伏した点である。なお，柱主筋に貼り付けたひずみゲージから得られたひずみの値が，材

料試験結果の降伏応力 fyをヤング係数 Es で除した降伏時ひずみ εyを上回った場合に，その箇所が

降伏したと判定した。また，図中の破線は，面内方向は広沢 mean 式 3.3)によるせん断終局耐力計

算値（式(3.1)），面外方向は柱 2 本分として算出した曲げ終局耐力計算値（式(3.2)3.3)）である。こ

こで，正負それぞれの計算値は目標軸力を用いて算出し，曲げ終局耐力時せん断力計算値につい
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ては，目標軸力での P-Δ効果による見かけの耐力低下（または耐力増加）を含む。ただし，P-Δ効

果による見かけの耐力低下は軸力と試験区間の水平変位の積より算出したため，鉛直ジャッキの

ピンの面外方向変位が試験区間の水平変位を上回る WB15C-C20 の場合はこれ以上の耐力低下が

見込まれる。 

 

0.23

0
0.068 ( 18) 0.85 0.1

/ 0.12
te c

wi su wy wh e
p FQ p t j

M QD
σ σ

 + = + + 
+  

  (3.1) 

pte：等価引張鉄筋比(%)（=100at/(ted)），Fc：コンクリート強度(MPa)，D：耐震壁の全長(mm)，σwy：水平せん断補

強筋の降伏強度(MPa)，pwh：teを厚さと考えた場合の水平せん断補強筋比，σ0：全断面積に対する平均軸方向応力

度(MPa)，te：I 型断面を長さと断面積が等しい等価長方形断面に置き換えたときの幅(mm)（壁厚 t の 1.5 倍以下），

j：7d/8(mm)，d：D-Dc/2(mm)（Dcは圧縮側柱のせい），ただし，1≦M/QD≦3 

 
2wo mu uM M=   (3.2a) 

1 1 10.5 0.5u g yM a g D Ng Dσ= +   ( Nmin ≤ N ≤ 0 ) (3.2b) 

2 10.5 0.5 1u g y
c

NM a g D ND
bDF

σ
 

= + − 
 

  ( 0 ≤ N ≤ Nb ) (3.2c) 

( )2 max
3 1 1 1

max

0.5 0.024(1 )(3.6 )u g y c
b

N NM a g D g g bD F
N N

σ
 −

= + + −  − 
  ( Nb ≤ N ≤ Nmax ) (3.2d) 

ag：柱主筋全断面積(mm2)，σy：主筋降伏強度(MPa)，g1：引張筋重心と圧縮筋重心との距離の全せいに対する比，

b：柱断面幅(mm)，D：柱断面せい(mm)，N：柱軸方向力(N)，Nmax：中心圧縮時終局強度（=bDFc+ agσy），Nb：0.22(1+ 
g1) bDFc，Nmin：中心引張時終局強度（=- agσy），なお Nmax および Nminは，この式中においてのみこの意味で用い，

この式以外では，目標最大軸力および目標最小軸力を示す。 

 

 表 3-5 に側柱主筋の降伏を確認したサイクルを示す。面外変形倍率の増大および目標最小軸力

の減少の影響を受け，正側における圧縮降伏と負側における引張降伏が早期に発生した。 

 面内方向最大耐力はいずれの試験体も Rx = 0.50%サイクル 1 回目で確認された。また，いずれ

の試験体においても面内方向最大耐力は式(3.1)によるせん断耐力計算値を上回った。 

面外方向最大耐力は軸力比 0.20 となる一定軸力試験体の正負および変動軸力試験体の正側では

Rx = 0.50%サイクルにおいて確認された。一方で，WB30-C20T33 および WB15-C20T00 の負側の

最大耐力は Rx = 2.0%サイクルにおいて確認されており，グラフ中には示していない。また，軸力

比 0.20 かつ面外変形倍率 1.5 の場合に関しては，式(3.2)による曲げ終局耐力時せん断力計算値を

面外方向最大耐力が下回った。 
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(a) WB00-C20 

 
(b) WB15-C20 

 
(c) WB15C-C20 

 
(d) WB15-C20T00 

 
(e) WB30-C20T00 

 
(f) WB30-C20T33 

図 3-7 履歴曲線（縦軸：面内方向水平荷重(kN)，横軸：面内方向層間変形角(%)） 

 

 
(b) WB15-C20 

 
(c) WB15C-C20 

 
(d) WB15-C20T00 

 
(e) WB30-C20T00 

 
(f) WB30-C20T33 

図 3-8 履歴曲線（縦軸：面外方向水平荷重(kN)，横軸：面外方向層間変形角(%)） 
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表 3-5 側柱主筋降伏発生サイクル 

 WB00- 
C20 

WB15- 
C20 

WB15C-
C20 

WB15-
C20T00 

WB30-
C20T00 

WB30-
C20T33 

正側 
圧縮降伏 

Rx = 0.25% 
1 回目 

Rx = 0.50% 
1 回目 

Rx = 0.50% 
1 回目 

Rx = 0.50% 
1 回目 

Rx = 0.25% 
1 回目 

Rx = 0.25% 
1 回目 

正側 
引張降伏 

Rx = 0.50% 
2 回目 

Rx = 0.50% 
1 回目 

Rx = 0.50% 
1 回目 

Rx = 0.50% 
1 回目 

Rx = 0.50% 
1 回目 

Rx = 0.50% 
1 回目 

負側 
圧縮降伏 

Rx = 0.50% 
1 回目 

Rx = 0.50% 
2 回目 

Rx = 0.25% 
1 回目 

Rx = 0.50% 
1 回目 

Rx = 0.50% 
1 回目 発生せず 

負側 
引張降伏 

Rx = 0.75% 
1 回目 

Rx = 0.75% 
1 回目 

Rx = 0.50% 
1 回目 

Rx = 0.50% 
1 回目 

Rx = 0.25% 
1 回目 

Rx = 0.25% 
1 回目 

 

 

 表 3-6 に最大耐力および耐力計算値を示す。耐力計算値は図 3-7 および図 3-8 に示したものと

同様である。ただし，負側の最大耐力に関して，載荷全体での最大耐力が目標最小軸力での最大

耐力と一致しないものがあるため，表にはその両方の数値を示し，計算値との比較は後者の最大

耐力と行った。なお，表中には今後の検討のため C12 シリーズ 3.2)の実験結果も併せて示す。 

 WB30-C20T00 および WB30-C20T33 の負側目標軸力での面内方向最大耐力は式(3.1)の計算値を

下回った。特に WB30-C20T33 に関しては，耐力計算値が実験値を 21%低く評価しており，引張

軸力作用時のせん断終局耐力については今後の検討が必要であると考えられる。 

面外方向最大耐力が計算値を下回った面外変形倍率 1.5 の試験体の軸力比 0.20 となる場合に関

しては，面内方向のせん断破壊によりコンクリートに発生した損傷によって耐力の低下が発生し

たと考えられる。 
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表 3-6 最大耐力（実験結果） 

試験体 

面内方向 面外方向 
実験値 計算値 実験値／ 

計算値 
実験値*** 計算値 実験値／ 

計算値 wiQmax (kN) wiQsu (kN) woQmax (kN) woQmu (kN) 

WB00-C123.2) 
正* 1087.9 

736.6 

1.48 
 

負* -1104.4 -1.50 

WB15-C123.2) 
正* 1014.0 1.38 244.4 

229.6 

1.06 
負* -960.5 -1.30 -230.2 -1.00 

WB30-C123.2) 
正* 910.3 1.24 290.9 1.27 
負* -875.6 -1.19 -229.8 -1.00 

WB00-C20 
正* 975.7 

755.1 
1.29 

 
負* -1016.2 -1.35 

WB15-C20 
正* 882.7 

675.8 
1.31 193.4 

215.3 
0.90 

負* -878.9 -1.30 -188.8 -0.88 

WB15C-C20 
正* 992.9 

752.6 
1.32 52.2 

72.2 
0.72 

負* -1004.0 -1.33 -44.8 -0.62 

WB15-
C20T00 

正* 848.1 692.2 1.23 189.6 220.2 0.86 

負* -730.0   
-143.1 118.9 -1.20 

負** -654.7 610.8 -1.07 

WB30-
C20T00 

正* 887.7 714.5 1.24 251.4 226.9 1.11 

負* -641.4   
-195.6 118.9 -1.65 

負** -590.3 627.8 -0.94 

WB30-
C20T33 

正* 889.6 746.5 1.19 288.2 279.3 1.03 

負* -628.3   
-168.1 78.7 -2.14 

負** -484.5 610.3 -0.79 

*載荷全体での最大耐力，**目標軸力での最大耐力，***P-Δ効果による付加曲げ分を含む（面外方向のみ） 

 

 

 表 3-6 に示した最大耐力は，コンクリート圧縮強度などの材料特性値のばらつきによる影響を

含んだものであり，単純に比較することができない。そこで，表 3-7 に面内方向の最大基準化せ

ん断応力を示す。基準化せん断応力とは水平荷重を試験体全断面積で除することで算出したせん

断応力をコンクリート引張強度 ft によって基準化した値である。なお，ここでのコンクリートの

引張強度はコンクリートの圧縮強度 f ’cを用い，以下の式(3.3)3.4)より算出した。 

0.33t cf f ′=   (3.3) 

なお，表中の値は，一定軸力試験体に関しては正負平均値，変動軸力試験体に関しては正側値を

示している。 
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 丸括弧の数値は 1 つ上のセルの試験体の値に対する比を示しており，面外変形倍率の増大に伴

う最大基準化せん断応力の変化量を示す。軸力比が 0.12 で一定の場合には，面外変形倍率の増大

に伴い，最大基準化せん断応力が低下する傾向が見られるが，そのほかの軸力条件では低下傾向

は見られない。一方，波括弧の数値は 1 つ左のセルの試験体の値に対する比を示しており，最小

軸力の引張側への増大に伴う最大基準化せん断応力の変化量を示す。軸力が一定軸力から変動軸

力に変化することで，最大基準化せん断応力が低下し，また，変動軸力で受ける最小軸力が引張

側へ増大することで，さらに最大基準化せん断応力が低下した。 

 ただし，ここに示した値はコンクリート圧縮強度のみで基準化しており，その他の鉄筋の降伏

強度やヤング係数比など，材料特性値による影響を完全には排除できていない。これに関しては，

後述の 5 章において，有限要素解析モデルを用いて詳細に検討を行う。 

 

表 3-7 面内方向最大基準化せん断応力 

面外 
変形倍率 

軸力比 

一定軸力 変動軸力 

0.12 
0.20 

(ay = 2350mm) 
0.20 

(ay = 700mm) 
0～0.12～0.20 -0.33～0.12～0.20 

0 2.646 2.430   

1.5 
2.383 

(0.901) 
2.440 

(1.004) 
2.443 

(1.005) 
2.295 

{0.939} 
 

3.0 
2.156 

(0.904) 
  

2.327 
(1.014) 

2.190 
{0.941} 

ay: 面外方向反曲点高さ 

(): 1 つ上のセルの試験体の値に対する比，{}: 1 つ左のセルの試験体の値に対する比 

一定軸力試験体に関しては正負平均値，変動軸力試験体に関しては正側値 
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3.3.3. 変形成分 

図 3-9 に，面内方向曲げ変形および面内方向せん断変形それぞれと面内方向水平荷重の関係の

サイクルピークの推移を示す。変形分離の方法は付録を参照されたい。なお，Rx=2.0%サイクルで

は変位計の保護のため，当該変位計を取り外していたため，図中には Rx=1.0%サイクルまでの結

果を示す。また，図中には最大耐力点も併せて示している。ここでは，材料強度がほぼ同程度で

あった WB00-C20，WB15C-C20，WB30-C20T33 の結果のみを示す。 

WB00-C20 と WB15C-C20 の結果を比較すると最大耐力点である Rx=0.50%サイクル 1 回目正側

ピーク点までは，せん断変形および曲げ変形共にほぼ同様の推移を示している。従って，面外方

向の載荷形式が片持ち載荷の場合，面内方向の変形性状に与える影響が軽微となり，最大耐力に

影響を及ぼさなかったと考えられる。 

一方で，WB30-C20T33 のせん断変形も他試験体とほぼ同様の推移を示しているが，同変形時の

水平荷重が他試験体よりも小さく，最大耐力点でのせん断割線剛性に対して軸力変動および面外

方向変形が影響を及ぼしている。一方で WB30-C20T33 の曲げ変形に関しては，ピーク点での変形

量が他試験体に比べ，小さくなっている。このため，各サイクルピークでの水平荷重が他試験体

と比べ小さいにも関わらず，面内方向水平荷重－曲げ変形関係上では，他の試験体と概ね同様の

推移を示している。従って，面外方向変形および軸力変動はせん断剛性に対して影響を及ぼすの

みで，曲げ剛性には大きな差異が生じなかったと考えられる。 

 

  

  
 

図 3-9 面内方向の水平変形成分比較 
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3.3.4. 面外方向曲率分布 

 本実験では面外方向反曲点高さに関して，700mm と 2350mm の 2 種類を設定した。ここでは，

実際に生じていた面外方向曲率分布より載荷条件について確認する。代表として，図 3-10 および

図 3-11 に WB15-C20 および WB15C-C20 の[1]および[5]点での面外方向曲率分布を示す。WB15-

C20 では曲率の正負が高さ 700mm で入れ替わっており想定通りの載荷となっている。一方で

WB15C-C20では全高にわたり，載荷方向と同様の曲率が計測されている。また，反曲点高さ 700mm

の場合に比べ 2350mm の場合は端部への曲率の集中が少ない。 
 

  
(a-1) 正側（[1]点） 

 
(a-2) 負側（[5]点） 

 
(b-1) 正側（[1]点） 

 
(b-2) 負側（[5]点） 

 (a) 北側柱 (b) 南側柱 

 
図 3-10 面外方向曲率分布（WB15-C20） 

 

  
(a-1) 正側（[1]点） 

 
(a-2) 負側（[5]点） 

 
(b-1) 正側（[1]点） 

 
(b-2) 負側（[5]点） 

 (a) 北側柱 (b) 南側柱 

 
図 3-11 面外方向曲率分布（WB15C-C20） 
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3.4. まとめ 
 本章では柱型を有する耐震壁のせん断挙動に面外方向変形および軸力変動が及ぼす影響につい

て把握するために，耐震壁試験体を製作し載荷実験を行った。本章で得られた知見を以下に示す。 

 

- 軸力条件や面外方向載荷条件に関わらず，いずれの試験体も設計通りにせん断破壊となった。 

- 実験結果には材料特性値のばらつきの影響が含まれるため，コンクリート引張強度によりせ

ん断応力を基準化した基準化せん断応力により比較した。結果として，面外方向変形の増大

が面内方向最大基準化せん断応力に及ぼす影響は，軸力条件によって異なった。一方で軸力

変動による最小軸力が引張に増大することによって面内方向最大基準化せん断応力は低下し

た。 

- 面内方向変形をせん断変形と曲げ変形に分離し，面内方向水平荷重との関係をそれぞれ比較

したところ，面外方向変形はせん断剛性を低下させる要因として考えられた。一方で曲げ剛

性に関して，面外方向変形は殆ど影響を及ぼさないことが分かった。 
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4. 柱型を持たないせん断破壊先行型耐震壁部材の三方向載荷実験 

4.1. 本実験の意義 
 『2010 年版鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説』4.1)において，耐震壁の枠柱推奨規定が緩

和され，枠柱（端部拘束域）の幅が壁厚と等しい，いわゆる矩形断面耐震壁の設計が容易となっ

た。矩形断面耐震壁の使用により，設計の自由度が高くなる。矩形断面耐震壁に対する部材実験

は国内外問わず多く行われているが，水平二方向載荷を行った部材実験は国内に関しては，実験

例が限られる例えば 4.2)，4.3)。井上ら 4.2)は高層 RC 造建物のコア壁を対象とし，斜め方向の水平力に

対するせん断破壊性状を把握する目的で実験を実施している。結果として，面内方向せん断終局

耐力に対する面外方向変形の影響は小さいとされているが，面外方向変形量は面内方向変形量の

1 倍である。一方で，I 形断面耐震壁に対して井戸硲らが行った水平二方向加力実験 4.4)では，面外

方向変形量が面内方向変形量の 3 倍となることで，面内方向せん断終局耐力は 2 割程度低下する

ことが明らかとなっており，矩形断面の場合にも同様の傾向が見られるのかについての検討の必

要性は明白である。 

また，矩形断面耐震壁は，柱型を有する場合に比べ，壁板全域に面外方向変形に起因する曲げ

ひび割れが発生しやすいと考えられる。従って，引張軸力を伴う軸力変動を受けた場合には，柱

型を有する場合と異なる，面内方向のせん断挙動を示す可能性がある。しかし，軸力変動を伴う

水平二方向載荷実験は，著者による柱型を有する場合に限られ，矩形断面耐震壁に関してはその

挙動に不明点が多い。 

このような研究の背景および先行研究の現状を受け，面内方向ではせん断破壊が先行するよう

に設計された矩形断面耐震壁に対し，水平二方向載荷および変動軸力載荷を行う，三方向載荷実

験を行った。 

 

 

 

4.2. 実験概要 
4.2.1. 試験体概要 

試験体は 4 体作製した。寸法および配筋は全試験体で共通であり，実大 30%相当の縮小試験体

である。図 4-1 に試験体図および配筋図を，図 4-2 に試験区間断面図を，表 4-1 に断面寸法と配

筋の詳細をそれぞれ示す。試験区間内法高さは 1200mm であり，上下には載荷用のスタブを持つ。

図 4-2 に示すように，せん断補強筋は大フープ 1 つと小フープ 1 つの 2 つを 1 組として配筋した。 
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図 4-1 試験体図および配筋図（単位：mm） 

 

図 4-2 試験区間断面図（単位：mm） 

表 4-1 試験体概要 

 寸法(mm) 配筋 種別 鉄筋比(%) 

端部拘束

領域 
300×114 

主筋 8-D16 SD345 4.65 

せん断 

補強筋 

面内 4-D6@75 
SD295A 

1.48 

面外 4-D6@75 0.56 

壁板 1450×114 
縦筋 

D6@100 千鳥 SD295A 0.28 
横筋 
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4.2.2. 実験変数 

 本実験では実験変数を軸力条件および面外変形倍率とした。3 章と同様に面外変形倍率とは同

一サイクルで与える面外方向層間変形角の面内方向層間変形角に対する比である。試験体名称は

「SR（面外変形倍率）－（目標最大軸力比）（目標最小軸力比）」と定義した。なお，軸力比は，

圧縮側では耐震壁の全断面積とコンクリート実圧縮強度の積に対する軸力の比，引張側では端部

拘束領域全主筋および全壁縦筋の降伏耐力に対する軸力の比とする。なお，SR30-C20T33a に関し

ては，SR30-C20T33 に打設不良があり，議論するに妥当な実験結果が得られなかったために実施

した試験体であり，実験変数は SR30-C20T33 と同じである。 

試験体一覧を表 4-2 に示す。また，各試験体の材料実強度を用いて算出した耐力計算値を表 4-3

に示す。各耐力算出には文献 4.5)を参考に式(4.1)～式(4.4)を用いた。面内方向曲げ終局耐力時せん

断力は加力点高さ（1500mm）で式(4.2)により算出した曲げ終局モーメントを除すことで算定した。

面外方向曲げ終局耐力時せん断力は式(4.4)により算出した曲げ終局モーメントを反曲点高さ

（600mm）で除すことにより算定した。なお，面外方向の耐力は，壁全断面を一つの柱と考え，

算出した。 

 

表 4-2 試験体一覧 

試験体 面外変形倍率 
軸力比 

目標最小 長期 目標最大 

SR00-C20 0 
0.20（一定） 

SR30-C20 

3.0 SR30-C20T33 
-0.33 0.12 0.20 

SR30-C20T33a 

 

0.23

0
0.068 ( 18) 0.85 0.1

/ 0.12
te c

wi su wy wh e
p FQ p t j

M QD
σ σ

 + = + + 
+  

  (4.1) 

pte：等価引張鉄筋比(%)（=100at/(ted)），Fc：コンクリート強度(MPa)，D：耐震壁の全長(mm)，σwy：水平せん断補

強筋の降伏強度(MPa)，pwh：teを厚さと考えた場合の水平せん断補強筋比，σ0：全断面積に対する平均軸方向応力

度(MPa)，te：壁厚(mm)，j：7d/8(mm)，d：0.95D(mm)，ただし，1≦M/QD≦3 

 

0.5 0.5wi mu t y w w wy w wM a l a l Nlσ σ= + +    (4.2) 

at：引張側柱の主筋全断面積(mm2)，σy：引張側柱の主筋の降伏強度(MPa)，aw：耐力壁の縦筋の断面積(mm2)，σwy：

耐力壁の縦筋の降伏強度(MPa)，lw：0.9D(mm)，N：耐力壁の軸方向力(N) 
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0.23

0
0.068 ( 18) 0.85 0.1

/ 0.12
t c

wo su wy w
p FQ p bj

M QD
σ σ

 +
= + + 

+ 
 (4.3) 

pt：引張鉄筋比（壁縦筋を含む）(%)，Fc：コンクリート強度(MPa)，d：有効せい(mm)，σwy：せん断補強筋の降伏

強度(MPa)，pw：せん断補強筋比，σ0：平均軸方向応力度(MPa)，b：壁全長(mm)，j：7d/8(mm)，ただし，1≦M/QD

≦3 

 

wo mu uM M=    (4.4) 

1 1 10.5(2 ) 0.5u cg cy wvg wvyM a a g D Ng Dσ σ= + +  ( Nmin ≤ N ≤ 0 ) (4.4a) 

2 10.5(2 ) 0.5 1u cg cy wvg wvy
c

NM a a g D ND
bDF

σ σ
 

= + + − 
 

 ( 0 ≤ N ≤ Nb ) (4.4b) 

 { }2 max
3 1 1 1

max

0.5(2 ) 0.024(1 )(3.6 )u cg cy wvg wvy c
b

N NM a a g D g g bD F
N N

σ σ
 −

= + + + −  − 
 ( Nb ≤ N ≤ Nmax ) (4.4c) 

acg：端部拘束領域主筋全断面積（片側分） (mm2)，σcy：端部拘束領域主筋降伏強度(MPa)，awvg：壁縦筋全断面積 

(mm2)，σwvy：壁縦筋降伏強度(MPa)，g1：引張筋重心と圧縮筋重心との距離の全せいに対する比（端部拘束領域主

筋と壁縦筋の両者を考慮），b：壁全長(mm)，D：端部拘束領域断面せい（壁厚と同じ）(mm)，N：柱軸方向力(N)，

Nmax：中心圧縮時終局強度（=bDFc + acgσcy + awvgσwvy），Nb：0.22(1+ g1) bDFc，Nmin：中心引張時終局強度（= – acgσcy 

– awvgσwvy），なお Nmax および Nmin は，この式中においてのみこの意味で用い，この式以外では，目標最大軸力およ

び目標最小軸力を示す。 

 

表 4-3 計算耐力 

試験体 

面内方向 面外方向 

せん断終局 

耐力 

wiQsu (kN) 

曲げ終局耐力

時せん断力 

wiQmu (kN) 

wiQsu/ 

wiQmu 

せん断終局 

耐力 

woQsu (kN) 

曲げ終局耐力

時せん断力

woQmu (kN) 

woQsu/ 

woQmu 

SR00-C20 776.3 1586.1 0.49    

SR30-C20 839.4 1703.6 0.49 347.2 169.0 2.05 

SR30-C20T33 
Nmax 757.1 1550.4 0.49 313.8 150.1 2.09 

Nmin 624.3 568.1 1.10 212.0 42.4 5.00 

SR30-C20T33a 
Nmax 842.0 1726.1 0.49 349.6 170.3 2.05 

Nmin 688.3 588.7 1.17 231.7 43.9 5.28 

 

 

4.2.3. 材料特性 

本実験試験体の試験区間に用いたコンクリートおよび鉄筋の材料試験結果を表 4-4 に示す。試
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験区間のコンクリートは 3 章に示した試験体（WB シリーズと呼称する）と比較を行うため，目

標強度を 29MPa とした。 

下スタブのコンクリート打設直後に，打ち継ぎ面に金属製ブラシで目荒らしを行い，後日，試

験区間と上スタブのコンクリートを打設した。 

 

表 4-4 試験区間材料特性 

(a) コンクリート 

試験体 材齢 
(日) 

圧縮強度 f’c 

(MPa) 
割裂引張強度 ft 

(MPa) 
ヤング係数* Ec 

(GPa) 

SR00-C20 87 25.7 1.76 21.6 

SR30-C20 94 29.8 2.22 26.4 

SR30-C20T33 73 24.4 2.41 24.1 

SR30-C20T33a 50 29.5 2.41 24.8 

*f’c/3 割線剛性 

 

(b) 鉄筋 

 

SR30-C20T33a 以外 SR30-C20T33a 

D6 
(SD295A) 

D16 
(SD345) 

D6 
(SD295A) 

D16 
(SD345) 

降伏強度 fy (MPa) 389.0* 379.6 421.7* 390.8 

引張強度 fu (MPa) 532.2 574.7 533.9 586.8 

ヤング係数 Es (GPa) 193.5 185.1 206.3 185.5 

*0.2%オフセット降伏強度 

 

 

4.2.4. 載荷履歴 

SR00-C20 に関しては一定軸力下で面内方向一方向載荷を行った。SR30-C20 に関しては，一定

軸力下で水平二方向載荷を行った。SR30-C20T33 および SR30-C20T33a に関しては，変動軸力下

で水平二方向載荷を行った。 

水平二方向載荷履歴の概要を図 4-3 に示す。SR00-C20 では，面内方向で所定の層間変形角（図

中の[2]）まで加力し，その後，層間変形角を 0 に戻し（[4]），続けて負方向でも同様の載荷を行っ

た（[6]，[8]）。なお，この間，面外方向層間変形角は常に 0 となるように制御した。この[2]→[8]

までの経路を 1 サイクルとした。一方で SR30-C20，SR30-C20T33 および SR30-C20T33a では，ま

ず試験体を面外方向に加力し，所定の層間変形角（図中の[1]）に達した後，その面外方向変位を

維持したまま面内方向に加力を行った。所定の層間変形角（[2]）到達後は，面外，面内の順に層

間変形角を 0 に戻し（[3]，[4]），続けて負方向でも同様の載荷を行った（[5]→[8]）。図中の[1]→[8]
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までの経路を 1 サイクルとした。各試験体ともに，面内方向層間変形角 Rx = 0.05，0.10，0.25，0.50，

0.75，1.0，2.0%の各ステップで 2 サイクルずつ載荷を行うものとした。載荷プロトコルを図 4-4

に示す。なお，今後[○]点と表記する場合は，図 4-3 の各ピーク点を表す。 

 

 

 
図 4-3 水平二方向載荷経路 

 

図 4-4 載荷プロトコル 

  

 

軸力の載荷履歴を図 4-5 に示す。図中 Ag は試験体全断面積を，ag は縦方向鉄筋（端部拘束領域

主筋および壁縦筋）の断面積を，woQmu は各軸力における面外方向曲げ終局耐力時せん断力をそれ

ぞれ表す。建物において耐震壁に直交する方向のラーメン架構に水平荷重が作用し，耐震壁に面

外方向に取り付く梁のせん断力が増減することで，妻面に配置された耐震壁に作用する軸力は変

動する。したがって，SR30-C20T33 および SR30-C20T33a では軸力を面外方向水平荷重に応じて

変動させた。面外方向水平荷重が 0 の時点での軸力を 0.12Agf’c とし，圧縮側と引張側の目標の軸

力における面外方向曲げ終局耐力時せん断力の 1/2 もしくは 1/3 倍の面外方向荷重で目標の軸力

に到達するように軸力を変動させた。SR30-C20T33 では面内方向載荷時（図 4-3 中の[1]→[2]）に

おいて，面外方向水平荷重の低下することで面内方向正側最大耐力時に目標最大軸力を維持しな

かった。これを受け，SR30-C20T33 の振替として設定した SR30-C20T33a では，圧縮側の目標軸

力における面外方向曲げ終局耐力時せん断力の 1/3 倍の面外方向荷重で目標の軸力に到達するよ
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うに経路を変更した。また，面外方向正側加力時に圧縮，負側加力時に引張とした。 

 

 
図 4-5 軸力載荷履歴 

 

 

4.2.5. 載荷装置 

図 4-6 に載荷装置を示す。軸力および面外方向水平力は，下スタブと反力床を PC 鋼棒によっ

て緊結することで試験体を固定した。試験体の上スタブに PC 鋼棒により緊結した載荷用スタブ

を介して，1000kN ジャッキ 2 本ずつでそれぞれ試験体に作用させた。また，面内方向水平力は試

験体の上スタブ両側面に PC 鋼棒により緊結した鋼製治具を介して，2000kN ジャッキ 2 本で試験

体に作用させた。 

面内方向は片持ち載荷とし，面外方向は，鉛直ジャッキの制御により上下スタブの平行を保つ

ことで逆対称変形載荷とした。なお，上下スタブの平行維持は，式(4.5)により求められる上スタ

ブの x 軸回りの回転角 θupper,x を 0 とすることで行った。また，面外方向ジャッキにより，試験体

のねじれ変形が発生しないように制御した。 
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図 4-6 載荷装置（単位：mm） 

 

,NW ,SW ,NE ,SE
, 100

2 2
v v v v

upper x

d d d d
lθ

 + +     = − ÷ ×    
     

  (4.5) 

θupper,x：上スタブ x 軸回り回転角(%)，dv,NW，dv,SW，dv,NE，dv,SE：鉛直変位（それぞれ試験体北西，南西，北東，南

東）(mm)，l：東西の鉛直変位計軸間距離(mm) 
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4.2.6. 計測方法 

(1) 変位計 

図 4-7 に層間変形角および鉛直変位計測用の変位計の取り付け位置を示す。面内方向および面

外方向の層間変形角は，それぞれ試験体四隅に取り付けた 4 つの変位計から得た上下スタブ間の

相対水平変位の平均値を試験区間高さ（1200mm）で除して算出した。壁脚部東面には脚部すべり

変形を計測するために図 4-8 に示す位置に変位計を設置した。壁板東西両面の南北端付近には面

外方向曲率を測定するために図 4-9 に示す位置に変位計を設置した。この他，下スタブ底面にお

けるずれの発生の有無を確認するための，および各ジャッキの加力角度を測定するための変位計

をそれぞれ設置した。 

 

 
図 4-7 層間変形角・鉛直変位計測用変位計取り付け位置（単位：mm） 

 

 
図 4-8 脚部すべり変形計測用変位計取り付け位置（単位：mm） 
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図 4-9 面外方向曲率算出用変位計取り付け位置（単位：mm） 

 

 

(2) ひずみゲージ 

図 4-10 にひずみゲージの貼り付け位置を示す。鉄筋にはひずみゲージを貼り付け，ひずみを計

測した。鉄筋のひずみゲージは，端部主筋に対しては両面貼りとし，それ以外の端部せん断補強

筋と壁筋に対しては片面貼りとした。せん断補強筋のひずみゲージは図 4-11 に示すように，図 

4-2 に示した大フープに貼り付けた。 

 

 

図 4-10 鉄筋ひずみゲージ貼り付け位置（単位：mm） 

 

54



 

図 4-11 端部せん断補強筋ひずみゲージ位置（単位：mm） 

 

 

(3) モーションキャプチャ 

 図 4-12 にモーションキャプチャにより変位を計測した反射マーカーの取り付け位置を示す。反

射マーカーには 12.7mm の球形のものを 44 個，19mm の球形のものを 35 個用いた。計測用のカメ

ラには，OptiTrack 社の Primex 41 を 3 台用いた。計測範囲は試験体西面とした。図中の塗りつぶ

しマーカー位置には M6 ネジによるインサートを試験体表面に埋め込み，そこに M6 ボルトを用

い，19mm の球形反射マーカーを設置した。一方で白抜きマーカー位置には，両面テープを用い，

12.7mm の球形反射マーカーを設置した。インサートを用いた場合のほうが，ひび割れ等の発生に

よるコンクリート剥落の影響を受けにくいと考えられる。反射マーカーは 300mm のグリッドを基

本とし，インサート有りの反射マーカーを設置した。この他に，端部拘束領域の中心線上には

150mm 間隔となるように，壁板には，300mm グリッドの中心位置にインサート無しの反射マーカ

ーを補助的に設置した。また，基準点として上下スタブにも 12.7mm の球形反射マーカーを取り

付けた。 

サンプリング周波数は 120Hz であるが，計測のタイミングは手動による静的計測と同時に行っ

ており，その瞬間の変位を測定している。計測の特性上，瞬間的なスパイクノイズや高周波ノイ

ズが発生し，計測値にはこれらのノイズが含まれる可能性がある。 

 

 
図 4-12 モーションキャプチャ反射マーカー取り付け位置（西面，左が北，単位：mm） 

135 135
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4.3. 実験結果 
4.3.1. 載荷経路 

 図 4-13 に面外方向層間変形角－面内方向層間変形角関係を，図 4-14 に軸力－面外方向水平荷

重関係をそれぞれ示す。それぞれ，図 4-3 および図 4-5 の載荷履歴の実験計画と対応する。な

お，以降の実験結果で用いる軸力，面内方向水平荷重，面外方向水平荷重は，それぞれの方向の

ジャッキ 2 本分の荷重の合計ではなく，計 6 個のジャッキから，z，x，y 方向それぞれに入力さ

れる力の合計であることに留意されたい（算出方法は付録を参照）。 

 SR00-C20 では，Rx = 0.75% 1 回目サイクルの[8]→[2]点において，Rx = 0.60%付近で変形制御が

不安定となり，Rx = 0.96 %まで変形が増大した。その後は，概ね計画通りに載荷を行うことができ

た。Rx = 1.0% 1 回目サイクルで最大耐力の 5 割以下まで耐力が低下したため，載荷を終了した。

SR30-C20 では，Rx = 0.75% 1 回目サイクルの[1]→[2]点において，Rx = 0.60%付近で変形制御が不

安定となり，Rx = 1.6%まで変形が増大，その際に軸力保持能力を喪失したため載荷を終了した。

SR30-C20T33 では，Rx = 1.0% 2 回目サイクルで最大耐力の 5 割以下まで耐力が低下したため，載

荷を終了した。SR30-C20T33a では，Rx = 0.50% 1 回目サイクルの[2]点到達後，ひび割れ観察中に

制御が不安定となり，Rx=1.8%程度まで変形が増大，その際に軸力保持能力を喪失したため載荷を

終了した。SR30-C20T33a では，Rx = 0.50% 1 回目サイクルの[2]点において，変形制御が不安定と

なり，Rx=1.8%程度まで変形が増大，その際に軸力保持能力を喪失したため載荷を終了した。 

 これらの点を除けば，概ね 4.2.4 項に示した載荷履歴の実験計画通りに，三次元加力実験を行

うことができた。 

 

 

 
(a) SR00-C20 

 
(b) SR30-C20 
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(c) SR30-C20T33 

 
(d) SR30-C20T33a 

図 4-13 面外方向層間変形角－面内方向層間変形角関係 

 

 
(a) SR00-C20 

 
(b) SR30-C20 

 
(c) SR30-C20T33 

 
(d) SR30-C20T33a 

図 4-14 軸力－面外方向水平荷重関係  
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4.3.2. 損傷経過 

 図 4-15 に Rx = 0.10%，Rx = 0.25%および Rx = 0.50%サイクル終了時のひび割れ図を示す。ひびわ

れ図中の青線は正側ピーク点（図 4-3 中の[1]，[2]，[3]点）において，赤線は負側ピーク点（[5]，

[6]，[7]点）において観測したひび割れを，薄い灰色の範囲は剥離箇所を，濃い灰色の範囲は剥落

箇所をそれぞれ示す。なお，ひびわれ線が破線のものは面外方向加力後（[1]または[5]点）におい

て観測したひび割れである。また，黒破線は載荷前に生じていた初期ひび割れである。表 4-5 に

各サイクルにおいて確認された損傷状況を示す。 

 

(1) SR00-C20 

Rx = 0.05% 1 回目サイクルにおいて壁板にせん断ひび割れが発生した。Rx = 0.25%サイクルでは

端部拘束領域脚部で細かいせん断ひび割れが増加した。Rx = 0.50%サイクルにおいては，壁板中央

のせん断ひび割れが大きく開き，端部拘束領域脚部付近ではコンクリートの圧壊による剥離や剥

落が発生した。Rx = 0.75% 1回目サイクル正側では，コンクリートの圧壊が急激に進行することで，

変形の進行を制御することができず，Rx = 0.96%まで変形が進行した。その後はせん断ひび割れ付

近のコンクリートの圧壊が進行，圧縮側脚部でも縦ひび割れやコンクリートの圧壊が見られた。 

 

(2) SR30-C20 

Rx = 0.05%サイクルにおいて壁板にせん断ひび割れ，端部拘束領域に曲げひび割れが発生した。

Rx = 0.25%サイクルでは，壁板の頭部および脚部に曲げひび割れが発生し，Rx = 0.50%サイクルに

おいて，圧壊によるコンクリートの剥離の兆候が見られた。その後，Rx = 0.75% 1 回目サイクル正

側面内方向加力時に，せん断ひび割れが大きく開き，壁板が 2 つに分離し，分離した壁板の上半

分が面外方向に大きく張り出した。これに伴い，面内方向変形が Rx = 1.6%程度まで増大し，軸力

を維持できなくなった。 

 

(3) SR30-C20T33 

Rx = 0.05%サイクルにおいて壁板にせん断ひび割れ，端部拘束領域に曲げひび割れが発生した。

Rx = 0.25%サイクルでは，壁板中央を斜めに横切るせん断ひび割れが発生し，端部拘束領域と壁板

の境界部分では縦方向のひび割れが増加した。Rx = 0.50%サイクルにおいて，脚部のコンクリート

が，特に打設不良の補修部分で剥離や剥落が発生した。Rx = 0.75%サイクルでは，北面脚部のコン

クリートが大きく剥落し，柱主筋が露出した。また，引張軸力が作用する負側サイクルでは，圧

縮軸力が常に作用する SR30-C20 と比較してせん断ひび割れの角度が浅くなっているほか，全変

形のうち 70%程度が脚部すべり変形となっていた。Rx = 1.0%サイクルでは，東面北側脚部のコン

クリートが広範囲に剥離，剥落し，東面南側では，端部拘束領域と壁板の境界部分の縦方向のひ

び割れが連結した。このサイクルにおいて，ピーク荷重が最大耐力の 3 割を下回ったため載荷終

了とした。 
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(4) SR30-C20T33a 

Rx = 0.05%サイクル正側において壁板にせん断ひび割れ，負側において試験体東面上部に曲げひ

び割れが発生した。Rx = 0.10%サイクル負側では，正側に比べて傾きの浅いせん断ひび割れが発生

した。Rx = 0.25%サイクルでは端部拘束領域周辺に細かいせん断ひび割れが発生した。Rx = 0.50%

サイクル 1 回目正側ピークにおいて，圧壊によるコンクリートの剥離の兆候が見られた。同サイ

クルひび割れ観察中にジャッキの制御が不能となり，変形が Rx = 1.8%まで急増した。同時に軸力

を維持できなくなり載荷を終了した。 

 

 

 
(a) SR00-C20 

 
(b) SR30-C20 

 
(c) SR30-C20T33 

 
(d) SR30-C20T33a 

(1) Rx=0.10%サイクル終了時 
 

 
(a) SR00-C20 

 
(b) SR30-C20 
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(c) SR30-C20T33 

 
(d) SR30-C20T33a 

(2) Rx=0.25%サイクル終了時 
 

 

(a) SR00-C20 

 

(b) SR30-C20 

 

(c) SR30-C20T33 

 

(d) SR30-C20T33a 

(3) Rx=0.50%サイクル終了時 

図 4-15 ひび割れ図 

 

 
図 4-16 ひび割れ図表示位置 
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表 4-5 各サイクルで発生した損傷 

サイクル SR00-C20 SR30-C20 SR30-C20T33 SR30-C20T33a 

Rx = 0.05% △□ △□ △□ △□ 

Rx = 0.10% － － － － 

Rx = 0.25% ▲ ▲■ ▲■ ▲■ 

Rx = 0.50% ■○ ○ ○☆ ○● 

Rx = 0.75% ● ● ★  

△：壁板にせん断ひび割れ発生，□：端部拘束領域に曲げひび割れ発生，  
▲：端部拘束領域にせん断ひび割れ発生，■：端部拘束領域にコンクリートの剥離・剥落発生， 

○：壁板コンクリートの圧壊発生，●：壁板コンクリートの剥離・剥落の進行， 
☆：脚部コンクリートの連続的圧壊，★：脚部すべり変形の増大 

 

 図 4-17 に載荷実験終了時の東面の写真を示す。SR00-C20 では，正負両方向において中央を通

るせん断ひび割れが大きく開いている。SR30-C20 および SR30-C20T33a は最終破壊状況が非常に

似ており，南側頭部から北側脚部へかけて発生したせん断ひび割れが大きく開き，そのひび割れ

を境に壁板が 2 つに分離した。北側では，図 4-18 に示すように分離した壁板が大きくずれていた

が，南側では大きなずれは見られなかった。SR30-C20T33 は脚部のコンクリートの圧壊が顕著と

なり，他 3 試験体で見られたようなせん断ひび割れの拡大は顕著ではなかった。SR30-C20T33 の

破壊形式が大きく異なるのは，コンクリート打設不良が原因であると考えられる。 
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(a) SR00-C20 

 

(b) SR30-C20 

 

(c) SR30-C20T33 

 

(d) SR30-C20T33a 

図 4-17 載荷実験終了時の写真（東面） 

 

 

(a) SR30-C20 

 

(b) SR30-C20T33a 

図 4-18 載荷実験終了時の壁板の分離の状況（北側脚部付近） 

 

 

4.3.3. モーションキャプチャシステムによる変形性状の計測 

 図 4-19 に Rx = 0.25%，Rx = 0.50%および Rx = 0.75% 1 回目サイクル正側ピーク[2]点での変形性

状を示す。図中□印で示した点は，上下スタブの位置を示しているが，これらの点はスタブに設

置した南北 2 点の座標より算出した仮想設置位置の座標である。また，図 4-19 は変形を 20 倍に
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拡大している。なお，反射マーカーの球体は試験体表面から数 10mm 程度離れた位置に設置され

ているため，面外方向変形によって試験体表面が面外方向に回転している場合にはその影響を受

けることがある。これに関しては図 4-19 では補正していない。後述の主ひずみ算出時には補正を

行ったため，補正方法はその際に記述する。 

 SR30-C20T33 以外の 3 試験体は，Rx = 0.50%サイクルにおいては試験体全体の膨らみが見られ，

せん断ひび割れが生じている部分に関してはマーカー間の距離が広がっていることが分かる。そ

の後 SR00-C20 では，さらにせん断ひび割れが大きく開くことで，壁板が分離し，左下の変形が若

干戻っている。一方で SR30-C20T33 では試験体全体の膨らみはあまり見られず，脚部での局所的

な縮みやせん断変形が見られ，脚部すべり破壊が生じていることが分かる。 

 

 

 

 

 
(a) SR00-C20 

 
(b) SR30-C20 

 
(c) SR30-C20T33 

 
(d) SR30-C20T33a 

(1) Rx=0.25% 1 回目サイクル[2]点 
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(a) SR00-C20 

 
(b) SR30-C20 

 
(c) SR30-C20T33 

 
(d) SR30-C20T33a 

(2) Rx=0.50% 1 回目サイクル[2]点 
 

 
(a) SR00-C20 

 
(c) SR30-C20T33 

(3) Rx=0.75% 1 回目サイクル[2]点 
図 4-19 変形性状（変形倍率 20 倍） 

 

4.3.4. 水平荷重－層間変形角関係および最大耐力 

図 4-20～図 4-23 に水平荷重－層間変形角関係を示す。図中，○印で示した点は最大耐力を記

録した点（以降，最大耐力点），□および■印で示した点は，柱主筋のいずれかの計測箇所におい

て，それぞれ最初に引張降伏および圧縮降伏した点である。なお，柱主筋に貼り付けたひずみゲ

ージから得られたひずみの値が，材料試験結果の降伏応力 fyをヤング係数 Es で除した降伏時ひず

み εy を上回った場合に，その箇所が降伏したと判定した。また，図中の破線は，せん断終局耐力

の計算値（面内方向：式(4.1)，面外方向：式(4.3)）および曲げ終局耐力時せん断力（面内方向：式
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(4.2)，面外方向：式(4.4)）をそれぞれ示す。ただし，正負それぞれの計算値は目標軸力を用いて算

出し，曲げ終局耐力時せん断力計算値については，目標軸力での P-Δ 効果による見かけの耐力低

下（または耐力増加）を含む。また，SR30-C20T30 および SR30-C20T33a に関しては面内方向水

平荷重－層間変形角関係において，最大および最小目標軸力に達していた点をプロットしたもの

を示す。 

SR00-C20 では端部主筋の引張降伏と圧縮降伏が Rx = 0.50% 1 回目サイクルでほぼ同時に観測さ

れたが，SR30-C20 では圧縮降伏が Rx = 0.25% 1 回目サイクルで発生し，引張降伏が Rx = 0.50% 1

回目サイクルで発生しており，面外方向変形の影響を受け，圧縮降伏が早期に発生した。一方で

SR30-C20T33 および SR30-C20T33a では引張降伏が Rx = 0.25% 1 回目サイクルで発生しており，軸

力変動による引張軸力の影響を受け，引張降伏が早期に発生した。最大耐力点に関して，目標圧

縮軸力が作用した SR00-C20 および SR30-C20 の正負両側，SR30-C20T33 および SR30-C20T33a の

正側に関しては，面内，面外ともに Rx = 0.50% 1 回目サイクルで観測した。SR30-C20T33 負側で

は，Rx = 0.25% 1 回目サイクルで最大耐力となったが，これは，軸力が引張から圧縮に転じた際に

観測したものであり，目標引張軸力作用時の最大耐力は Rx = 0.50% 1 回目サイクルで観測された。

SR30-C20T33a に関しては Rx = 0.50% 1 回目サイクルにおいて破壊に至ったため，負側の最大耐力

点は図中に示していない。 

SR30-C20T33 と SR30-C20T33a の水平荷重－層間変形角関係を比較すると，SR30-C20T33a のコ

ンクリート圧縮軸力が SR30-C20T33 のそれと比べ 2 割程度高かったものの，それを勘案の上でも

SR30-C20T33 の水平荷重は SR30-C20T33a と比べ 2～3 割程度低く，また履歴曲線も全く異なって

いる。このため，SR30-C20T33 では妥当な実験結果が得られなかったとして以降の検討は行わな

い。 

 

 
(a) 面内方向 

図 4-20 水平荷重－層間変形角関係（SR00-C20） 
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(a) 面内方向 

 
(b) 面外方向 

図 4-21 水平荷重－層間変形角関係（SR30-C20） 

 

 
(a) 面内方向 

 
(b) 面外方向 

 
(c) 面内方向軸力到達状況 

 

図 4-22 水平荷重－層間変形角関係（SR30-C20T33） 
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(a) 面内方向 

 
(b) 面外方向 

 
(c) 面内方向軸力到達状況 

 

図 4-23 水平荷重－層間変形角関係（SR30-C20T33a） 

 

 図 4-24 に面内方向水平荷重－層間変形角関係および面内方向基準化せん断応力－層間変形角

関係の包絡線を示す。基準化せん断応力は，水平荷重を断面積で除して算出したせん断応力をコ

ンクリートの引張強度（=0.33 f'c ）で除したものである。また，最大耐力と最大基準化せん断応

力を表 4-6 に示す。SR00-C20 と SR30-C20 を比較した場合，最大耐力は概ね一致しているが，コ

ンクリート圧縮強度が SR30-C20 のほうが大きいため，基準化せん断応力では正側で 5.1%，負側

で 6.8%の低下が見られる。また，基準化せん断応力の包絡線では，Rx = 0.50%サイクルから明確な

耐力低下が見られる。一方で SR30-C20 と SR30-C20T33a を比較した場合，最大耐力で 6.1%の耐

力低下が見られる。基準化せん断応力の包絡線では，SR30-C20T33a で最大耐力を記録した Rx = 

0.44%付近までは両試験体の包絡線が一致しているが，その後 SR30-C20T33a でのみ耐力低下が見

られ，最大耐力に差が生じている。 
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(a) 水平荷重 

 
(b) 基準化せん断応力 

図 4-24 包絡線比較 

 

 

表 4-6 最大耐力および最大基準化せん断応力 

 

面内方向 面外方向 

最大耐力 

(kN) 

最大基準化 

せん断応力 

最大耐力 

(kN) 

最大基準化 

せん断応力 

SR00-C20 
正 1211 3.097   

負 -1203 -3.077   

SR30-C20 
正 1237 2.938 131.8 0.313 

負 -1207 -2.867 -144.4 -0.343 

SR30-C20T33a 
正 1162 2.774 145.6 0.348 

負     

SR30-C20T33 
正 866 2.273 117.8 0.309 

負 -527 -1.383 -69.8 -0.183 

 

 

4.3.5. 変形成分 

 面内方向および面外方向それぞれの水平変形を，曲げ変形成分 ufとせん断変形各成分 usに分離

した。それぞれの変形成分の算出方法は付録を参照されたい。 

 

(1) 面内方向変形成分 

 図 4-25～図 4-27 に各サイクル 1 回目の正負両側の変形ピーク点（図 4-3 の[2]，[6]点）におい

て前述の方法により算出した面内方向の変形分離結果を示す。なお，変形分離には図 4-28 に示す

点の変位をモーションキャプチャより測定し，用いた。下スタブ側の 2 点はモーションキャプチ
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ャの反射マーカーを設置していた点であるが，上スタブは図中●印で示した反射マーカー設置位

置 2 点より補完し算出した点である。また，図 4-29 に各試験体のせん断変形成分割合を比較した

結果を示す。 

いずれの試験体も Rx = 0.50%サイクルまでは，せん断変形が全体変形の 7～8 割程度で推移して

おり，せん断挙動が卓越している。SR00-C20 ではせん断ひび割れの拡大やコンクリートの圧壊が

見られた Rx = 0.75%サイクル以降ではせん断変形が全体変形の 9 割程度となっている。これは，

水平荷重が Rx = 0.50%サイクル以降では増大せず，曲げ変形がほぼ同程度で推移した一方で，せん

断破壊によってせん断変形のみが増大した影響だと考えられる。 
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(a) 正側（[2]点） 

  
(b) 負側（[6]点） 

図 4-25 面内方向変形分離（SR00-C20） 

 

0

20

40

60

80

100

C
on

tri
bu

tio
n 

to
 in

-p
la

ne
 la

te
ra

l
di

sp
la

ce
m

en
t (

%
)

Flexural Shear

0

2

4

6

8

10

12

14

In
-p

la
ne

 la
te

ra
l d

is
pl

ac
em

en
t (

m
m

)
Flexural Shear Total displacement

0

20

40

60

80

100

C
on

tri
bu

tio
n 

to
 in

-p
la

ne
 la

te
ra

l
di

sp
la

ce
m

en
t (

%
)

Flexural Shear

-14

-12

-10

-8

-6

-4

-2

0

In
-p

la
ne

 la
te

ra
l d

is
pl

ac
em

en
t (

m
m

)

Flexural Shear 系列3

70



  
(a) 正側（[2]点） 

  
(b) 負側（[6]点） 

図 4-26 面内方向変形分離（SR30-C20） 
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(a) 正側（[2]点） 

  
(b) 負側（[6]点） 

図 4-27 面内方向変形分離（SR30-C20T33a） 
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図 4-28 変形成分算出位置（単位：mm） 

 

 

図 4-29 面内方向せん断変形割合比較 

 

 図 4-30 に，変形分離した面内方向せん断変形と面内方向基準化せん断応力の関係を示す。 

SR00-C20 に比べ SR30-C20 の最大耐力点での割線せん断剛性は低下していると考えられる。一

方で SR30-C20 と SR30-C20T33a を比べると，SR30-C20T33a の最大耐力点である Rx = 0.44%付近

まではほぼ同じ包絡線を辿っている。従って，面外方向変形によってせん断剛性は低下するが，

軸力変動はせん断剛性に大きな影響を及ぼさないと考えられる。 
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図 4-30 面内方向基準化せん断応力－せん断変形関係 

 

 

(2) 面外方向変形成分 

 図 4-31，図 4-32 に各サイクル 1 回目の正負両側変形ピーク点（[1]，[2]および[5]，[6]点）にお

いて前述の方法から算出した面外方向の変形分離結果を示す。算出には変位計を用いたが，付録

に示した算出方法における δi3 および δi4 を測定する変位計を設置することができなかったためせ

ん断変形は測定することができていない。従って，ここでのせん断変形成分は，面外方向層間変

形角計測用変位計による全体変形から曲げ変形成分を差し引いて算出した。 

いずれの試験体も曲げ変形が全体変形の 8～9 割程度となっており，曲げ変形が卓越している。

また，SR30-C20 の Rx=0.75%[2]点は面内方向層間変形角が Rx=1.6%に増大した時点での値を示し

ているが，北側でのみせん断変形割合が増大しており，南側に関してはそれまでとほぼ同程度の

値を示している。これは 4.3.2 項に示したように，壁板がせん断ひび割れを境界に 2 つに分離した

際に，北側でのみ壁板に大きなズレが生じたことと合致する。 
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(a) 北側（[1]，[2]点） 

 
(b) 北側（[5]，[6]点） 

 
(c) 南側（[1]，[2]点） 

 
(d) 南側（[5]，[6]点） 

 
図 4-31 面外方向変形分離（SR30-C20） 

 

 
(a) 北側（[1]，[2]点） 

 
(b) 北側（[5]，[6]点） 

0

20

40

60

80

100

C
on

tri
bu

tio
n 

to
 o

ut
-o

f-p
la

ne
 la

te
ra

l 
di

sp
la

ce
m

en
t (

%
)

0

20

40

60

80

100

C
on

tri
bu

tio
n 

to
 o

ut
-o

f-p
la

ne
 la

te
ra

l 
di

sp
la

ce
m

en
t (

%
)

0

20

40

60

80

100

C
on

tri
bu

tio
n 

to
 o

ut
-o

f-p
la

ne
 la

te
ra

l 
di

sp
la

ce
m

en
t (

%
)

0

20

40

60

80

100
C

on
tri

bu
tio

n 
to

 o
ut

-o
f-

pl
an

e 
la

te
ra

l 
di

sp
la

ce
m

en
t (

%
)

 
 

 
 

 

Flexural Shear

0

20

40

60

80

100

C
on

tri
bu

tio
n 

to
 o

ut
-o

f-p
la

ne
 la

te
ra

l 
di

sp
la

ce
m

en
t (

%
)

0

20

40

60

80

100

C
on

tri
bu

tio
n 

to
 o

ut
-o

f-p
la

ne
 la

te
ra

l 
di

sp
la

ce
m

en
t (

%
)

75



 
(c) 南側（[1]，[2]点） 

 
(d) 南側（[5]，[6]点） 

 
図 4-32 面外方向変形分離（SR30-C20T33a） 

 

 

4.3.6. 面内方向脚部すべり変形 

 図 4-33 に壁板脚部の脚部すべり変形量を考慮した変形分離結果を示す。脚部すべり変形量は，

図 4-8 に示した変位計 3 本による水平方向変形の平均値である。この変形量は，本来脚部 75mm

区間での変形量であり，この区間の曲げ変形とせん断変形の両方の成分を含む。しかし，この曲

げ変形とせん断変形の分離は困難であること，そして，脚部すべりが発生した場合にはこの区間

でのせん断変形成分が曲げ変形成分に比べて卓越すると考えられることから，脚部すべり変形の

発生分は全体のせん断変形成分より差し引いた。 

 引張軸力を受けた SR30-C20T33a の負側では，脚部すべり変形が全体変形の 2 割程度となって

いるが，これを除いた SR00-C20 および SR30-C20 の正負両側，SR30-C20T33a の正側では脚部す

べり変形は全体変形の 1 割以下で推移しており，脚部すべり変形が支配的な挙動とはならなかっ

た。 
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(a-1) 正側 

 
(a-2) 負側 

(a) SR00-C20 

 
(b-1) 正側 

 
(b-2) 負側 

(b) SR30-C20 

 
(c-1) 正側 

 
(c-2) 負側 

(c) SR30-C20T33a 

 
図 4-33 脚部滑り変形を考慮した変形成分 
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4.3.7. 面外方向曲率分布 

 図 4-34 およびに Rx=0.25%，0.50%，0.75%各サイクル 1 回目の面外方向変形ピーク点（図 4-3

の[1]，[5]点）における南端および北端での面外方向の曲率分布を示す。南北に関わらずいずれの

試験体も頭部および脚部の 1 区間の曲率が主に増大している。また，反曲点が 600mm 付近に見ら

れることから，想定通りの載荷ができたと考えられる。 

 

 

(a-1) 正側（[1]点） 

 

(a-2) 負側（[5]点） 

 

(a) 北端 

 

(b-1) 正側（[1]点） 

 

(b-2) 負側（[5]点） 

(b) 南端 

図 4-34 面外方向曲率分布（SR30-C20） 

 

0

300

600

900

1200

-15 -10 -5 0 5 10 15

H
ei

gh
t (

m
m

)

Curvature (10-5/mm)

0

300

600

900

1200

-15 -10 -5 0 5 10 15

H
ei

gh
t (

m
m

)

Curvature (10-5/mm)

 

 

0.05%

0.10%

0.25%

0.50%

0.75%

0

300

600

900

1200

-15 -10 -5 0 5 10 15

H
ei

gh
t (

m
m

)

Curvature (10-5/mm)

0

300

600

900

1200

-15 -10 -5 0 5 10 15

H
ei

gh
t (

m
m

)

Curvature (10-5/mm)

78



 

(a-1) 正側（[1]点） 

 

(a-2) 負側（[5]点） 

 

(a) 北端 

 

(b-1) 正側（[1]点） 

 

(b-2) 負側（[5]点） 

(b) 南端 

図 4-35 面外方向曲率分布（SR30-C20T33a） 

 

 

4.3.8. 端部主筋ひずみ分布 

 図 4-36 に各試験体の Rx = 0.25%および Rx = 0.50%サイクル 1 回目[2]および[6]点での，試験体四

隅の端部主筋のひずみ分布を示す。なお，計測点は z = -200，10，300，600，900，1190mm の 6 箇

所であるが，図中には試験区間のみを示す。図中のひずみ値は両面貼りしたひずみゲージ 2 枚に

よるひずみの平均値であるが，✕印で示した計測点は計測不良により，片面のひずみが計測でき
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なかった点である。また，図中の破線は降伏応力をヤング係数で除することで算出した降伏ひず

みである。なお，降伏時ひずみは SR00-C20 および SR30-C20 のもの（0.205%）であるが，SR30-

C20T33a の降伏時ひずみは 0.211%で同程度の値となっている。 

 SR00-C20 では東西でほぼ同様の分布となっている。SR30-C20 は 600mm でのひずみが SR00-

C20 とほぼ一致し，そこを反曲点として SR00-C20 に面外方向変形による付加ひずみが発生して

いる。SR30-C20T33 は Rx = 0.25%サイクルでは SR30-C20 とほぼ一致しているが，同サイクル負側

で引張降伏が生じた影響を受け，Rx = 0.50%サイクルでは SR30-C20 と異なる分布を示している。

特に北側脚部では，SR30-C20 と異なり圧縮降伏が生じていない。 

 

 
(a)南西隅部 

 
(b)北西隅部 

 
(a)南西隅部 

 
(b)北西隅部 

  
(c)南東隅部 

 

(d)北東隅部 

 

(c)南東隅部 

 

(d)北東隅部 

 
(A) Rx=0.25% 1 回目[2]点 (B) Rx=0.50% 1 回目[2]点 
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(a)南西隅部 

 
(b)北西隅部 

 
(a)南西隅部 

 
(b)北西隅部 

  
(c)南東隅部 

 

(d)北東隅部 

 

(c)南東隅部 

 

(d)北東隅部 

 
(C) Rx=0.25% 1 回目[6]点 (D) Rx=0.50% 1 回目[6]点 

図 4-36 端部主筋ひずみ分布（ひずみ単位：%） 

 

 

 

4.3.9. 主ひずみ図 

 図 4-37 に Rx = 0.25%，Rx = 0.50%および Rx = 0.75% 1 回目サイクル正側ピーク[2]点での主ひず

み図を示す。最大主ひずみ εmax，最小主ひずみ εmin および主ひずみ方向 θ は，各グリッドにおい

て，付録に記載の方法で算出した。なお，反射マーカーの球体は試験体表面から数 10mm 程度離

れた位置に設置されているため，面外方向変形によって試験体表面が面外方向に回転している場

合にはその影響を受けることがある。これに関して，次のように試験体表面の変位に補正を行っ

た。4.3.7 項に示した面外方向曲率分布より，高さ 0mm の点での回転角を 0 として，曲率を高さ

に対して積分をすることで面外方向回転角の分布を算出した。この面外方向回転角に表面から反

射マーカーまでの距離を乗じることで面外方向回転による補正値を算出し，反射マーカーの変位
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の補正を行った。ここで表面から反射マーカーまでの距離は，12.7mm 球形マーカーは図面での実

測値から 10.4mm，19mm 球形マーカーは，12.7mm 球形マーカー32 個の y 方向（面外方向）の初

期位置の平均値と 19mm 球形マーカー35 個の y 方向（面外方向）の初期位置の平均値の差から求

められた 12.7mm を 12.7mm 球形マーカーでの実測値 10.4mm に足し合わせることで 23.1mm とし

た。 

 Rx = 0.25%サイクルではせん断ひび割れが生じた場所付近では最大主ひずみが増大しており，そ

の角度は明確に 45 度程度となっている。Rx = 0.50%サイクルでは SR00-C20 では 1 つのせん断ひ

び割れ付近を中心に最大主ひずみが増大しているが，SR30-C20 および SR30-C20T33a では最大主

ひずみが全体的に分散して最大主ひずみが増大している。Rx = 0.75%サイクルでは明らかに最大主

ひずみ角度が小さくなっており，壁板全体が膨らむような変形が発生したことによる水平方向ひ

ずみの増大の影響を受けたと考えられる。 

 

 
(a) SR00-C20 

 
(b) SR30-C20 

 
(c) SR30-C20T33a 

 

(1) Rx=0.25% 1 回目サイクル[2]点 
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(a) SR00-C20 

 
(b) SR30-C20 

 
(c) SR30-C20T33a 

 

(2) Rx=0.50% 1 回目サイクル[2]点 
 

 
(a) SR00-C20 

 

(3) Rx=0.75% 1 回目サイクル[2]点 
図 4-37 主ひずみ 
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4.4. まとめ 
 本章では面内方向ではせん断破壊が先行するように設計された矩形断面耐震壁に対し，水平二

方向載荷および変動軸力載荷を行った三方向載荷実験の実験について示した。本実験より得られ

た知見を以下に示す。 

 

- 打設不良の見られた試験体を除けば，軸力条件や面外方向変形に関わらず，いずれの試験体

もせん断破壊となった。 

- 面外方向変形が存在する試験体に関しては，壁板にせん断破壊が生じた際に，壁板が中央を

斜めに横切るせん断ひび割れを境界として 2 つに分離し，それらが面外方向にずれることに

よって軸力保持能力を喪失した。面内方向のみに載荷を行った試験体と比べ，変形性能を欠

く結果となった。 

- コンクリートの材料特性値のばらつきを考慮し，コンクリート引張強度によってせん断応力

を基準化した基準化せん断応力によって最大耐力を比較したところ，面外方向変形が面内方

向変形の 3 倍となる場合，面内方向のみに加力を行った場合と比べ，6.0%最大耐力が低下し

た。一方で，軸力比が-0.33～0.20 の変動軸力を受けた試験体は，軸力比 0.20 で一定の試験体

と比べ，6.1%最大耐力が低下した。 

- 面内方向変形をせん断変形と曲げ変形に分離し，面内方向水平荷重との関係をそれぞれ比較

したところ，面外方向変形はせん断剛性を低下させる要因として考えられた。 
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5. せん断破壊先行型耐震壁部材の有限要素解析を用いた検討 

5.1. はじめに 
 3 章および 4 章に示したせん断破壊先行型耐震壁部材に対する載荷実験に関して，本章では有

限要素解析を用いた検討を行う。以降，3 章に示した柱型を有する試験体に関しては WB シリー

ズ，4 章に示した柱型を持たない試験体に関しては SR シリーズと呼称する。なお，WB シリーズ

には著者らの過去の実験 5.1)および井戸硲らの実験 5.2)における試験体を含む。有限要素解析には

「FINAL/V115.3)」を用いた。柱型の有無に関わらずモデル化の手法は統一したが，それぞれの形

状に対して良好な精度での追跡を行うために，材料構成則等各モデルで異なる箇所が存在する。

従って，各シリーズにおけるモデル概要と精度検証を示したのちに，両シリーズ総合した検討を

行う。 

 

 

5.2. モデル概要：WB シリーズ 
 本節では WB シリーズの実験結果の追跡を目的とした解析モデルの概要を示す。ここで打設不

良の生じた WB15-C20T33 は追跡対象から除外した。解析モデルの処理を軽量化するために，2 種

類のモデルを作成した。1 つ目のモデルは面外方向を逆対称曲げ形式で載荷した試験体に対する

追跡を目的としたモデルであり，モデル WB-A と呼称する。2 つ目のモデルは面外方向反曲点高

さを変化させることができるモデルであり，WB15C-C20 を含む試験体に対する追跡を目的とし

た。このモデルはモデル WB-B と呼称する。モデル WB-B は WB-A と比べ多くの要素を含むた

め，解析負荷が大きい。そのため，追跡対象を WB00-C20，WB15C-C20，WB15-C20 の 3 試験体

に限定する。 

 

5.2.1. 解析モデル 

解析モデルを図 5-1 に示す。図中モデルのうち，各面左半分がモデル WB-A を示し，各面右半

分がモデル WB-B を示す。両モデルの相違点は，上スタブの上部に仮想スタブを有するか否かと，

面外方向荷重の載荷点（図中●）のみであり，試験体部分に関しては共通である。 

コンクリートについて，上下スタブ，仮想スタブと側柱は六面体要素で，壁板は積層シェル要

素（層分割数：10）でモデル化した。側柱主筋はトラス要素でモデル化し，その他の鉄筋は各コ

ンクリート要素への埋め込みとした。側柱主筋トラス要素と側柱コンクリート六面体要素は完全

付着とした。壁板と側柱の接合部は，図 5-1 右に示すように，壁際の従属節点（図中◇）の x 方

向変位と z 方向変位を親節点（図中◆）に追従させることで壁板の厚さを考慮した。面内方向荷

重は図中〇，面外方向荷重は図中●に同一の水平荷重または水平変位を与えることで加力した。

軸力は上スタブ上面に分布荷重として作用させた。下スタブの下面の全節点の 3 方向並進変位全

てを拘束した。面外方向の載荷形式に関しては，逆対称曲げ形式の場合は，上スタブの同一 z 座

標かつ同一 x 座標の節点の鉛直変位を同一とすることで再現した。一方で片持ち形式の場合はこ
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の指定を設けていない。 

材料構成則に関してはモデル WB-A および WB-B で共通している。コンクリートの材料構成則

を表 5-1 に示す。コンクリートの応力－ひずみ関係には，圧縮側では応力上昇域には修正 Ahmad

モデル 5.5)を，応力下降域では壁板および側柱コアコンクリート，壁板接合部カバーコンクリート

に対しては中村・桧貝モデル 5.6)を，側柱カバーコンクリートに対してはかぶりコンクリートモデ

ル 5.5)を採用し，ひずみ軟化を考慮した。三軸応力下での破壊条件としては，Ottosen の 4 パラメー

タモデルを畑中らの用いた係数 5.5)の下，採用した。一方，壁板の二軸応力下での破壊条件は Kupfer-

Gerstle の提案モデル 5.7)を用いた。引張側においては，側柱カバーコンクリートを除き，若干の

tension-stiffening 効果を考慮し，出雲らのモデル 5.8)を，付着性状を表すパラメータである c を 1.0

として用いた。側柱のカバーコンクリートではひび割れ以降の引張応力を 0 とした。ひび割れ発

生後のせん断伝達特性については，側柱コンクリートには長沼の提案モデル 5.9)を用い，壁板コン

クリートには Al-mahaidi モデル 5.10)を用いた。コンクリートの圧縮強度 f’cおよびヤング係数 Ecは

材料試験結果を用いた。引張強度 ft は式(5.1)5.11)，圧縮強度時ひずみ εc は式(5.2)5.12)より算出した。

なお，両式中の圧縮強度 f ’cの単位は MPa である。 

 

0.33t cf f ′=    (5.1) 

0.195 0.00149c cfε ′= +    (5.2) 

 

側柱せん断補強筋は材料試験時に明瞭な降伏点を示さなかったため，(2/3) fy 点，0.2%オフセッ

ト降伏点を折れ点とするトリリニアモデルとし，降伏後剛性は初期剛性の 1/1000 とした。その他

の鉄筋には降伏点を折れ点とするバイリニアモデルを用い，降伏後の剛性を初期剛性の 1/100 と

した。いずれの鉄筋にも，繰返し応力下の履歴特性には修正 Menegotto-Pinto モデル 5.13)を採用し

た。なお，鉄筋の降伏強度 fyおよびヤング係数 Es は材料試験結果を用いた。 
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図 5-1 解析モデル（WB シリーズ，単位：mm） 

 

表 5-1 材料構成則（WB シリーズ） 

 壁板 

側柱 

コア カバー 
カバー 

（壁板接合部） 

圧縮応力－ひず

み関係 

上昇域 修正 Ahmad モデル 5.5) 

下降域 中村・桧貝モデル 5.6) 
かぶりコンクリー

トモデル 5.3) 

中村・桧貝モデル

5.6) 

テンションスティフニン

グ特性 
出雲モデル 5.8)（c=1.0） カットオフモデル 

出雲モデル 5.8)

（c=1.0） 

圧縮破壊条件 
Kupfer-Gerstle 提

案モデル 5.7) 
Ottosen 4 パラメータモデル（畑中らの係数 5.5)） 

ひび割れ後のせん断伝達

特性 

Al-mahaidi モデル

5.10) 
長沼の提案モデル 5.9) 

 

 

5.2.2. 載荷履歴 

載荷履歴は実験を再現するが，変動軸力試験体に関して，解析プログラムの都合上，面内方向

載荷および除荷時に面外方向荷重が変化することによる軸力の変動については再現せず，面内方

向載荷および除荷開始時の軸力を保持することとした。このとき，図 5-2 の灰色に示した領域に
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移動することがあるため，その場合は，解析の都合上，図中の A，B，C 点のうち次の目標点を直

線で指向するように軸力を変動させた。なお各試験体の軸力載荷経路の折れ点の具体的な数値に

関しては付録を参照されたい。 

また，実験では上スタブに z 軸回りの回転が生じないように制御したが，一方で解析では，載

荷の一部において図 5-1 に示す面外方向加力点 4 点に同一の荷重を与えることがあるため，上ス

タブに z 軸回りの回転が生じる可能性がある。ただし，今回の解析では結果的にこの回転角は十

分に小さく無視できる程度の大きさであった。解析は面内方向層間変形角 Rx=0.75%サイクルまで

行った。 

 

図 5-2 変動軸力試験体の軸力載荷経路 

 

 

  

技術基準解説書
より算出した
曲げ終局強度曲線

軸力比

Lη
maxη

minη

A

B

C
0.5 muQ muQ 面外方向

水平荷重
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5.2.3. 解析精度の検証 

(1) 水平荷重－層間変形角関係（モデル WB-A） 

 面内方向および面外方向それぞれの水平荷重－層間変形角関係を図 5-3 および図 5-4 に示す。

面内方向においては，WB15-C20 試験体において，解析結果が実験結果を全体的に過小評価して

いるが，これは，WB15-C20 試験体は実験開始時の養生期間が十分ではなく，材料強度が安定し

ておらず，材料試験実施から載荷開始（または最大耐力発現時）までの期間に材料強度が上昇し

たためだと考えられる。また，Rx=0.75%における耐力低下を一部試験体（WB15-C20T00）で再現

できていないが，それを除けば最大耐力時層間変形角を含めて，正側の包絡線を概ね良好に実験

結果を再現できている。 

 

   

   
 

 
縦軸：面内方向水平荷重(kN) 

横軸：面内方向層間変形角(%) 

 

  
図 5-3 面内方向水平荷重－層間変形角関係（解析精度の検証，モデル WB-A） 
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縦軸：面外方向水平荷重(kN) 

横軸：面外方向層間変形角(%) 

 

 
図 5-4 面外方向水平荷重－層間変形角関係（解析精度の検証，モデル WB-A） 

 

 

(2) 水平荷重－層間変形角関係（モデル WB-B） 

 面内方向および面外方向それぞれの水平荷重－層間変形角関係を図 5-5 および図 5-6 に示す。

なお，上スタブが x 軸まわりに回転する WB15C-C20 では，軸力の影響を受け，試験区間に入力さ

れる面外方向水平荷重の値が変化する。解析モデルでは，軸力を上スタブ上面に分布荷重として

作用させている。このとき，分布荷重は六面体要素上面に垂直方向へと作用する。このことから，

上スタブの x 軸まわりの回転角を θupper,x とすると，試験区間に作用する面外方向水平荷重は以下

の式(5.3)のように修正される。 

 

,mod ,siny y upper xQ Q N θ= −    (5.3) 

Qy,mod：修正後の面外方向水平荷重，Qy：4 点に作用する面外方向水平荷重の和，N：軸力（圧縮を正とする） 
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図中の面外方向水平荷重は式(5.3)によって修正されたものである。厳密には y 軸まわりでも回

転するため，面内方向にも影響を及ぼすが，影響の程度が非常に小さいため，ここでは無視した。 

 面内方向に関して，初期剛性は解析結果が若干大きいものの，最大耐力点付近の包絡線を概ね

追跡できたと考えられる。一方で面外方向に関しては，WB15C-C20 の除荷曲線が解析結果と実験

結果で大きく乖離しているが，載荷時の曲線に関しては概ね一致していると考えられる。 

 

 
図 5-5 面内方向水平荷重－層間変形角関係（解析精度の検証，モデル WB-B） 

 

 
図 5-6 面外方向水平荷重－層間変形角関係（解析精度の検証，モデル WB-B） 

 

 

 

(3) 最大耐力 

 表 5-2 にモデル WB-A による最大耐力を示す。なお，実験結果における最大耐力は載荷全体（最

大 Rx=2.0%サイクルまで）のものであり，一方，解析結果における最大耐力は解析を行った

Rx=0.75%サイクルまでのものである。モデル B で再現を目指した正側面内方向最大耐力に関して

は，-7～10%の範囲で再現できている。また，引張軸力が作用していた WB30-C20T33 を除けば，
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負側面内最大耐力に関しても±10%の範囲で実験結果を再現できている。 

 

表 5-2 最大耐力（解析精度の検証，モデル WB-A） 

 
面内方向 面外方向 

実験結果 
(kN) 

解析結果 
(kN) 

解析結果/ 
実験結果 

実験結果 
(kN) 

解析結果 
(kN) 

解析結果/ 
実験結果 

WB00-C12 
正 10885.1) 1026 0.943 

 
負 -11045.1) -997 0.902 

WB15-C12 
正 10145.1) 971 0.958 235.45.1) 212.1 0.901 
負 -9615.1) -939 0.977 -221.25.1) -200.8 0.908 

WB30-C12 
正 9105.1) 899 0.987 279.25.1) 239.0 0.856 
負 -8765.1) -857 0.978 -261.25.1) -236.8 0.907 

WB15-C20 
正 882 823 0.933 185.7 190.3 1.025 
負 -879 -798 0.908 -181.1 -180.3 0.995 

WB15-C20T00 
正 848 909 1.072 181.6 201.4 1.109 
負 -730 -656 0.898 -167.1 -172.6 1.033 

WB30-C20T00 
正 888 874 0.985 235.9 237.0 1.005 
負 -641 -588 0.916 -195.6 -226.3 1.157 

WB00-C20 
正 976 1073 1.100 

 
負 -1016 -1047 1.030 

WB30-C20T33 
正 890 911 1.025 270.7 235.3 0.869 
負 -628 -435 0.693 -197.5 -195.3 0.989 

 

 

表 5-3 にモデル WB-B による最大耐力を示す。面内方向最大耐力に関して，モデル WB-B は実

験結果を-7～+1%の精度で評価する事ができた。面外方向に関しては，WB15C-C20 は実験結果よ

りも解析結果が 15%程度低くなった。一方で WB15-C20 は実験結果よりも解析結果が 1%低い程

度となった。 
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表 5-3 最大耐力（解析精度の検証，モデル WB-B） 

 
面内方向 面外方向 

実験結果 
(kN) 

解析結果 
(kN) 

解析結果/ 
実験結果 

実験結果 
(kN) 

解析結果 
(kN) 

解析結果/ 
実験結果 

WB00-C20 
正 976 1027 1.053    
負 -1016 -1013 0.997    

平均 996 1020 1.024    

WB15-C20 
正 882 831 0.943 190.5 190.2 0.999 
負 -879 -808 0.920 -182.5 -179.2 0.982 

平均 880 820 0.931 186.5 184.7 0.990 

WB15C-C20 
正 993 1019 1.026 35.8 30.3 0.847 
負 -1004 -990 0.986 -27.6 -24.1 0.873 

平均 998 1005 1.006 31.7 27.2 0.858 
 

WB00-C20 および WB15-C20 に関しては，モデル WB-A および WB-B の両者によって実験結果

を追跡した。これらの両モデルによる最大耐力の比較を表 5-4 に示す。両モデルの最大耐力には

大きな差異は見られなかった。 

 

表 5-4 最大耐力（モデル WB-A と WB-B の比較） 

 
面内方向 面外方向 

WB-A*1 WB-B*2 *2/*1 WB-A*3 WB-B*4 *4/*3 

WB00-C20 
正 1073 1027 0.96    
負 -1047 -1013 0.97    

平均 1060 1020 0.96    

WB15-C20 
正 823 831 1.01 190.3 190.2 1.00 
負 -798 -808 1.01 -180.3 -179.2 0.99 

平均 811 820 1.01 185.3 184.7 1.00 
 

以上の結果より，両モデルともに実験結果を高い精度で追跡できたと判断し，今後の検討に用

いる。また，上スタブ上部への要素の追加が面外方向逆対称曲げ載荷試験体の解析結果に及ぼす

影響は殆どないということも分かった。このことから，面外方向反曲点高さの影響以外の検討に

はモデル WB-A を用い，一方で 5.6 節に示す面外方向反曲点高さの影響の検討にはモデル WB-B

を用いる。 
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5.3. モデル概要：SR シリーズ 
 本節では SR シリーズの実験結果の追跡を目的とした解析モデルの概要を示す。解析モデルは

基本的にモデル WB-A と同様のモデル化を行った。なお，本節のモデルをモデル SR と呼称する。

なお，コンクリートの打設不良の影響で妥当な実験結果を得られなかったと判断した SR30-

C20T33 は追跡対象から除外した。 

 

5.3.1. 解析モデル 

解析モデルを図 5-7 に示す。コンクリートについて，上下スタブと端部拘束領域は六面体要素

で，壁板は積層シェル要素（層分割数：16）でモデル化した。ここでの端部拘束領域は実験時と

同様に端部から 300mm の領域とし，そのほかは壁板とした。端部主筋はトラス要素でモデル化

し，その他の鉄筋は各コンクリート要素への埋め込みとした。端部主筋トラス要素と端部拘束領

域コンクリート六面体要素は完全付着とした。壁板と端部拘束領域の接合部は，図 5-7 右に示す

ように，壁際の従属節点（図中◇）の x 方向変位と z 方向変位を親節点（図中◆）に追従させるこ

とで壁板の厚さを考慮した。面内方向荷重は図中〇，面外方向荷重は図中●に同一の水平荷重ま

たは水平変位を与えることで加力した。軸力は上スタブ上面に分布荷重として作用させた。下ス

タブの下面の全節点の 3 方向並進変位全てを拘束した。 

面外方向の載荷形式に関しては，上スタブの同一 z 座標かつ同一 x 座標の節点の鉛直変位を同

一とすることで再現した。 

コンクリートの材料構成則を表 5-5 に示す。表中の下線は，表 5-1 と異なる部分を示している。

コンクリートの応力－ひずみ関係には，圧縮側では応力上昇域には修正 Ahmad モデル 5.5)を，応

力下降域では壁板および端部拘束領域コアコンクリート，壁板接合部カバーコンクリートに対し

ては中村・桧貝モデル 5.6)を，端部拘束領域カバーコンクリートに対してはかぶりコンクリートモ

デル 5.5)を採用し，ひずみ軟化を考慮した。三軸応力下での破壊条件としては，Ottosen の 4 パラメ

ータモデルを畑中らの用いた係数 5.5)の下，採用した。一方，壁板の二軸応力下での破壊条件は

Kupfer-Gerstle の提案モデル 5.7)を用いた。引張側においては，端部拘束領域に関してはカバーコン

クリートを除き，tension-stiffening 効果を考慮し，出雲らのモデル 5.8)を，付着性状を表すパラメー

タである c を 0.4 として用いた。壁板に関しては長沼・山口のモデル 5.14)を用い，tension-stiffening

特性を考慮した。端部拘束領域カバーコンクリートではひび割れ以降の引張応力を 0 とした。ひ

び割れ発生後のせん断伝達特性については，側柱コンクリートには長沼の提案モデル 5.9)を用い，

壁板カバーコンクリートには Al-mahaidi モデル 5.10)を用いた。コンクリートの圧縮強度 f ’c および

ヤング係数 Ecは材料試験結果を用いた。引張強度 ft は式(5.1)5.11)，圧縮強度時ひずみ εcは式(5.2)5.12)

より算出した。なお，両式中の圧縮強度 f ’cの単位は MPa である。 

鉄筋には降伏点を折れ点とするバイリニアモデルを用い，降伏後の剛性を初期剛性の 1/100 と

した。繰返し応力下の履歴特性には修正 Menegotto-Pinto モデル 5.13)を採用した。なお，鉄筋の降

伏強度 fyおよびヤング係数 Es は材料試験結果を用いた。 
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図 5-7 解析モデル（SR シリーズ，単位：mm） 

 

表 5-5 材料構成則（SR シリーズ） 

 壁板 

端部拘束領域 

コア カバー 
カバー 

（壁板接合部） 

圧縮応力－ひず

み関係 

上昇域 修正 Ahmad モデル 5.5) 

下降域 中村・桧貝モデル 5.6) 
かぶりコンクリー

トモデル 5.3) 

中村・桧貝モデル

5.6) 

テンションスティフニン

グ特性 

長沼・山口の 

モデル 5.14) 

出雲モデル 5.8)

（c=0.4） 
カットオフモデル 

出雲モデル 5.8)

（c=0.4） 

圧縮破壊条件 
Kupfer-Gerstle 提

案モデル 5.7) 
Ottosen 4 パラメータモデル（畑中らの係数 5.5)） 

ひび割れ後のせん断伝達

特性 

Al-mahaidi モデル

5.10) 
長沼の提案モデル 5.9) 

 

 

5.3.2. 載荷履歴 

 5.2.2 項と同様である。 
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5.3.3. 解析精度の検証 

(1) 水平荷重－層間変形角関係 

 面内方向および面外方向それぞれの水平荷重－層間変形角関係を図 5-8 および図 5-9 に示す。

面内方向に関しては実験時の最大耐力点までの包絡線を，全試験体で精度良く追跡できた。一方

で，面外方向に関しては軸力比が 0.20 となる SR30-C20 の正負両側および SR30-C20T33 の正側で

は実験値に対して解析値が初期剛性を含め全体として低くなっている。これは解析モデルにおい

て壁板を積層シェル要素によってモデル化したことが原因として考えられる。 

 

 
図 5-8 面内方向水平荷重－層間変形角関係（解析精度の検証，モデル SR） 

 

 

 

図 5-9 面内方向水平荷重－層間変形角関係（解析精度の検証，モデル SR） 

 

(2) 最大耐力 

 表 5-6 に最大耐力を示す。なお，Rx=0.50% 1 回目サイクル正側において脆性的破壊となり，負

側の最大耐力に関して妥当な実験結果が得られなかった SR30-C20T33a に関しては当該箇所を括

弧付で示す。面内方向に関しては SR30-C20T33a の負側を除けば-3～+1%の範囲で評価できてお

り，高い精度を有する。一方で面外方向は，前述のように解析値が実験値と比べ 2～3 割程度低く
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なった。 

 

表 5-6 最大耐力（解析精度の検証，モデル SR） 

 
面内方向 面外方向 

実験結果 
(kN) 

解析結果 
(kN) 

解析結果/ 
実験結果 

実験結果 
(kN) 

解析結果 
(kN) 

解析結果/ 
実験結果 

SR00-C20 
正 1211 1224 1.011    
負 -1203 -1176 0.978    

平均 1207 1200 0.994    

SR30-C20 
正 1237 1251 1.011 131.8 109.1 0.828 
負 -1207 -1195 0.990 -144.4 -93.5 0.647 

平均 1222 1223 1.000 138.1 101.3 0.733 

SR30-C20T33a 
正 1162 1178 1.014 145.6 105.9 0.727 
負 (-758) -634 (0.836) (-38.9) -68.9 (1.773) 

 

以上より，面外方向の評価精度に関しては課題が残るが，WB シリーズの解析モデルとモデル化

手法を統一したという点，および主たる検討方向が面内方向であるという点から，本モデルは今

後の検討を行うにあたり，十分な精度を有する妥当なモデルと判断した。 
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5.4. 面外方向変形の影響 
5.4.1. 本節の概要 

 本節では耐震壁部材のせん断終局耐力に面外方向変形が及ぼす影響に関して，前述のモデル

WB-A およびモデル SR を用いて検討する。なお，本節では面外方向の反曲点高さは内法スパンの

1/2 とし，面外方向は逆対称曲げ形式で加力を行った場合の検討結果を示す。 

 本節では実験時にみられた材料特性値のばらつきによる影響を排除するため，WB シリーズお

よび SR シリーズそれぞれで，材料特性値を統一して解析を行った。WB シリーズは軸力比 0.12

の場合には実験時の材料特性値を，軸力比 0.20 の場合には WB00-C20 の実験時の材料特性値を，

SR シリーズは SR30-C20T33a の実験時の材料特性値を用いた。なお，ここでの材料特性値とは，

コンクリートの圧縮強度およびヤング係数，鉄筋の降伏強度およびヤング係数を指す。また，実

験時の試験体に加え，以下の表 5-7 に示すパラメータで解析を行った。表中，下線で示した箇所

が実験時に設定しなかったパラメータである。 

 

表 5-7 解析ケース一覧（変数：面外変形倍率） 

軸力比 
面外変形倍率 

0 1.5 3.0 

0.12（一定） 
WB00-C12 

SR00-C12 

WB15-C12 

SR15-C12 

WB30-C12 

SR30-C12 

0.20（一定） 
WB00-C20 

SR00-C20 

WB15-C20 

SR15-C20 

WB30-C20 

SR30-C20 

 

5.4.2. 最大耐力 

 表 5-8 に面内方向最大耐力を示す。なお，本節における最大耐力は正負平均値である。また，

表中に示したそれぞれのシリーズおよび軸力比における面外変形倍率 0 の場合に対する比を図 

5-10 に示す。柱型を有する WB シリーズのほうが，柱型を持たない SR シリーズに比べ，同面外

変形倍率における最大耐力の低下率が大きい（この傾向を以降，耐力低下傾向が大きいと呼ぶ）。

また，いずれのシリーズにおいても軸力比が 0.20 の場合のほうが，耐力低下傾向が大きい。前者

の柱型を有する場合のほうが，耐力低下傾向が大きくなった理由としては，同程度の面外方向変

形を受けた際に，柱幅が大きいほうが断面の圧縮縁および引張縁のひずみが大きくなり，主筋の

降伏や，コンクリートのひび割れ，圧壊などが発生しやすくなったことが考えられる。後者の軸

力が大きい場合に耐力低下傾向が大きくなった理由としては，特に圧縮側端部拘束領域において

軸力が大きいほうがコンクリートの圧壊面積が増加し，負担できるせん断応力が低下したことが

考えられる。 
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表 5-8 面内方向最大耐力（変数：面外変形倍率，単位：kN） 

シリーズ 軸力比 
面外変形倍率 

0 1.5 3.0 

WB シリーズ 

0.12（一定） 
1011 

 

955 

(0.944 / −56) 

878 

(0.868 / −133) 

0.20（一定） 
1060 

 

958 

(0.904 / −102) 

905 

(0.854 / −155) 

SR シリーズ 

0.12（一定） 
1177 

 

1187 

(1.008 / +10) 

1139 

(0.968 / −38) 

0.20（一定） 
1341 

 

1300 

(0.970 / −41) 

1242 

(0.926 / −99) 
括弧内左：それぞれの面外変形倍率 0 の場合に対する比 
括弧内右：それぞれの面外変形倍率 0 の場合に対する差 

 

 

 
図 5-10 最大耐力残存率（η：軸力比） 

 

 

5.4.3. 水平方向ひずみおよび鉛直方向ひずみ 

水平二方向加力を受けることで，津田 5.15)のせん断終局耐力評価手法に示されている水平方向

および鉛直方向の引張バネ剛性の変化が推測される。図 5-11 および図 5-12 に面内方向水平荷重

と各方向ひずみの関係を示す。水平方向ひずみは，有限要素解析結果を用い，文献 5.16)などに示

された方法を参考に，圧縮縁と引張縁の x 方向変位の差を耐震壁全長 2050mm で除して算定した
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値の全高にわたる平均値として算出した。また，鉛直方向ひずみは，試験体中央の鉛直方向伸び

を試験区間内法高さ（WB シリーズ：1400mm，SR シリーズ：1200mm）で除した値である。ひず

みは引張方向を正としている。水平方向ひずみに関しては面外変形倍率の増大に伴い，同面内方

向水平荷重でのひずみ値が増大している。耐力低下傾向が小さい SR シリーズでは水平方向ひず

みの増大傾向が小さくなっており，津田の手法 5.15)における水平方向引張バネ剛性を低減するこ

とで耐力低下を評価できる可能性がある。一方で鉛直方向ひずみに関しては面外方向変形の影響

を殆ど受けていない。ただし，文献 5.1)に示したように，材料特性値が実験時に統一されていた

WB シリーズの軸力比 0.12 の場合，実験値で同様の分析を行ったとき，同面内方向水平荷重での

ひずみ値の増大が見られた。このことから津田の手法 5.15)における鉛直方向引張バネ剛性に関し

ても低減を行う必要がある可能性が考えられる。 

 

  

  

図 5-11 水平方向ひずみ（変数：面外変形倍率，引張：正） 
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図 5-12 鉛直方向ひずみ（変数：面外変形倍率，引張：正） 

 

剛性の低下が見られた面内方向水平荷重－水平方向ひずみ関係に関して，その剛性低下率につ

いて検討を行うため，次のように水平方向抵抗剛性 Kxを算出した。水平方向の壁板の膨らみは壁

板にせん断ひび割れが生じるまでは発生しない。従って図 5-13 のように計算値による面内せん断

ひび割れ耐力 Qcr，最大耐力 Qmax における水平方向ひずみ εx,max を用いて式(5.4)より算出した。な

お，実験時に最大耐力が Rx=0.50%付近で記録されたこと，および最大耐力付近で水平方向ひずみ

の増大傾向が大きくなることを考慮して，有限要素解析において最大耐力が Rx=0.50% 1 回目正側

ピーク以外に記録された場合においても，最大耐力点は Rx=0.50% 1 回目正側ピークに統一した。 

max

,max

cr
x

x

Q QK
ε
−

=    (5.4) 

 ここでのせん断ひび割れ耐力 Qcrの算出には文献 5.3)に記載の式(5.5)を用いた。 

/cr scr w w wQ t lτ κ=    (5.5) 

2
0scr T Tτ σ σ σ= +    (5.5a) 
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   (5.5c) 

/wv t b=    (5.5d) 

tw：壁厚(mm)，lw：側柱中心間距離(mm)（矩形断面の場合は壁全長とする），D：側柱せい(mm)，b：側柱幅(mm)，

l’w：壁板の柱内法長さ(mm)，σT：コンクリートの引張強度(MPa)，σ0：全断面積に対する平均軸方向応力(MPa)，

κw：応力度法による形状係数（矩形断面の場合は 1.5） 

 

 算出した水平方向抵抗剛性を表 5-9 に示す。WB シリーズのほうが SR シリーズよりも剛性の

低下率が大きく，また，軸力比が大きいほうが剛性の低下率が大きい。これは面内方向の最大耐

力の傾向と一致する。従って，この剛性低下の評価が最大耐力の評価には肝要だと考えられる。 

 

 
図 5-13 水平方向抵抗剛性算出方法 

 

  

102



 

表 5-9 水平方向抵抗剛性（変数：面外変形倍率，単位：105kN） 

シリーズ 軸力比 
面外変形倍率 

0 1.5 3.0 

WB シリーズ 

0.12（一定） 
5.36 

 

4.06 

(0.76) 

3.35 

(0.63) 

0.20（一定） 
5.81 

 

4.11 

(0.71) 

3.17 

(0.55) 

SR シリーズ 

0.12（一定） 
8.36 

 

7.37 

(0.88) 

6.40 

(0.77) 

0.20（一定） 
10.64 

 

8.22 

(0.77) 

6.29 

(0.59) 

括弧内：それぞれの面外変形倍率 0 の場合に対する比 

 

 

 

5.5. 軸力変動の影響 
5.5.1. 本節の概要 

 本節では耐震壁部材のせん断終局耐力に軸力変動が及ぼす影響に関して，前述のモデル WB-A

およびモデル SR を用いて検討する。なお，本節も前節と同様に面外方向の反曲点高さは内法ス

パンの 1/2 とし，逆対称曲げ形式で加力を行った場合の検討結果を示す。 

 実験時にみられた材料特性値のばらつきによる影響を排除するため，WB シリーズおよび SR シ

リーズそれぞれで，材料特性値を統一して解析を行った。WB シリーズは WB30-C20T33 の実験時

の材料特性値を，SR シリーズは SR30-C20T33a の実験時の材料特性値を用いた。実験時の試験体

に加え，以下の表 5-7 に示すパラメータで解析を行った。表中，下線で示した箇所が実験時に設

定しなかったパラメータである。なお，軸力の載荷経路は 5.2.2 項と同様のものを用い，変動軸力

における長期軸力比（面外方向水平荷重が 0 の場合の軸力比）は実験時と同様に 0.12 とした。 

 

表 5-10 解析ケース一覧（変数：面外変形倍率） 

面外変形倍率 
軸力比 

0.20（一定） 0～0.20 -0.33～0.20 

1.5 
WB15-C20 

SR15-C20 

WB15-C20T00 

SR15-C20T00 

WB15-C20T33 

SR15-C30T33 

3.0 
WB30-C20 

SR30-C20 

WB30-C20T00 

SR30-C20T00 

WB30-C20T33 

SR30-C20T33a 
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5.5.2. 最大耐力 

 表 5-11 に面内方向最大耐力を示す。なお，本節における最大耐力は，最大耐力点における軸力

比を統一するため，正側の値とした。柱型の有無および面外変形倍率に関わらず，軸力比 0～0.20

の変動軸力の場合，軸力比 0.20 で一定軸力の場合に比べ最大耐力が 1～7%増加している。一方で，

軸力比-0.33～0.20 の場合は，軸力比 0.20 で一定軸力の場合に比べ-6～+4%となっており，耐力低

下が見られる場合がある。軸力比 0.20 で一定の際には，両側柱にコンクリートの圧壊等の圧縮的

損傷が見られる。一方，軸力比-0.33～0.20 で変動の際には，圧縮的損傷は軸力比が 0.20 となる正

側加力時に圧縮側となる北側柱に集中し，南側柱は圧縮的損傷が抑制される。ただし，負側加力

時に引張側となる北側柱には，鉄筋の引張降伏等の引張的損傷が発生し，最大耐力が減少する可

能性がある。しかしその中間である軸力比 0～0.20 で変動の際には，北側柱の引張的損傷は軸力

比-0.33～0.20 で変動の際と比べ，軽微となる。従って，軸力比 0.20 で一定の際と比べ，南側柱の

圧縮的損傷が軽微となり，結果として，表 5-11 のような耐力変化が見られたと考えられる。 

ただし，耐力低下率が最大でも 6%程度と，前節に示した面外方向変形の影響に比べて軽微であ

った。 

 

表 5-11 面内方向最大耐力（変数：軸力条件，単位：kN） 

シリーズ 面外変形倍率 
軸力比 

0.20（一定） 0～0.20 -0.33～0.20 

WB シリーズ 

1.5 
956 

 

1018 

(1.065 / +62) 

994 

(1.039 / +38) 

3.0 
932 

 

942 

(1.011 / +10) 

911 

(0.977 / −21) 

SR シリーズ 

1.5 
1310 

 

1350 

(1.031 / +40) 

1295 

(0.989 / −15) 

3.0 
1250 1271 

(1.016 / +20) 

1178 

(0.942 / −72) 
括弧内左：それぞれの軸力比 0.20（一定）の場合に対する比 
括弧内右：それぞれの軸力比 0.20（一定）の場合に対する差 

 

5.5.3. 水平方向ひずみおよび鉛直方向ひずみ 

 5.4.3 項に示した方法と同様に算出した面内方向水平荷重と各方向ひずみの関係を図 5-14 およ

び図 5-15 に示す。水平方向ひずみに関して，WB シリーズでは軸力による影響が殆ど見られない

が， SR シリーズに関しては軸力比-0.33～0.20 の軸力変動時には最大耐力点における水平方向ひ

ずみが若干増大している。ただし，最大耐力の傾向と同様に，前節に示した面外方向変形の影響

に比べればその影響は軽微であると考えられる。一方，鉛直方向ひずみに関しては，軸力比 0.20

で一定の場合には，最大耐力点以降，圧縮方向へのひずみの増大が見られるが，軸力比が-0.33～
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0.20 の変動軸力では最大耐力点以降，引張方向へひずみが増大している。これは，前項に示した

ように，圧縮的損傷，引張的損傷のどちらが支配的となるかによると考えられる。 

 

  

  

図 5-14 水平方向ひずみ（変数：軸力条件，引張：正） 
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図 5-15 鉛直方向ひずみ（変数：軸力条件，引張：正） 

 

 図 5-13 に示した方法により算出した水平方向抵抗剛性を表 5-12 に示す。表 5-11 において最

大耐力において見られた傾向と一致しており，軸力比 0.20 で一定軸力の場合と比べ，軸力比 0～

0.20 で変動軸力の場合，水平方向抵抗剛性が若干増大し，軸力比-0.33～0.20 で変動軸力の場合，

水平方向抵抗剛性が減少している。 

 

表 5-12 水平方向抵抗剛性（変数：軸力条件，単位：105kN） 

シリーズ 面外変形倍率 
軸力比 

0.20（一定） 0～0.20 -0.33～0.20 

WB シリーズ 

1.5 
2.70 

 

2.84 

(1.052) 

2.58 

(0.957) 

3.0 
2.09 

 

2.12 

(1.017) 

1.89 

(0.907) 

SR シリーズ 

1.5 
8.22 

 

8.32 

(1.012) 

6.63 

(0.806) 

3.0 
6.29 6.29 

(1.001) 

4.79 

(0.762) 

括弧内：それぞれの面外変形倍率 0 の場合に対する比 
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5.6. 面外方向反曲点高さの影響 
 本節では耐震壁部材のせん断終局耐力に面外方向反曲点高さが及ぼす影響に関して，前述のモ

デル WB-B を用いて検討を行う。なお，本節では実験時に面外方向反曲点高さの影響を検討した

WB シリーズのみで検討を行い，軸力に関しては一定軸力のみを対象とする。 

 

5.6.1. パラメトリックスタディ概要 

 面外方向反曲点高さの面内方向せん断耐力への影響について検討を行うために，パラメトリッ

クスタディを行い，その影響の傾向について検討を行った。なお，本節での解析には WB00-C20

の実験時の材料特性値を用いた。 

 表 5-13 に本節のパラメトリックスタディにおける実験変数を示す。解析モデル名は「WB（面

外変形倍率）a（面外方向反曲点高さ）－（軸力比）」とした。また，実験時に設定のない面外方向

反曲点高さ 1400mm の場合，図 5-16 に示す解析モデルを用いて解析を行った。モデル WB-B の

仮想スタブに剛棒を接続し，その先端に面外方向水平荷重を作用させた。 

 

表 5-13 パラメトリックスタディ解析変数 

解析モデル名 
対応する 

実験試験体 
面外変形倍率 

反曲点高さ 

(mm) 
軸力比 

WB00-C20 WB00-C20 0 － 

0.20 

WB15a700-C20 WB15-C20 1.5 
700（逆対称） 

WB30a700-C20 － 3.0 

WB15a1400-C20 － 1.5 
1400 

WB30a1400-C20 － 3.0 

WB15a2350-C20 WB15C-C20 1.5 
2350 

WB30a2350-C20 － 3.0 

WB00-C12 WB00-C12 0 － 

0.12 

WB15a700-C12 WB15-C12 1.5 
700（逆対称） 

WB30a700-C12 WB30-C12 3.0 

WB15a1400-C12 － 1.5 
1400 

WB30a1400-C12 － 3.0 

WB15a2350-C12 － 1.5 
2350 

WB30a2350-C12 － 3.0 
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図 5-16 解析モデル（WB シリーズ，面外方向反曲点高さ 1400mm，単位：mm） 

 

 

5.6.2. 面内方向最大耐力 

 面内方向最大耐力を表 5-14 に示す。なお，すべての値は正負平均値であり，表中の括弧内の数

値は，各軸力比における面外変形倍率 0 の場合に対する比および差である。軸力比に関わらず，

反曲点高さ 700mm の場合が最も耐力低下傾向が強く，反曲点高さ 1400mm，2350mm の場合に関

しては耐力低下傾向が小さくなった。また，反曲点高さ 1400mm の場合と反曲点高さ 2350mm の

場合では大きな差異は見られなかった。 
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表 5-14 面内方向最大耐力（変数：面外方向反曲点高さ，単位：kN） 

軸力比 
面外方向反曲点

高さ (mm) 

面外変形倍率 

0 1.5 3.0 

0.12（一定） 

700 

1009 

928 

(0.920 / -81) 

882 

(0.874 / -127) 

1400 
961 

(0.953 / -48) 

918 

(0.910 / -91) 

2350 
958 

(0.950 / -51) 

911 

(0.903 / -98) 

0.20（一定） 

700 

1020 

970 

(0.951 / -50) 

912 

(0.898 / -108) 

1400 
1000 

(0.980 / -20) 

962 

(0.943 / -58) 

2350 
1007 

(0.987 / -13) 

941 

(0.923 / -79) 
括弧内左：それぞれの軸力比 0.20（一定）の場合に対する比 
括弧内右：それぞれの軸力比 0.20（一定）の場合に対する差 

 

5.6.3. 面外方向曲率分布 

 図 5-17 および図 5-18 に Rx=0.50% 1 回目サイクル正側ピーク[2]点における面外方向曲率分布

を示す。曲率は図 5-19 に黄色で示した 10 個の四角形領域それぞれの頂点の変位に基づき算出し

た。面外方向反曲点高さが 700mm の場合は，逆対称曲げ形式による載荷となるため，試験区間上

半分に関しては負の曲率が発生する。従って同様の面外方向変形が生じているにも関わらず，面

外方向反曲点高さが 700mm のものは脚部での曲率が増大している。一方で面外方向反曲点高さが

1400mm，2350mm の場合，頭部付近で若干の差異が見られるが，脚部では両者の分布に大きな差

異は見られない。前述のように，最大耐力の低下傾向に関しても面外方向反曲点高さが 1400mm，

2350mm の場合では大きな差異が見られなかったことから，面外方向曲率の大きさが面内方向の

水平力に対する抵抗機構に影響を与えていると考えられる。 
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(a) 面外変形倍率 1.5， 
南柱 

 

(b) 面外変形倍率 1.5， 
北柱 

 

(c) 面外変形倍率 3.0， 
南柱 

 

(d) 面外変形倍率 3.0， 
北柱 

  

図 5-17 面外方向曲率分布（軸力比 0.12） 

 

 

(a) 面外変形倍率 1.5， 
南柱 

 

(b) 面外変形倍率 1.5， 
北柱 

 

(c) 面外変形倍率 3.0， 
南柱 

 

(d) 面外変形倍率 3.0， 
北柱 

  

図 5-18 面外方向曲率分布（軸力比 0.20） 
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図 5-19 面外方向曲率分布算定位置（単位：mm） 

 

5.6.4. 塑性回転角 

前項に示した曲率分布に関して，塑性回転角を算出した。塑性回転角は全体回転角から弾性回

転角を差し引いたもの（図 5-20）であり，弾性回転角は面外方向水平荷重と面外方向反曲点高さ

より算出される面外方向モーメントを側柱 1 本分の面外方向弾性曲げ剛性 EI で除して求めた弾

性曲率分布より算出した。なお，ここでの塑性回転角は，面外方向の損傷量の大きさと関連した

指標として考えるため，負の曲率が生じている部分から生じる回転角に関しては負の値とせず，

その絶対値を回転角とした。つまり，曲率の絶対値を高さ方向に積分することでここでの回転角

は算出した。また，回転角は図 5-17 および図 5-18 に示した，南北それぞれの曲率分布に対して

算定した値の平均値とした。表 5-15 に塑性回転角を示す。 

 

 

図 5-20 塑性回転角の算出 
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表 5-15 塑性回転角 

 軸力比 0.20 軸力比 0.12 

面外変形 

倍率 

反曲点高さ (mm) 

700 1400 2350 700 1400 2350 

1.5 0.00955 0.00585 0.00840 0.00969 0.00562 0.00727 

3.0 0.02430 0.01375 0.01853 0.02469 0.01287 0.01649 

 

 図 5-21 に面外変形倍率 0 の場合に対する面内方向最大耐力の比と塑性回転角の関係を示す。図

中の破線はそれぞれの軸力比に対して最小二乗法で算出した回帰直線である。WB15a2350-C20 を

除けば塑性回転角の増大に伴い，面内方向最大耐力が低下していることがわかる。従って塑性回

転角の評価が可能であれば，文献 5.1)に示した方法と同様に面外方向変形を考慮した面内方向せ

ん断終局耐力の評価が可能となると考えられる。 

 

 
図 5-21 面内方向最大耐力－塑性回転角 

 

 

5.6.5. 水平方向抵抗剛性 

 図 5-13 に示した方法により算出した水平方向抵抗剛性を表 5-16 に示す。表 5-14 において，

面外変形倍率 0 の場合と比べ最大耐力の低下率が大きい面外方向反曲点高さ 700mm の場合が最

も水平方向抵抗剛性の低下率が大きく，それ以外の面外方向反曲点高さ 1400mm，2350mm の場合

は面外方向反曲点高さ 700mm の場合と比べ低下率が小さい。従って面外方向反曲点高さに依ら

ず，水平方向抵抗剛性の低下率と最大耐力の低下率にはある程度の相関関係があると考えられる。 
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表 5-16 水平方向抵抗剛性（変数：面外方向反曲点高さ，単位：105kN） 

軸力比 
面外方向反曲点

高さ (mm) 

面外変形倍率 

0 1.5 3.0 

0.12（一定） 

700 

4.90 

3.58 

(0.731) 

2.79 

(0.569) 

1400 
4.45 

(0.909) 

3.76 

(0.768) 

2350 
4.34 

(0.886) 

3.83 

(0.782) 

0.20（一定） 

700 

5.21 

4.48 

(0.859) 

3.13 

(0.599) 

1400 
4.97 

(0.954) 

4.19 

(0.804) 

2350 
5.36 

(1.027) 

4.27 

(0.818) 

括弧内：それぞれの面外変形倍率 0 の場合に対する比 

 

 

 

5.7. 水平方向抵抗剛性と耐力低下率の関係 
 5.4 節から 5.6 節に示した水平方向抵抗剛性と耐力低下率の関係について考察する。それぞれの

節において示したように，最大耐力の低下率と水平方向抵抗剛性の低下率には相関関係が見られ

た。図 5-22 に最大耐力と水平方向抵抗剛性の関係を，図 5-23 に基準試験体に対する最大耐力と

水平方向抵抗剛性の比の関係をそれぞれ示す。ここでの基準試験体に対する比とは，最大耐力に

関しては表 5-8，表 5-11，表 5-14 に，水平方向抵抗剛性に関しては表 5-9，表 5-12，表 5-16 に

括弧付で示した比である。図中に青色で示したものは WB シリーズ，赤色で示したものは SR シ

リーズであり，それぞれ○は 5.4 節，□は 5.5 節，△は 5.6 節に示した検討内容によるものである。

WB シリーズに関しては，それぞれの節において有限要素解析に用いた材料特性値が異なるため， 

検討内容によって図 5-22 に見られる傾向が異なる。一方で図 5-23 によれば基準試験体に対する

最大耐力と水平方向抵抗剛性の比には強い相関がある。WB シリーズには相関係数 0.94，SR シリ

ーズには相関係数 0.90 となっており，それぞれのシリーズにおいて相関が見られる。図 5-23 中

に示した破線は青色が WB シリーズ，赤色が SR シリーズに対して最小二乗法によって近似した

回帰直線を示している。回帰曲線はそれぞれの比が 1 となる点を通るようにした。これによれば

SR シリーズは WB シリーズに比べ，水平方向抵抗剛性が減少することによる最大耐力の減少への
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影響の程度が小さいと考えられる。これは，SR シリーズでは柱型が無いため，端部拘束領域が壁

板に与える拘束効果が柱型のある WB シリーズと比べ，小さくなったためだと考えられる。 

 以上の検討結果より，端部拘束領域（側柱）が壁板に与える拘束効果が載荷条件によって変化

することを評価できれば最大耐力の評価をすることができると考えられる。 

 
図 5-22 最大耐力－水平方向抵抗剛性関係 

 

 
図 5-23 基準試験体に対する比による最大耐

力－水平方向抵抗剛性関係 
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5.8. まとめ 
 本章では面内方向でせん断破壊が先行するように設計された試験体に対して行われた載荷実験

2 シリーズに対して有限要素解析を用いた検討を行った。はじめに載荷実験結果を良好な精度で

追跡できることを確認した上で，面外方向変形，軸力変動および面外方向反曲点高さの 3 つの載

荷条件が面内方向最大耐力に及ぼす影響について個別で検討を行った。また，以上の 3 つの検討

事項に共通して得られた傾向を最後に示した。以下に各検討より得られた知見を示す。続く 6 章

においては，以上の検討結果に基づき，三方向載荷条件を考慮したせん断終局耐力評価法を検討

し，提案する。 

 

5.8.1. 面外方向変形による影響 

- 低下量に差はあるが，柱型の有無，軸力の大きさに依らず，面外方向変形によって最大耐力

が低下した。 

- 同一面内方向水平荷重で比較した場合，面外方向変形の増大によって，水平方向ひずみは増

大した。 

- 同一面内方向水平荷重で比較した場合，軸力比 0.12 の場合には，面外方向変形の増大によっ

て，鉛直方向ひずみは増大したが，一方で軸力比 0.20 の場合には，最大耐力点以降の圧縮側

への鉛直方向ひずみの増大が面外方向変形に関わらず見られた。 

 

5.8.2. 軸力変動による影響 

- 軸力比 0.20 で一定軸力の場合と比較し，軸力比 0～0.20 で変動軸力の場合は最大耐力が若干

上昇し，一方で軸力比-0.33～0.20 で変動軸力の場合は最大耐力が若干減少した。 

- 同一面内方向水平荷重での水平方向ひずみを比較した場合，最大耐力と同様の傾向が得られ，

軸力比 0.20 で一定軸力の場合と比較し，軸力比 0～0.20 で変動軸力の場合は水平方向ひずみ

が減少し，一方で軸力比-0.33～0.20 で変動軸力の場合は水平方向ひずみが増大した。 

- 鉛直方向ひずみは，最大耐力点付近までは同様に推移したが，軸力比 0.20 で一定軸力の場合

にのみ，最大耐力点以降，圧縮側へのひずみの増大が見られた。 

 

5.8.3. 面外方向反曲点高さによる影響 

- 面外方向反曲点高さの大きさに関わらず，面外方向変形による耐力低下が見られた。 

- 面外方向反曲点高さが 700mm で逆対称曲げ形式とした場合の耐力低下傾向が最も強く，その

他の 1400mm，2350mm の場合はほぼ同程度で 700mm の場合よりも耐力低下傾向が小さくな

った。 

- 面外方向曲率の絶対値を高さ方向に積分した全体回転角から，弾性回転分を差し引いた塑性

回転角は，面内方向耐力低下量と相関関係があった。 
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- 同一面内方向水平荷重での水平方向ひずみは，最大耐力と同様に，面外方向反曲点高さ700mm

の場合に面外方向変形による増大量が最も大きく，その他の 1400mm，2350mm の場合はほぼ

同程度で 700mm の場合よりも増大量が小さくなっった。 

 

5.8.4. 水平方向抵抗剛性と面内方向最大耐力の関係 

- 面内方向水平荷重－水平方向ひずみ関係における Rx=0.50% 1 回目正側ピーク点とせん断ひび

割れ点の割線剛性を水平方向抵抗剛性とし，最大耐力との比較を行った。 

- 柱型の有無によって傾向の程度は異なるが，上記の 3 つのそれぞれの検討事項において検討

した基準試験体に対する比において，水平方向抵抗剛性と面内方向最大耐力には強い相関関

係が見られた。従って三方向載荷条件を考慮した場合の面内方向最大耐力の評価において，

水平方向抵抗剛性の評価が肝要であると考えられる。 
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6. 三方向加力条件を考慮したせん断終局耐力評価法 

6.1. はじめに 
 本章では，3 章および 4 章に示したせん断破壊先行型耐震壁部材に対する載荷実験における最

大耐力を評価できる手法を文献 6.1)において著者らが提案した評価手法と同様の評価手法（以下，

従来法）を修正することで，再提案する。なお，本章では柱型を有する断面における側柱を含め，

壁板端部に設けられる拘束領域のことを矩形断面耐震壁と同様に端部拘束領域と呼称する。また，

側柱内の主筋に関しても，矩形断面耐震壁と同様に端部主筋と呼称する。 

 

6.2. 提案手法 
6.2.1. 提案手法の概要 

 提案手法は津田 6.2)によって提案されたせん断終局耐力評価手法（以下，津田の手法）に基づき

耐力を算出する。津田の手法 6.2)においては図 6-1(a)6.2) を参考に作成に示すようなコンクリートの圧縮

ストラットによる斜め圧縮バネ（剛性 K2）と端部主筋と壁縦筋による鉛直方向引張バネ（剛性 Ky），

壁横筋と端部拘束曲げ抵抗による水平方向引張バネ（剛性 Kx）によるトラス抵抗機構を仮定して

いる。その際，図 6-1(b)6.3)を参考に作成に示すような，壁板に生じるせん断ひび割れによる壁板の水平

方向の膨らみを側柱が抑える効果による剛性 Kf を剛性 Kx 中で考慮している。剛性 Kf は図 6-2 に

示すように，端部拘束領域を，等分布荷重を受ける両端固定梁と仮定し，その平均たわみ量から

算出される水平方向ひずみ度と水平方向応力度の比より算出している。津田の手法 6.2)は，このト

ラス抵抗機構の強度によりせん断終局耐力を推定する，力学メカニズムに基づいた耐力算定手法

である。 

 前章までの検討結果より，津田の手法 6.2)において考慮されている剛性 Kx を加力条件に応じて

低減することによって，加力条件による耐力の変動を評価できると考えられる。また，鉛直方向

剛性 Kyに関しても，加力条件によって軸方向鉄筋に引張降伏が生じることによって低下が見込ま

れる。従って，提案手法では，図 6-1(a)に示した 3 つのバネのうち，鉛直方向引張バネ剛性 Kyと

水平方向引張バネ剛性 Kxを低減することで水平二方向加力時のせん断終局耐力を算出する。ただ

し，前章において，軸力変動の影響は面外方向加力の影響と比べ軽微であることが明らかとなっ

たことから，提案手法では軸力変動の影響については考慮しない。 

以上の耐力評価手法は文献 6.1)に示した従来法と同様であるが，従来法では，柱型を有する断

面かつ面外方向反曲点高さが試験区間内法高さの 1/2 となる試験体に対する適用に限られていた。

本章では，以下の 3 点について検討を行った。 

A) 面外方向反曲点高さが試験区間内法高さの 1/2 となる試験体以外への適用範囲の拡張 

B) 複数断面形状への適用方法の検討 

C) 計算過程の簡易化および高精度化 
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(a) 仮定されているトラス抵抗機構 

 

(b) 端部拘束領域が壁板に与える拘束 

図 6-1 津田の手法の概念 

 

 
図 6-2 端部拘束領域のモデル化（津田の手法） 

 

図 6-3 に提案手法における耐力算出のフローを示す。はじめに Multi-spring 要素（MS 要素）を

用いた解析モデルにより，対象とする載荷条件において，端部拘束領域の両端塑性ヒンジ領域に

発生する応力状態を算出する。この応力状態に基づき，水平方向引張バネ剛性 Kxおよび鉛直方向

引張バネ剛性 Kyを低減する。低減した剛性を用い，津田の手法 6.2)によってせん断終局耐力を算出

することによって三方向加力条件を考慮した場合のせん断終局耐力を算出する。 

 

 
図 6-3 提案手法耐力算定フロー 

 

EcIc

lw

h0
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6.2.2. 記号の定義 

以下に本提案手法における記号の定義を示す。すべての記号は SI 単位系による。 
h0 耐震壁の内法高さ εB コンクリートの圧縮強度時ひずみ 

Bc 側柱の幅 Kx 水平方向平均バネ剛性 

Dc 側柱のせい Kxr 低減後の水平方向平均バネ剛性 

tw 壁厚 Kf 側柱の曲げ抵抗による水平抵抗バネ剛性 

lw 両側柱芯々間距離 Kfr 
低減後の側柱の曲げ抵抗による水平抵抗バ

ネ剛性 

la 耐震壁脚部の有効壁長さ Ky 鉛直方向平均バネ剛性 

lp 塑性ヒンジ長さ Kyr 低減後の鉛直方向平均バネ剛性 

ha 圧縮ストラット最下端高さ K2 コンクリートの斜め圧縮方向のバネ剛性 

Ic 
側柱の断面二次モーメント（鉄筋の寄与分を

含む） 
Qsu せん断耐力 

pcgd 側柱主筋の等価鉄筋比 Qcc 
コンクリートの斜め圧縮バネの強度で決定

されるせん断耐力 

pwvd 壁縦筋の等価鉄筋比 Why 
水平方向平均バネの強度で決定されるせん

断耐力 

pwh 壁横筋の鉄筋比 xny 面外方向中立軸深さ 

Ehs 壁横筋のヤング係数 ϕy 面外方向曲率 

Ecs 側柱主筋のヤング係数 αp 塑性ヒンジ長さ比（=lp/h0） 

Evs 壁縦筋のヤング係数 α2t 頭部の面外方向加力時剛性残存率 

Ec コンクリートのヤング係数 α2b 脚部の面外方向加力時剛性残存率 

f'c コンクリートの一軸圧縮強度 α3 繰り返し等の影響を考慮する係数 

σhy 壁横筋の降伏強度 αny 側柱主筋の引張降伏割合 

EE+ 有ひずみ下での載荷時剛性 ν コンクリートの有効圧縮強度係数 

EE- 有ひずみ下での除荷時剛性 θ 主圧縮方向角度 

EIi 面外方向変形時の面内方向曲げ剛性  

 
EIi0 面内方向初期曲げ剛性  

EIci 
面外方向変形時のコンクリートの面内方向曲

げ剛性 
 

EIsi 面外方向変形時の鉄筋の面内方向曲げ剛性  
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6.2.3. 面外方向加力時の端部拘束領域の応力状態の把握 

 従来法 6.1)では，端部拘束領域の応力状態の把握に断面解析を用いていたが，面外方向反曲点高

さが試験区間内法高さの 1/2 とした試験体以外への適用を検討する際に，算出対象とする面外方

向変形において発生する曲率を算出することが困難となった。従ってここでは，MS 要素を用いた

解析モデル（以下，MS モデル）を用いて端部拘束領域両端の応力状態を把握する。解析モデルを

図 6-4(a)に示す。解析ソフトには「SNAP ver.8」6.4)を用いた。解析モデルは端部拘束領域 1 本をモ

デル化している。節点 1 は完全固定とし，節点 3 に水平力および軸力を作用させた。面外方向反

曲点高さが試験区間内法高さの 1/2 とした試験体に関しては節点 2 の回転を拘束した。節点 2 と

節点 3 を結ぶ剛棒の長さは，実験時の上スタブ下面から面外方向水平力載荷点までの高さの

950mm とした。両端に塑性ヒンジ長さ lp（端部拘束領域幅 Bc より 1.0Bc とした）の MS 要素を設

けることで曲げ変形を，単軸バネによってせん断変形を考慮した。単軸バネにおけるせん断力－

せん断ひずみ関係を図 6-5 に示す。せん断ひび割れ耐力およびせん断終局耐力は，文献 6.5)に記

載の式(付 1.3-8)および式(付 1.3-7)，式(付 1.3-16)よりそれぞれ算出した。せん断終局点以降は最大

せん断力を保持するとした。MS 要素における要素分割を図 6-4(b)に，材料の応力－ひずみ関係を

図 6-6 に示す。コンクリートはカバーとコアに分けてモデル化を行った。最大強度の 0.8 倍の応

力までを材料試験より得られたヤング係数で線形弾性とし，その後，NewRC モデル 6.6)，6.7)をもと

に算出した最大強度点を指向した後，コアコンクリートでは，ひずみ 1%時の NewRC モデル 6.6)，

6.7)による応力点を，カバーコンクリートでは，ひずみ 0.4%で 0.2f ’c となる点をそれぞれ最終折れ

点とし，それ以降のひずみでは応力一定とした。鉄筋は降伏強度までを材料試験より得られたヤ

ング係数で線形弾性とし，降伏点以降は剛性をヤング係数の 0.001 倍とした。 

軸力に関しては従来法においては片方の端部拘束領域に軸力の 1/2 を作用させた状態を仮定し

ていた。従来法において対象とした試験体は 3 章に示した WB シリーズであり，試験区間全断面

積に対する端部拘束領域の面積の比が 0.54 となっていた。しかし，4 章に示した SR シリーズへ

の適用を考えた場合に，同面積比は 0.29 となり，従来法と同様に軸力を作用させた場合に端部拘

束領域に発生する軸力比が過大となり，実現象と乖離する可能性が生じた。従ってここでは，軸

力は全断面積に対する端部拘束領域の面積の比により分配することとした。なお，軸力変動が最

大耐力に及ぼす影響は軽微であることから，変動軸力が作用する試験体においては，正側におい

て作用する最大軸力で一定として解析を行う。 
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図 6-4 Multi-spring モデル（単位：mm） 

 

 

図 6-5 せん断単軸バネの履歴特性 
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図 6-6 Multi-spring 要素における履歴特性 

 

 

6.2.4. 鉛直方向引張バネ剛性の低減 

 津田の手法 6.2)において，鉛直方向引張バネ剛性 Ky は全軸方向鉄筋の引張剛性を試験体全断面

積で除した値によって算出されている。面外方向加力を行った際に，引張降伏が生じた軸方向鉄

筋に関しては，Ky に寄与しなくなると考えられる。従って，式(6.1)より Ky を低減した Kyr を算出

する。前項に示した解析モデルより，耐力を算出する対象の面外方向変形が生じた際の MS 要素

において引張降伏状態でない鉄筋の割合を αny とする。圧縮降伏状態鉄筋は低減を行わない。な

お，上端と下端において αnyが異なる場合は，どちらか小さい方の数値を用いる。 

 
2yr ny cgd cs wvd vsK p E p Eα= +   (6.1) 

 

6.2.5. 水平方向引張バネ剛性の低減 

 津田の手法 6.2)において水平方向引張バネ剛性 Kx は，端部拘束領域が壁板の膨らみを拘束する

ことによる剛性 Kf と横筋による剛性より構成されている。面外方向加力を行った際に，端部拘束

領域コンクリートにひび割れや圧壊が生じることで Kf が低下すると考えられる。従って次の手順

によって Kfを低減した。 

津田の手法 6.2)では図 6-2 のように端部拘束領域を両端固定の梁と仮定し，壁板が膨らみ端部拘

束領域を押す力を等分布荷重としている。この時の平均たわみ量を算出し，端部拘束領域間の距

離で除することで水平方向ひずみが算出される。このひずみと荷重の関係より Kf が式(6.2)より算

出される。 

 

0
4

0

360 i w
f

w

EI lK
t h

=    (6.2) 
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以上の方法に倣い，図 6-7 のように端部の長さ lp の領域（塑性ヒンジ領域）において，曲げ剛

性がそれぞれ α2b，α2t 倍に低下していると仮定して同様に剛性を算出する。従来法では，α2bと α2t

が一致する場合のみを取り扱っていたが，面外方向反曲点高さが試験区間内法高さの 1/2 とした

試験体以外への拡張をする際に，同様の式を用いることができず，加えて式が複雑になることが

考えられた。従って，図 6-7 のモデルの平均たわみ量を弾性有限要素解析を用いて算出し，α2b, α2t 

= 1.0 の無損傷のケースの計算値に対する比を算出し，近似式とすることで新たに式(6.3)を導出し

た。ここで近似式の算出に当たって，たわみを算出したのは α2b, α2t = 0.05, 0.06, ... , 1.00，αp = 0.02, 

0.06, ... , 0.30 の計 96×96×8＝73,728 ケースである。 

 

( )
0

4
02 2

4 3 2

360

( 187.90 143.96 36.13 3.85 0.09)

i w
fr b

wt b

p p p p

EI lK
t h

b

α α

α α α α

=

= − + − −

  (6.3) 

  

近似式(6.3)は次の手順で算出した。 

イ) 図 6-7 の解析モデルに対して平均たわみ量（たわみの全長に対する積分値を全長で除したも

の）を算出する。 

ロ) 図 6-7 の解析モデルのうち，α2b, α2t = 1.0 の場合の平均たわみ量に対するイ)より算出した平

均たわみ量の比（a とする）を算出する。 

ハ) 各 αp の場合に対し，c を式(6.4)より算出し，それを最小化する b を決定する。 

 

{ }
2 2

2

2 2( )
t b

b
t bc a

α α

α α= −∑∑   (6.4) 

 

ニ) b を αp の 4 次式で近似する。 

ホ) α2b, α2t = 1.0 の場合には Kf は式(6.2)となる。同一の荷重に対する平均たわみ量が(α2b α2t)b 倍と

なるため，Kf は 1/(α2b α2t)b 倍となり，式(6.3)が得られる。 

以上の方法で算出した式(6.3)は計 73,728 ケースに対する決定係数が 97.7%となる。 
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図 6-7 端部拘束領域のモデル化（提案手法） 

 

 図 6-7および式(6.3)における曲げ剛性の低下率 α2bおよび α2t（これらをまとめて α2と表記する）

は面外方向加力が無い，通常の場合の側柱の面内方向曲げ剛性 EIi0 に対する，面外方向変形時の

側柱の面内方向曲げ剛性 α3EIi の比である（式(6.5)）。ここで α3 は繰り返しの影響を考慮する係数

であり，次節で検討する。また，EIi は式(6.6)より算出される。ここで第 1 項がコンクリート寄与

分，第 2 項が軸方向鉄筋寄与分である。コンクリート寄与分に関しては式(6.7)により面外方向に

微小な要素での剛性を算出し，それを端部拘束領域幅に対して積分することで算出する。微小要

素の剛性に関しては，圧縮状態では面内方向に微小の曲率が発生したとき，微小要素の半分はひ

ずみが増加し，残りの部分はひずみが減少することを考慮し，有ひずみ下での載荷時剛性 EE+と有

ひずみ下での除荷時剛性 EE-でそれぞれ 1/2 ずつ抵抗するとした。一方で引張状態では曲げ剛性は

0 とした。鉄筋寄与分に関しては，実際には降伏が発生することによって低下すると考えられる

が，曲げ剛性 EIi0 に対する鉄筋の寄与分は小さいことから，ここでは剛性の低下を考慮しない。 

 

2 3 0/i iEI EIα α=   (6.5) 

/2

/2

c

c

B

i ci siB
EI dEI EI

−
= +∫   (6.6) 

0 in compression
2
0 in tension

E E
ci

c cci

E EEI dy
E BdEI
+ −+ ⋅= 




  (6.7) 

 

 ここで有ひずみ下での載荷時剛性 EE+と有ひずみ下での除荷時剛性 EE-は Hognestad6.8)によるコ

ンクリートの応力－ひずみ曲線より算出する。Hognestad6.8)による応力－ひずみ関係を図 6-8 およ

び式(6.8)に示す。ただし，式を簡単にするため，応力下降域において 0.85 f ’cとなるひずみは実験

結果に基づき 1.5εB とし，それ以降も同様の傾きで応力が低下すると仮定した。式(6.8)をひずみ ε

に対して微分することによって剛性－ひずみ関係が式(6.9)のように得られる。ただし，ここでは

εB = 2f ’c / Ecの関係を用いた。 
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図 6-8 Hognestad によるコンクリートの応力－ひずみ関係 

 

 式(6.9)の剛性が有ひずみ下での載荷時剛性 EE+となる。一方で有ひずみ下での除荷時剛性 EE-を

Ecで一定と仮定し，式(6.7)に代入することによって式(6.10)が得られる。 
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  (6.10) 

 

 ここで式(6.11)の関係が成立することを考慮し，式(6.10)を式(6.6)に代入し，積分を解く。ただし，

y は中立軸で 0 とし，圧縮縁方向に正とする。ここで，圧縮縁ひずみが εB を上回るかどうかによ

って場合分けを行う。積分の範囲は，簡単のために中立軸より圧縮縁までとする。つまり，中立

軸深さ xny が柱の幅 Bc を上回る場合には，過大に α2 が計算されるが，これに関しては，α2 が 1.0

を上回る場合には α2 = 1.0 とすることで対応した。結果として以下の式(6.12)が得られる。 
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 ここで k = xnyφy / εBとし，式(6.5)に式(6.12)を代入することで式(6.13)が算出される。 
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  (6.13) 

 

 以上より，次の手順で Kxを低減した Kxr を算出する。MS モデルによる解析結果を用いて，算出

対象である面外方向変形時の中立軸深さ xnyと曲率 φyを算出する。xnyと φyを用いて，上端と下端

に対して式(6.13)より α2bおよび α2t を算出する。α2b および α2tを式(6.3)に代入することによって Kfr

を得る。Kfrを式(6.14)に代入し Kxr を算出することができる。 

 

xr fr wh hsK K p E= +   (6.14) 

 

6.2.6. 津田の手法 6.2)によるせん断終局耐力の算出 

 津田の手法 6.2)による Kyおよび Kxを前項までで算出した Kyr および Kxr に変更し，せん断終局耐

力を算出する（式(6.15)～(6.22)）。ただし，津田の手法 6.2)では ha の制限値は h0/2.7 であるが，ここ

では h0/1.0 とする。 
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6.3. パラメトリックスタディに対する精度検証 
 本節では 5 章に示した有限要素解析モデルを用いたパラメトリックスタディ結果に対して提案

手法の評価精度の検証を行う。また，従来法 6.1)において明らかでない点が多かった繰り返しの影

響を考慮する係数 α3 の取り扱いについて検証を行う。 

 図 6-9 にパラメトリックスタディ結果による最大耐力と提案手法によるせん断終局耐力計算値

の関係を示す。図中に青色で示したものは WB シリーズ，赤色で示したものは SR シリーズであ

り，それぞれ○は 5.4 節，□は 5.5 節，△は 5.6 節に示した検討内容によるものである。なお，5.4，

5.6 節での最大耐力は正負平均値，5.5 節での最大耐力は正側値である。(a)に示したものは津田の

手法によって，剛性を低減せずに算出した耐力計算値に対する関係であり，パラメトリックスタ

ディにおける面外方向変形による耐力低下を評価していないため，耐力計算値に対するパラメト

リックスタディ結果の比が低下しているケースが見られる。一方で，(b)および(c)は提案手法によ

って面外方向変形の影響を考慮し算出したせん断終局耐力であり，耐力計算値に対するパラメト

リックスタディ結果の比が概ね一定となっている。ここで係数 α3 の取り扱いに関して検討を行う

ために，耐力計算値に対するパラメトリックスタディ結果の比の標準偏差および平均値と係数 α3

の関係を図 6-10 および表 6-1 に示す。平均値に関しては，係数 α3 による影響はあまり見られな

いが，標準偏差に関しては係数 α3 を 1.0 とした場合において，SR シリーズで 0.043，WB シリー

ズで 0.030 と最も低い値となった。文献 6.1)においては，評価精度を鑑みて係数 α3 を 0.5 としてい

たが，この扱いに関しては検討の余地があった。従って，本提案手法においては，係数 α3 を 1.0

とし，繰り返し載荷は側柱端部の剛性に影響を及ぼさないとする。 

 

 

  
(a) 未低減（津田の手法） 
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(b) α3 = 1.0 による提案手法 

  
(c) α3 = 0.5 による提案手法 

図 6-9 パラメトリックスタディ結果に対する精度検証 

 

700

800

900

1000

1100

700 800 900 1000 1100

C
al

cu
la

te
d 

ca
pa

ci
ty

 (k
N

)

Analytical result (kN)

1300

1400

1500

1600

1700

1000 1100 1200 1300 1400

C
al

cu
la

te
d 

ca
pa

ci
ty

 (k
N

)
Analytical result (kN)

700

800

900

1000

1100

700 800 900 1000 1100

C
al

cu
la

te
d 

ca
pa

ci
ty

 (k
N

)

Analytical result (kN)

1300

1400

1500

1600

1700

1000 1100 1200 1300 1400

C
al

cu
la

te
d 

ca
pa

ci
ty

 (k
N

)

Analytical result (kN)

130



 
(a) 標準偏差 

 
(b) 平均値 

* 未低減の場合 

図 6-10 パラメトリックスタディに対する評価精度 

 

表 6-1 せん断終局耐力計算値に対するパラメトリックスタディの最大値の平均値 

 

提案手法 未低減

（津田の

手法 6.2)） 
α3=1.0 α3=0.9 α3=0.8 α3=0.7 α3=0.6 α3=0.5 

標準偏差 

WB シリーズ 0.030 0.030 0.030 0.030 0.031 0.033 0.047 

SR シリーズ 0.043 0.045 0.047 0.050 0.054 0.059 0.037 

全試験体 0.089 0.088 0.088 0.088 0.087 0.087 0.097 

平均値 

WB シリーズ 0.99 1.00 1.00 1.01 1.02 1.02 0.94 

SR シリーズ 0.82 0.82 0.83 0.84 0.85 0.86 0.75 

全試験体 0.94 0.94 0.95 0.96 0.96 0.97 0.88 

 

 

 

6.4. 実験結果に対する精度検証 
 本節では 3 章および 4 章に示した実験結果における最大耐力に対して提案手法の評価精度の検

証を行う。本節においては，前節の検討結果より提案手法の α3 は 1.0 として算出した。なお，本

節において実験時の最大耐力を示す際には，一定軸力試験体は正負平均値，変動軸力試験体は正

側値を示している。 

 表 6-2 に実験試験体に対する，津田の手法および提案手法によるせん断終局耐力計算値を示す。

表中には，提案手法による耐力計算値を津田の手法による耐力計算値で除することによって算出

した耐力残存率を併せて示す。図 6-11 には，実験における最大耐力と提案手法，津田の手法 6.2)，

広沢 mean 式 6.5)および「鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説」に記載の
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トラス・アーチ式 6.6)による計算値の関係を示す。図中の凡例は表 6-3 に示す。また，図 6-11 に

示した各式による実験値／計算値の平均値および標準偏差を表 6-4 に示す。 

SR シリーズでは提案手法による実験値／計算値の平均値が 0.84 となり，16%過大に最大耐力を

評価した。一方で WB シリーズでは提案手法による実験値／計算値の平均値が 1.01 となった。ま

た，標準偏差によって比較した場合，WB シリーズおよび SR シリーズのいずれでも提案手法が最

も精度が高くなり，全試験体でも同様に提案手法が最も精度が高くなった。 

 それぞれの試験体形状において標準偏差が 0.04 以下と小さくなったことから，提案手法による

計算値と津田の手法 6.2)による計算値（つまり提案手法において三方向加力条件を考慮しない場合）

を比較することによって，三方向加力条件によるせん断終局耐力の低下率もしくは低下量を高い

精度で予測できると考えられる。 

 

 

表 6-2 実験試験体に対する耐力算定値 

試験体 
実験時 
最大耐力 

(kN) 

津田の手法 提案手法 
耐力低下率 
計算値 計算値 

(kN) 
実験値／ 
計算値 

計算値 
(kN) 

実験値／ 
計算値 

WB00-C12 1096 1031 1.06 1031 1.06 1.00 
WB15-C12 987 1031 0.96 967 1.02 0.94 
WB30-C12 893 1031 0.87 931 0.96 0.90 
WB00-C20 996 1023 0.97 1023 0.97 1.00 
WB15-C20 881 853 1.03 819 1.08 0.96 

WB15C-C20 998 1017 0.98 995 1.00 0.98 
WB15-C20T00 848 876 0.97 832 1.02 0.95 
WB30-C20T00 888 919 0.97 845 1.05 0.92 
WB30-C20T33 890 1007 0.88 919 0.97 0.91 

SR00-C20 1207 1484 0.81 1484 0.81 1.00 
SR30-C20 1222 1615 0.76 1380 0.89 0.85 

SR30-C20T33a 1162 1621 0.72 1403 0.83 0.87 
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図 6-11 実験結果に対する精度検証 

 

表 6-3 図 6-11 における凡例 

面外変形倍率 
軸力比 

0.12（一定） 0.20（一定） 0 – 0.20 −0.33 – 0.20 

0 1.WB00-C12 
4.WB00-C20 

10.SR00-C20 
  

1.5 2.WB15-C12 
5.WB15-C20 

6.WB15C-C20 
7.WB15-C20T00  

3.0 3.WB30-C12 11.SR30-C20 8.WB30-C20T00 
9.WB30-C20T33 

12.SR30-C20T33a 
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表 6-4 各計算値に対する実験値の比の分析 

 WB シリーズ SR シリーズ 全試験体 

 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

提案手法 1.01 0.040 0.84 0.031 0.97 0.084 

津田の手法 6.2) 0.97 0.059 0.76 0.040 0.92 0.104 

広沢 mean 式 6.5) 1.29 0.086 1.46 0.072 1.34 0.110 

トラス・アーチ式 6.6) 1.43 0.091 1.36 0.077 1.41 0.093 

 

 
6.5. まとめ 
 本章では過去に提案した三方向加力条件を考慮したせん断終局耐力評価手法を拡張することで，

面外方向せん断スパンや断面形状に依らず，評価を可能とした。以下に得られた知見を示す。 

- 5 章に示した，水平方向ひずみと最大耐力の低下量の関係に基づき，提案手法では水平方向

の剛性を低減することで，三方向加力条件によるせん断終局耐力の変化を評価した。 

- 実験値を提案手法による計算値で除した比に関して，試験体形状に依らず標準偏差が 0.04 以

下となり，高い評価精度を与えた。 

- 実験値を提案手法による計算値で除した比に関して，平均値は矩形断面試験体の方が I 型断

面の場合と比べ，17%低い結果となった。ただし，これは津田の手法そのものが与える評価

精度に依存するものであり，本提案手法の評価精度が低いことを示してはいない。 

- 提案手法による計算値と津田の手法による計算値を比較することによって，三方向加力条件

によるせん断終局耐力の低下率もしくは低下量を高い精度で予測できると考えられる。 
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7. 実験データベースを用いた設計法の検討 

7.1. はじめに 
 前章では，提案した三方向加力条件を考慮したせん断終局耐力評価法（以下，提案手法）が，

試験体形状に依らず，三方向加力条件によるせん断終局耐力の変化を高い精度で予測できること

を示した。従って，提案手法による耐力計算値を，三方向加力条件を考慮しない場合の耐力計算

値で除することによって，三方向加力を受けた状態での耐力の残存率（以下，耐力残存率）を算

出できると考えられる。ここで，三方向加力条件を考慮しない場合の耐力計算値とは，提案手法

の基とした，津田 7.1)のせん断終局耐力評価法（以下，津田の手法）による計算値である。 

 本章では，過去の実験データベースを用い，上記の耐力残存率を算出し，各パラメータとの関

係を示すことによって，設計において，三方向加力条件を考慮する必要が生じるような部材の諸

元について考察する。なお，前章までの検討結果より，軸力変動の影響は軽微であり，評価対象

とせずとも十分な精度での耐力評価が可能と示した。従って，本章では面外方向変形のみを検討

対象とする。 

 

 

7.2. 対象とした実験データ 
7.2.1. 対象データ 

 本章では既往のデータベース 7.2)に，2018 年から 2022 年に発表された文献を加え，端部に拘束

領域を有するせん断破壊となった単層の無開口耐震壁試験体を抽出した。対象となった文献は

7.A1)～7.A59)であり，7.A56)～7.A59)は筆者が既往のデータベース 7.2)に加えた文献である。抽出

した試験体総数は 124 体である。このうち，柱型を有する I 型断面試験体は 102 体，柱型を持た

ない矩形断面試験体は 22 体である。この対象試験体には，3 章で示した WB00-C12 および WB00-

C20，4 章で示した SR00-C20 が含まれている。対象試験体の特性値を表 7-1 に示す。表中，端部

拘束領域は I 型断面の場合には側柱である。以降，端部拘束領域と表現した場合には，I 型断面の

場合の側柱を含んでいる。 
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表 7-1 対象試験体の特性値 
 単位 最大値 最小値 平均値 中央値 

材料 

コンクリート圧縮強度 MPa 50.5 19.6 29.2 28.1 

端部拘束領域 
主筋降伏強度 MPa 1009 246 453 377 

せん断補強筋降伏強度 MPa 1423 160 421 364 

壁板 
壁縦筋降伏強度 MPa 882 160 361 349 

壁横筋降伏強度 MPa 1423 160 402 349 

形状 

端部拘束領域幅／壁厚 － 5.50 1.00 2.94 3.00 

壁内法長さ／壁全長 － 0.92 0.44 0.74 0.77 

内法高さ／端部拘束領域幅 － 11.7 2.2 5.5 4.9 

配筋 

端部拘束領域 
主筋比 % 16.13 0.83 3.94 3.39 

せん断補強筋比 % 3.57 0 0.68 0.53 

壁板 

縦筋比 % 2.15 0.18 0.72 0.63 

横筋比 % 1.40 0.18 0.62 0.47 

縦筋比／横筋比 － 6.22 0.50 1.28 1.00 

載荷条件 軸力比（全断面） － 0.200 0 0.055 0.060 

 

 

7.2.2. 面外方向の破壊モード 

本検討では面外方向ではせん断破壊が発生しない仮定のもとで検討を行った。ここでは，その

参考として面外方向のせん断余裕度を算定した。なお，データベースにおいて主筋の位置が未確

定な試験体が多く見られたことに加え，面外方向の配置に関しては記載が無いことから，端部拘

束領域の主筋に関しては，全主筋断面積の半分が端部に 1 段ずつの配筋となっていると仮定した。

曲げ終局モーメントは式(7.1)7.3)より，せん断終局耐力は修正荒川 mean 式（式(7.2)）7.3)より算出し

た。ここで軸力は全断面積に対する端部拘束領域の断面積の比によって分配し，壁板の寄与分を

無視し，柱 2 本分の耐力として算出した。ここで面外方向の載荷形式は逆対称曲げ形式とし，曲

げ終局耐力時せん断力は式(7.1)の計算値を内法スパンの半分の長さで除することで算出した。な

お，軸力比はすべての試験体で 0 以上 0.4 以下であったため，曲げ終局モーメントは全て式(7.1)に

よって算出された。 

 

0.8 0.5 1
'u t y
c

NM a D ND
bDf

σ
 

= + − 
 

 (7.1) 

at：引張主筋断面積(mm2)（全主筋断面積の半分とした），σy：主筋降伏強度(MPa)，D：柱断面せい(mm)（ただし，

本研究においては端部拘束領域幅と一致する），N：柱軸方向力(N)，b：柱断面幅(mm)，f’c：コンクリート圧縮強

度(MPa)  

( )0.23

0

0.068 18
0.85 0.1

/ ( ) 0.12
t c

su w wy

p f
Q p bj

M Qd
σ σ

′ + = + + 
+  

 (7.2) 

pt：引張鉄筋比(%)（全主筋断面積の半分より算出），f’c：コンクリート圧縮強度(MPa)，d：有効せい(mm)（全せい
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の 0.9 倍とした），σwy：せん断補強筋の降伏強度(MPa)，pw：せん断補強筋比，σ0：平均軸方向応力度(MPa)，b：壁

全長(mm)，j：7d/8(mm)，ただし，1≦M/QD≦3 

 

図 7-1 に面外方向アスペクト比と面外方向せん断余裕度の関係を示す。通常の実験であれば，

面外方向に加力することがないため，面外方向に十分なせん断補強筋を配筋することがない。ま

た，面内方向においてせん断破壊が先行した試験体のみを対象としているため，端部拘束領域の

せん断補強筋量が少なく，主筋量が多い試験体が多数見られた。従って，面外方向せん断余裕度

が 1 を下回る試験体が多く見られた。ただし，本研究では面外方向においてもせん断破壊する場

合の耐力については検討対象としていないため，せん断補強筋量が実際の配筋よりも多く，十分

なせん断余裕度があるものとして検討を行った。なお，端部拘束領域のせん断補強筋量は厳密に

は面内方向のせん断終局耐力にも影響を及ぼすと考えられるが，設計において用いられている広

沢式や，本研究において提案した三方向加力条件を考慮した提案手法，およびその基となる津田

の手法においてもこの影響は評価されていないため，本検討ではその影響を無視した。従って，

単に面外方向では曲げ降伏が先行するものとして検討を行ったということになる。 

 

 
図 7-1 面外方向せん断スパン 

 

 

7.3. 提案手法の適用方法 
 6 章において提案した三方向加力条件を考慮したせん断終局耐力算出法を過去の実験データに

対して適用するにあたり，以下の 2 点が課題となった。 

(1) 端部拘束領域内について，MS モデル定義のために配筋を正確に把握する必要がある。 

(2) 解析モデルを作成するため，計算コストが非常に大きい。 

従って，簡易的な評価手法（以下，簡易法）を考案した。ただし，簡易法では面外方向の載荷

形式が逆対称曲げ形式の場合，すなわち面外方向反曲点高さが部材内法高さの 1/2 である場合の
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みを考える。従って，逆対称曲げ形式以外の載荷形式の場合には 6 章に提案した方法を用いる必

要がある。なお，6 章において提案した方法は，区別のため MS モデル法と呼ぶ。 

 

7.3.1. 簡易法の概要 

簡易化したのは面外方向加力時の端部拘束領域の応力状態評価に関する部分のみである。簡易

法では次の仮定の下，断面解析を行うことで αny，α2 を算出する。 

端部拘束領域内について，MS モデル定義のために配筋を正確に把握する必要があるが，論文に

よっては主筋位置が明確に示されていないものが多く見られた。この課題の解決策として，主筋

断面積が端部拘束領域内の中央 0.8Dc×0.8Bc の範囲（便宜上，コアコンクリートと呼ぶ）に等分

布していると仮定した。このとき，端部拘束領域内の軸方向鉄筋の断面積の合計を acg とした場合，

コアコンクリートの鉄筋比 pccは以下の式(7.3)より算出することができる。 

 

0.64
cg

cc
c c

a
p

B D
=  (7.3) 

 

コアコンクリートに関しては，コンクリートの応力－ひずみ関係に加え，鉄筋の応力－ひずみ

関係の応力が pcc倍となったものが，同時に作用すると考えられる。 

また，各試験体に対して，MS モデルを作成するのは非常にコストが大きい。従って，簡易法で

は，ある目標面外変形角 Ryに対し，それに対応する面外方向曲率 φyを算出し，その曲率における

断面の応答を得るという一連の計算を，MS モデルを作成することなく行うこととした。はじめ

に，弾性曲げ剛性 Kb（式(7.4)）および弾性せん断剛性 Ks（式(7.5)）をそれぞれ算出し，面外方向

全体変形角 Ry より，曲げ変形による寄与分 Ryb を算出した（式(7.6)）。ここで，3 章および 4 章に

示した実験結果において面外方向全体変形に対する曲げ変形の割合が一定で推移したことに基づ

き，弾性剛性による変形割合の比を弾性状態以外にも適用した。この Ryb が端部 lp の領域に生じる

曲率によるものであると仮定し，式(7.7)より塑性ヒンジ領域における目標面外方向曲率 φyを取得

した。ここで，各剛性の算出の際に，簡易のため鉄筋の寄与分は無視した。また，MS モデルにお

ける塑性ヒンジ長さでの回転角の取り扱いと一致させるため，塑性ヒンジ長さにおける回転角は，

塑性ヒンジ長さ中央ではなく，部材端部において発生しているとして計算を行い，簡単のため，

塑性ヒンジ領域外における弾性変形は無視した。 

 
3

3 3
0 0

12 c c c c c
b

E I E D BK
h h

= =  (7.4) 

0 02.88
c c c c c

s
G A E D BK

h hκ
= =  (7.5) 

s
yb y

s b

KR R
K K

=
+

 (7.6) 

139



/y yb pR lϕ =  (7.7) 

 

ここで，せん断剛性を求めるための形状係数 κは 1.2 とし，コンクリートの弾性せん断剛性 Gc

はポアソン比 νを 0.2 とし，コンクリートのヤング係数 Ecを用い，式(7.8)より算出した。 

 

( )2 1
c

c
EG
ν

=
+

 (7.8) 

 

その後，算出した φyとなる中立軸位置 xnyおよび鉄筋未降伏割合 αnyを，平面保持を仮定した断

面解析により算出した。このとき，コンクリートは Hognestad モデル 7.4)（図 7-2），鉄筋は完全弾

塑性モデル（図 7-3）を用い，コンクリートの引張応力負担は無視した。ただし，簡単のため，応

力下降域において 0.85f ’c となるひずみは 1.5εB とした。算出された xny および φy を用いることで，

式(7.9)より α2 を算出した。ただし，ここで k = xnyφy / εBとした。また，引張ひずみが鉄筋の降伏時

ひずみ以下となったコアコンクリート断面の割合によって，αnyを算出した。 

 

 
図 7-2 コンクリートの応力－ひずみ関係 

 

図 7-3 鉄筋の応力－ひずみ関係 
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なお，鉄筋のヤング係数に関して記載の無いデータが散見されたため，その場合は 205 GPa と

した。また，コンクリートのヤング係数に関して記載の無い場合は式(7.10)より算出した。ここで

コンクリートの気乾単位体積重量 γは 23 kN/m3 とした。 

 
1/3

33500 [MPa]
24 60

c
c

fE γ ′  = ⋅ ⋅      
  (7.10) 
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また，前節に示した MS モデル法では圧縮ストラット最下端高さ ha の上限を内法高さ h0 より，

h0/1.0 としたが，本章では津田の手法と同様に h0/2.7 を上限とした。これは，ha ≦ h0/1.0 としたと

ころ，津田の手法の各剛性の低減を行っていない場合において ha = h0/2.7 となる試験体に関して，

耐力残存率が非常に小さく算定されたためである。この措置の妥当性については今後検討が必要

だと考えられる。 

 

7.3.2. 簡易法の評価精度 

前節に示した簡易法に関して，3 章に示した WB シリーズおよび 4 章に示した SR シリーズの

試験体によって精度検証を行った。表 7-2 および図 7-4 に実験時の最大耐力と簡易法および MS

モデル法による計算値の関係を示す。なお，凡例は表 7-3 に示す通りであり，前章に示した表 6-

2 と同様であるが，面外方向の載荷形式が逆対称曲げ形式でない WB15C-C20 に関しては簡易法で

は算出ができないため，図 7-4 には示していない。また，各計算値に対する実験値の比の標準偏

差および平均値を表 7-4 に示す。ここで MS モデル法の標準偏差および平均値に関しても，

WB15C-C20 の算出結果は含めておらず，6 章に示したものと値が異なる。 

MS モデル法による計算値と比べ，簡易法による計算値は，WB シリーズでは低く，SR シリー

ズでは高い。しかし，簡易法の標準偏差は WB シリーズに関しては概ね MS モデル法と同等，SR

シリーズに関しては MS モデル法よりも小さい値となっており，簡易法は MS モデル法と同様に，

耐力残存率を高い精度で評価できていると考えられる。なお，面外方向変形が 0 である，WB00-

C12，WB00-C20，SR00-C20 の計算値が簡易法と MS モデル法で異なるのは，簡易法において，主

筋の配筋をコアコンクリートに等分布していると仮定し，剛性 Kf を計算する際に用いた曲げ剛性

EI の値が小さく算出されたためである。 

 

表 7-2 実験試験体に対する耐力算定値 

試験体 
実験時 
最大耐力 

(kN) 

簡易法 MS モデル法 
計算値 

(kN) 
実験値／ 
計算値 

計算値 
(kN) 

実験値／ 
計算値 

WB00-C12 1096 1027 1.07 1031 1.06 
WB15-C12 987 957 1.03 967 1.02 
WB30-C12 893 919 0.97 931 0.96 
WB00-C20 996 1020 0.98 1023 0.97 
WB15-C20 881 816 1.08 819 1.08 

WB15-C20T00 848 830 1.02 832 1.02 
WB30-C20T00 888 847 1.05 845 1.05 
WB30-C20T33 890 919 0.97 919 0.97 

SR00-C20 1207 1471 0.82 1484 0.81 
SR30-C20 1222 1480 0.83 1380 0.89 

SR30-C20T33a 1162 1485 0.78 1403 0.83 
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表 7-3 図 7-4 における凡例 

面外変形倍率 
軸力比 

0.12（一定） 0.20（一定） 0 – 0.20 −0.33 – 0.20 

0 1.WB00-C12 
4.WB00-C20 

10.SR00-C20 
  

1.5 2.WB15-C12 5.WB15-C20 7.WB15-C20T00  

3.0 3.WB30-C12 11.SR30-C20 8.WB30-C20T00 
9.WB30-C20T33 

12.SR30-C20T33a 

 

 
図 7-4 簡易法の評価精度検証 

 

表 7-4 各計算値に対する実験値の比の分析 

 WB シリーズ SR シリーズ 全試験体 

 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 平均値 標準偏差 

簡易法 0.96 0.101 1.02 0.041 0.81 0.019 

MS モデル法 0.97 0.087 1.02 0.042 0.84 0.031 

 

  

1

2

3
4

5

6

7 8

9

10

11

12

500

900

1300

1700

700 900 1100 1300

1

2

3

4

57 8

9

10

11

12

500

900

1300

1700

700 900 1100 1300

MS modelSimplified

C
al

cu
la

tio
n 

(k
N

)

Experimental maximum load capacity (kN)

142



7.4. 広沢 mean 式による計算値に対する実験値の比に与える影響 
 7.2 節に示した対象試験体 124 体に関して，耐力残存率を実験における最大耐力に乗じること

で，面外方向変形時に想定される最大耐力を算出し，それを広沢 mean 式（式(7.11)）および広沢

min 式（式(7.12)）7.3)によって除することによって，面外方向変形による余裕度を算出した。本節

では，この面外方向変形時の余裕度の変化について検討した。なお，矩形断面試験体に対して広

沢式を適用する際には，文献 7.2)と同様に次の 2 点の仮定をした。(1) 端部拘束領域は耐震壁全長

D の 0.1 倍ずつ端部に設けられているとした。(2) 引張側端部拘束領域内の主筋断面積 at は，(1)で

仮定した端部拘束領域内に存在する軸方向鉄筋（壁縦筋を含む）の断面積合計値とした。 

 

0.23

0
0.068 ( 18) 0.85 0.1

/ 0.12
te c

su wy wh e
p FQ p t j

M QD
σ σ

 + = + + 
+  

 (7.11) 

0.23

0
0.053 ( 18) 0.85 0.1

/ 0.12
te c

su wy wh e
p FQ p t j

M QD
σ σ

 +
= + + 

+ 
 (7.12) 

pte：等価引張鉄筋比(%)（=100at/(ted)），Fc：コンクリート強度(MPa)，D：耐震壁の全長(mm)，σwy：水平せん断補

強筋の降伏強度(MPa)，pwh：teを厚さと考えた場合の水平せん断補強筋比，σ0：全断面積に対する平均軸方向応力

度(MPa)，te：I 型断面を長さと断面積が等しい等価長方形断面に置き換えたときの幅(mm)（壁厚 t の 1.5 倍以下），

j：7d/8(mm)，d：D-Dc/2(mm)（Dcは圧縮側柱のせい），ただし，1≦M/QD≦3 

 

ここで，余裕度とは最大耐力を広沢mean式もしくは広沢min式 7.3)よる耐力計算値で除したもの，

耐力残存率とは簡易法による耐力計算値を津田の手法 7.1)による耐力計算値で除した値である。こ

こでは面外方向変形角 Ry を 0 から 1.50%までの 0.25%刻みで変化させ耐力残存率を算出した。算

出した耐力残存率と余裕度の積（面外方向変形時余裕度）の度数分布について Ry = 0，0.75%，1.50%

のものを図 7-5 に示す。図中，それぞれの度数分布に対して，平均と標準偏差を同じくする正規

分布による確率密度関数を示している。また，確率密度関数に関し，図中の網掛けの部分の積分

により，それぞれの正規分布に対して 1 以下となる割合（不合格率）を算出した。面外方向変形

角と平均値，標準偏差および不合格率の関係を表 7-5 に示す。 

Ry = 0 での広沢 mean 式による余裕度の平均値は 1.40 となり，文献 7.2)に示された無開口 I 型断

面の 1.41 と無開口矩形断面（帯筋あり）の 1.33 の間の値となった。一方，Ry = 0 での広沢 min 式

による余裕度の平均値は 1.73 となり，文献 7.2)に示された無開口 I 型断面の 1.77 と無開口矩形断

面（帯筋あり）の 1.67 の間の値となった。面外方向変形角の増加に伴い，平均値は減少し，不合

格率は増加した。標準偏差に関してはほとんど影響がみられなかった。Ry = 1.50%の場合に関して，

広沢mean式による余裕度の平均値が 1.28となり，Ry = 0での余裕度の平均値と比べ 9%低下した。

一方，Ry = 1.50%の場合に関して，広沢 min 式による余裕度の平均値が 1.58 となり，広沢 mean 式

と同様に，Ry = 0 での余裕度の平均値と比べ 9%低下した。従って，設計時に考慮されているせん

断余裕度 1.25 に関して，Ry = 1.50%の場合でせん断終局耐力が低下した際にも，1.14 程度のせん

断余裕度を確保できていると考えられる。また，面外方向変形の増加に伴い，広沢 mean 式による
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余裕度が 1 を下回った試験体を分析したところ，いずれも壁横筋比が 0.5%より小さいものであっ

た。 

 

 

図 7-5 各面外方向変形角における余裕度 

 

 

表 7-5 余裕度の数値統計 

 
面外方向変形角(%) 

0 0.25 0.50 0.75 1.00 1.25 1.50 

広沢 

min 式 

平均値 1.732 1.691 1.669 1.637 1.614 1.597 1.584 

標準偏差 0.402 0.414 0.416 0.419 0.419 0.419 0.419 

不合格率(%) 3.4 4.7 5.4 6.4 7.1 7.7 8.2 

広沢 

mean 式 

平均値 1.397 1.364 1.345 1.320 1.302 1.288 1.277 

標準偏差 0.330 0.339 0.340 0.342 0.343 0.342 0.342 

不合格率(%) 11.5 14.2 15.5 17.5 18.9 20.0 20.9 
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7.5. 耐力低下の発生しやすい条件に関する考察 
7.5.1. 相関係数による検討 

対象試験体 124 体に関して，試験体の各パラメータと耐力残存率の関係を検討し，面外方向変

形によって耐力低下が発生しやすい試験体諸元について検討した。ここで検討したパラメータは，

壁横筋比 pwh，壁縦筋比 pwv，端部拘束領域主筋比 pcg，壁厚比 tw/Bc，端部拘束領域の面積比 Ac/Ag，

シアスパン比 M/Qlw，コンクリート圧縮強度 f’c，軸力比 η，面外方向アスペクト比 h0/Bc である。

それぞれのパラメータと Ry =1.50%時の耐力残存率の関係を図 7-6 に示す。図中，〇で示したもの

は柱型を有する試験体，□で示したものは柱型を持たない試験体である。また，各パラメータに

関して相関係数を併せて示す。また，相関係数に関しては I 型断面，矩形断面それぞれに対して

算出したものを表 7-6 に示す。 

壁横筋比および壁縦筋比に関して，各鉄筋比が小さい場合に耐力残存率が小さい試験体が多く

見られる。壁縦筋比が小さい場合，鉛直方向引張剛性 Kyにおける端部主筋の占める割合が大きく

なる。従って，壁縦筋比が小さい場合，計算の際に端部主筋の降伏による Kyの低下の影響が大き

くなったことで，耐力残存率が低くなったと考えられる。壁横筋比と壁縦筋比はほとんどの試験

体において同値とされており，壁横筋比においても同様の傾向が見られたと考えられる。 

 端部拘束領域主筋比に関して，主筋比が小さい場合に耐力残存率が小さい試験体が多く見られ

る。端部拘束領域主筋比が増加することで，端部拘束領域の面内方向断面二次モーメントに占め

る鉄筋寄与分が大きくなるため，面外方向変形による水平方向剛性 Kxの低下を抑制できたと考え

られる。従って端部拘束領域の主筋に関しても適切に配筋を行うことで，面外方向変形による耐

力低下を防ぐことができると考えられる。 

 壁厚比に関しては一定の傾向が見られなかった。また，端部拘束領域断面積の全体断面積に対

する比に関しても同様に一定の傾向が見られなかった。上記の鉄筋比が影響を及ぼしていたこと

を鑑みれば，どのような形状の試験体においても鉄筋を適切に配筋すれば耐力低下を防ぐことが

できると考えられる。 

 シアスパン比，コンクリートの圧縮強度に関しては一定の傾向が見られなかった。 

 軸力比に関しては耐力残存率と一定の傾向が見られなかった。今回検討対象とした試験体にお

いて，軸力比は本研究で設定した 0.20 が最大となっており，全試験体の 84%が軸力比 0.10 以下で

あった。従って，耐力残存率との影響に関して十分な検討が行えなかったと考えられる。 

面外方向アスペクト比が大きい場合に耐力残存率が小さい試験体が多く見られる。面外方向ア

スペクト比が小さい場合に，全体変形に対する曲げ変形の割合が小さくなり，同じ面外方向変形

角において発生する面外方向曲率が減少したためだと考えられる。従って，面外方向アスペクト

比が大きい場合には耐力低下が大きくなる可能性があると考えられる。ただし，面外方向のせん

断変形が小さくなる場合に，面外方向においてせん断破壊が発生する可能性や，面外方向せん断

変形が面内方向に影響を及ぼす可能性がある。著者らの一連の研究では面外方向に関して，曲げ

挙動が卓越する場合を対象としていたため，面外方向のせん断挙動の影響に関しては今後の検討

が必要と考えられる。 
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図 7-6 各変数と耐力残存率の関係（Ry = 1.5%時） 

 

 

表 7-6 各変数の相関係数 

変数 
相関係数 

I 型断面 矩形断面 全試験体 

壁横筋比 pwh 0.492 0.270 0.458 

壁縦筋比 pwv 0.424 0.255 0.333 

端部拘束領域主筋比 pcg 0.393 0.367 0.355 

壁厚比 tw/Bc 0.210 － 0.122 

端部拘束領域の面積比 Ac/Ag 0.266 0.077 0.203 

面内方向せん断スパン比 M/Qlw -0.073 -0.205 -0.077 

コンクリート圧縮強度 f ’c 0.161 0.595 0.181 

軸力比 η -0.304 0.032 -0.232 

面外方向アスペクト比 h0/Bc -0.404 -0.133 -0.341 
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7.5.2. 単一パラメータを変化させた場合の検討 

 本項においては，前項の考察の補強として，単一のパラメータのみを変化させた試験体に対し

て前項と同様の検討を行った。図 7-7 に単一パラメータのみを変化させた試験体を抽出すること

ができた 6 変数について，図 7-6 と同様に，各変数と Ry = 1.50%時の耐力残存率の関係を示す。

各パラメータのみを実験変数とした試験体に関しては破線で結んでいる。ただし，壁横筋比およ

び壁縦筋比に関しては，白石ら 7.A13)以外の文献では，壁横筋比と壁縦筋比を等しく変化させてい

る。 

 前項の検討において，相関係数の絶対数が 0.3 以上となった壁横筋比，壁縦筋比，端部主筋比，

面外方向アスペクト比に関して，概ね前項の検討結果と同様の傾向が見られた。壁縦筋比および

壁横筋比を単独で変化させた文献 7.A13)の試験体は端部拘束領域主筋比が 7.1％と大きく，耐力残

存率が全試験体において大きくなり，各変数の影響は殆ど見られなかった。従って，各変数が独

立して変化した場合の耐力残存率については今後の検討課題である。 

 一方，前項の検討において，相関が見られなかった壁厚比および軸力比に関しては，検討可能

な試験対数が限られたことから，各変数と耐力残存率の関係について一定の傾向を見出すことが

できなかった。 

 

 

図 7-7 単一パラメータを変化させた場合の各変数と耐力残存率の関係（Ry = 1.5%時） 
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7.5.3. 耐力残存率の小さい試験体に関する考察 

 面外方向変形角 Ry = 1.50%時の耐力残存率が 0.70 を下回った試験体は，文献 7.A14)の TL10N，

文献 7.A38)の IH-M65C，文献 7.A46)の IH-L85C，文献 7.A48)の IH-L61C の 4 体である。この 4 体

は面内方向のアスペクト比が 1.15～1.22，壁横筋比は 0.314～0.349%となっており，津田の手法 7.1)

による計算値が壁横筋の降伏で決定する。ここで壁横筋の降伏によって決まるせん断耐力 Qhy は

式(7.13)より算出される。各記号は 6 章を参照されたい。 

 

( )
tan

hy x
hy w c w

hs

K
Q l D t

E
σ

θ
= +  (7.13) 

 

式の通り，Qhy は Kx に比例して低下する。また，同時に面外方向アスペクト比がいずれの試験

体も 10 となり，面外方向における曲げ変形割合が大きくなったことも耐力残存率が低くなった要

因だと考えられる。従って，これらの試験体のように，内法高さが大きいことで，端部拘束領域

による曲げ抵抗 Kf が小さくなる場合に，壁横筋による水平方向剛性 Kx への寄与分が同時に小さ

くなるような場合に関しては，耐力残存率が低くなる可能性が高いと考えられる。 

 

 

7.6. 設計における面外方向変形の考慮方法に関する一考察 
 7.4 節に示したように実験値／計算値の平均値が面外方向変形 1.5%でも 1 割程度の低下にとど

まったことから，設計式自体が有する余裕度や，せん断保証設計において確保する余裕度などに

よって，面外方向変形の影響でせん断終局耐力が低下した際にも，曲げ終局耐力を下回ること可

能性は低いと考えられる。 

ただし，ここで検討したのは，実験試験体に対するものであり，実在の部材に対して統計を行

ったものではない。従って，厳密に設計するのであれば次のような方法で面外方向変形の影響を

考慮する必要があると考えられる。 

構造設計においてせん断保証設計を行う際に，本研究において提案した耐力残存率の評価を行

い，その耐力残存率が既定値以上となるかを確認する。その際に，耐力残存率が十分に確保され

ていないとされた場合には，せん断保証設計と同様に部材の諸元について再検討する。 

耐力残存率の算出に用いる面外方向変形角に関しては，建物における直交二方向の架構の剛性

の比などから計算するのが妥当だとは考えられるが，その方法に関しては今後検討が必要である

と考えられる。また，上記の設計において確保する耐力残存率の具体的な値に関しては，せん断

保証設計において確保されている余裕度が，面外方向変形以外の諸条件によっても低下すること

を考慮し，慎重に決定する必要があると考えられる。こちらに関しても今後検討が必要である。 
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7.7. まとめ 
 本章では過去の実験データベースを用い，三方向加力を受けた状態での耐力の残存率（耐力残

存率）を算出し，各パラメータとの関係を示すことによって，設計において，三方向加力条件を

考慮する必要が生じるような部材の諸元について考察した。以下に得られた知見を示す。 

- 過去の実験データベースにおいて提供されているデータのみで三方向加力を受けた状態での

せん断終局耐力を算出可能とするために，6 章において提案したせん断終局耐力評価法に基

づき，簡易的な評価手法（簡易法）を提案した。簡易法は 3 章および 4 章に示した実験結果

を，6 章において提案した手法と同等の高い精度で評価することができた。 

- 余裕度を実験時の最大耐力をせん断終局耐力計算値に対する比と定義し，耐力残存率との積

をとることによって，面外方向加力時の余裕度を算出した。広沢 mean 式による余裕度の平

均値は，面外方向変形がない場合と比べ，面外方向変形角 1.50%時では 9%低下した。従って，

設計時に考慮されているせん断余裕度 1.25 に関して，Ry = 1.50%の場合でせん断終局耐力が

低下した際にも，1.14 程度のせん断余裕度を確保できていると考えられる。 

- 試験体の各パラメータと耐力残存率の関係を検討し，面外方向変形によって耐力低下が発生

しやすい試験体諸元について検討した。壁横筋比および主筋比が小さい場合，内法高さを端

部拘束領域幅で除した値が大きい場合に耐力低下量が大きくなると推察された。 
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450，2009 

7.A47) 閑田徹志ほか：耐震壁を対象とした新型ひび割れ誘発目地に関する実験研究，日本コ

ンクリート工学会コンクリート論文集 No.21 Vol.3，pp.9-21，2010.9 

7.A48) 森貴規ほか：側柱が伸びた柱補強筋比の小さい鉄筋コンクリート耐震壁のせん断耐力

に及ぼす壁筋の影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.33 No.2，pp.409-

414，2011 

7.A49) 遠山誉ほか：RC 造耐震壁の側柱拘束による補強効果 補強方法の提案と実験的検証，

日本建築学会構造工学論文集 Vol.58B，pp.33-40，2012.3 

7.A50) 井戸硲勇樹ほか：水平二方向載荷が RC 造耐震壁のせん断性状に与える影響，コンク

リート工学年次論文集 Vol.36 No.2，pp.271-276，2014.7 

7.A51) 細野純ほか：打設面処理と配筋が RC 造耐震壁のすべりに及ぼす影響，コンクリート

工学年次論文集 Vol.37 No.2，pp.355-360，2015.7 

7.A52) 田中準一ほか：低強度コンクリートが使用された開口耐震壁のせん断破壊性状に及ぼ

す反曲点高さ比の影響，コンクリート工学年次論文集 Vol.37 No.2，pp.691-696，2015.7 

7.A53) 橋根靖弥ほか：開口間に施工される複数の非耐力方立壁の変形及び破壊性状に関する
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研究，コンクリート工学年次論文集 Vol.38，No.2，pp.49-54，2016.7 

7.A54) 井戸硲勇樹ほか：せん断挙動が支配的な鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二方向加力

実験，日本建築学会構造系論文集 No.735，pp.683-692，2017.5 

7.A55) 細谷典弘ほか：壁筋比が損傷を受けたせん断破壊先行型耐震壁の構造性能に及ぼす影

響の検討，コンクリート工学年次論文集 Vol.39 No.2，pp.259-264，2017.7 

7.A56) 堀田久人ほか：せん断破壊する鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二軸載荷挙動に関す

る実験的研究，コンクリート工学年次論文集 Vol.40 No.2，pp.283-288，2018.7 

7.A57) 孫憬玥ほか：鉄筋コンクリート造せん断壁の構造性能に端部拘束条件が及ぼす影響の

検討，コンクリート工学年次論文集 Vol.41 No.2，pp.391-396，2019.7 

7.A58) 岩野哲也ほか：引張軸力を受ける鉄筋コンクリート造耐震壁のせん断強度に関する実

験的研究，コンクリート工学年次論文集 Vol.42 No.2，pp.289-294，2020.7 

7.A59) 穴吹拓也ほか：鉄筋コンクリート造耐震壁のひび割れの適量化手法に関する研究，日

本建築学会構造系論文集 Vol.86 No.782，pp.598-607，2021.4 
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8. 脚部すべり破壊先行型耐震壁部材の三方向載荷実験 

8.1. 本実験の意義 
 鉄筋コンクリート造耐震壁の破壊形式として設計で想定される曲げ破壊やせん断破壊に加え，

脚部すべり破壊が挙げられる。耐震壁脚部でのせん断変形が上部のせん断変形や曲げ変形に比べ

増大する破壊形式であり，部材の耐力および剛性の低下を招く可能性がある。実際の地震被害例え

ば 8.1)や耐震壁付き建物に対する振動台実験例えば 8.2)においても脚部すべり挙動の発生が確認されて

いるが，その挙動について検討した研究事例が少ないことからメカニズムの十分な解明には至っ

ていない。 

脚部すべり破壊について面内一方向加力時の挙動を検証したものは複数存在例えば 8.3)，8.4)するが，

その水平二方向加力時の挙動について検証したものは井戸硲らの研究 8.5)のみである。また，脚部

すべり破壊の発生要因として，脚部コンクリートの連続的ひび割れが挙げられ，引張軸力作用時

にはこのような損傷が発生するため，引張軸力が作用するような変動軸力が作用する場合の検討

も必要と考えられるが，そのような検証を行った研究は存在しない。 

 このような研究の背景および先行研究の現状を受け，面内方向では脚部すべり破壊が先行する

耐震壁試験体に対し，水平二方向載荷および変動軸力載荷を行う，三方向載荷実験を行った。 
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8.2. 実験概要 
8.2.1. 試験体概要 

試験体は 3 体作製した。文献 8.5)の試験体を含め，寸法および配筋は全試験体で共通であり，

実大 30%相当の縮小試験体である。図 8-1 に試験体図および配筋図を，図 8-2 に試験区間断面図

を，表 8-1 に断面寸法と配筋の詳細をそれぞれ示す。試験区間内法高さは 900mm であり，上下に

は載荷用のスタブを持つ。 

 

 
図 8-1 試験体図および配筋図（単位：mm） 

 
図 8-2 試験区間断面図（単位：mm） 
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表 8-1 試験体概要 

 寸法(mm) 配筋 種別 鉄筋比(%) 

側柱 240×240 

主筋 12-D10 SD295 1.49 

せん断 

補強筋 

面内 2-S6@55 
KSS785 

0.48 

面外 3-S6@55 0.72 

壁板 1760×80 
縦筋 

D6@62.5 千鳥 SD295 0.63 
横筋 

 

 

8.2.2. 材料特性 

本実験試験体の試験区間に用いたコンクリートおよび鉄筋の材料試験結果を表 8-2 に示す。試

験区間のコンクリートは文献 8.5)の試験体と比較を行うため，目標強度を 30MPa とした。 

下スタブのコンクリート打設直後に，打ち継ぎ面に金属製ブラシで目荒らしを行い，後日，試

験区間と上スタブのコンクリートを打設した。 

 

表 8-2 試験区間材料特性 

(a) コンクリート 

試験体 材齢 
(日) 

圧縮強度 f’c 

(MPa) 
割裂引張強度 ft 

(MPa) 
ヤング係数* Ec 

(GPa) 

IT-1VH 149 24.8 2.28 22.2 

IT-3VH 119 28.6 2.81 23.9 

IT-3H 134 26.2 2.38 23.8 

*f’c/3 割線剛性 

 

(b) 鉄筋 

 
D6 

(SD295) 

D10 

(SD295) 

S6 

(KSS785) 

降伏強度 fy (MPa) 421.7* 380.2 854.2* 

引張強度 fu (MPa) 533.9 514.8 1002.9 

ヤング係数 Es (GPa) 206.3 186.1 196.5 

*0.2%オフセット降伏強度 

 

 

8.2.3. 実験変数 

 本研究では実験変数を軸力条件および面外変形倍率とした。ここで，面外変形倍率とは同一サ

イクルで与える面外方向層間変形角の面内方向層間変形角に対する比である。試験体名称は「IT
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－（面外変形倍率）（軸力条件）」と定義した。軸力条件の記号に関しては H は高圧縮軸力 1370 kN

での一定軸力，VH は軸力 0 kN から高圧縮軸力 1370 kN の範囲での変動軸力の試験体である。文

献 8.5)の試験体は軸力を 685 kN とする一定軸力であった。これらの試験体も本研究では同様の命

名方法によって定義し，区別のために軸力条件の記号として L を付して区別する。なお，想定建

物および変動軸力の設定根拠については付録を参照されたい。 

文献 8.5)を含めた試験体一覧を表 8-3 に示す。また，各試験体の材料実強度を用いて算出した

耐力計算値を表 8-4 に示す。各耐力算出には文献 8.6)中の式(8.1)～式(8.4)を用いた。面内方向曲

げ終局耐力時せん断力は，式(8.2)より算出した面内方向曲げ終局モーメントを加力点高さ

（1200mm）で除すことで算定した。面外方向曲げ終局耐力時せん断力は壁板の寄与を無視し，柱

2 本分の曲げ終局モーメントを式(8.4)に基づき算出し，せん断スパン（450mm）で除すことにより

算定した。面外方向せん断終局耐力も壁板の寄与を無視した柱 2 本分のせん断耐力である。なお，

面外方向の耐力計算時には，軸力は側柱のみで負担するとして計算した。 

また，文献 8.5)では面内方向において脚部すべり破壊が先行していた。文献 8.5)で示されている

面内方向脚部すべり耐力計算式（以下，井戸硲らの式，式(8.5)）による面内方向脚部すべり耐力計

算値を表 8-5 に示す。なお，ここで示す耐力は二方向加力による影響を考慮しない一方向加力時

の耐力である。井戸硲らの式における Ccおよび fs を算出するために，図 8-3 に示す要素分割によ

る断面解析を用いた。コンクリートは側柱に関してはコアコンクリートとカバーコンクリートと

を区別し，壁板に関してはすべてカバーコンクリートとした。コンクリートおよび鉄筋の応力－

ひずみ関係を図 8-4 に示す。コンクリートに関しては最大強度の 0.8 倍の応力までを材料試験よ

り得られたヤング係数で線形弾性とし，その後，NewRC モデル 8.7)，8.8)をもとに算出した最大強度

点を指向した後，コアコンクリートでは，ひずみ 1%時の NewRC モデル 8.7)，8.8)による応力点を，

カバーコンクリートでは，ひずみ 0.4%で 0.2f'c となる点をそれぞれ最終折れ点とし，それ以降の

ひずみでは応力一定とした。鉄筋は降伏強度までを材料試験より得られたヤング係数で線形弾性

とし，降伏点以降は剛性をヤング係数の 0.001 倍とした。結果として得られたモーメントを面内

方向せん断スパンである 1200mm で除すことで算出したせん断力が，井戸硲らの式による脚部す

べり耐力を下回った点でのせん断力を脚部すべり耐力とした。 

比較として，表 8-4 に示した面内方向曲げ終局耐力 wiQmu および面内方向せん断終局耐力 wiQsu

を示す。ここで，面内方向せん断終局耐力は文献 8.6)に記載の，過去に行われた部材載荷実験にお

ける実験値/計算値の平均値である 1.40 を乗じた。Qslip，wiQmu，1.40wiQsu のうち最小となる破壊モ

ードを推定破壊モードとして表中に示した。 

設計で考慮されている曲げおよびせん断終局耐力に基づく破壊モードは，表 8-4 によれば，い

ずれの試験体のいずれの軸力においても，面内方向ではせん断破壊，面外方向では曲げ破壊と判

定された。一方で，脚部すべり破壊を含めた面内方向の破壊モードは，表 8-5 によれば，軸力が

1370kN の場合にはせん断破壊，軸力が 0kN の場合には脚部すべり破壊と判定された。 
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表 8-3 試験体一覧 

試験体 
面外変形

倍率 

軸力（kN） 

目標最小 長期 目標最大 

IT-0L8.5) (O-0) 0 

685（一定） 
IT-1L8.5) (O-1) 1.0 

IT-2L8.5) (O-2) 2.0 

IT-3L8.5) (O-3) 3.0 

IT-1VH 1.0 
0 685 1370 

IT-3VH 3.0 

IT-3H 3.0 1370（一定） 

()内：文献 8.5)における試験体名 

 

0.23

0
0.068 ( 18) 0.85 0.1

/ 0.12
te c

wi su wy wh e
p FQ p t j

M QD
σ σ

 + = + + 
+  

  (8.1) 

pte：等価引張鉄筋比(%)（=100at/(ted)），Fc：コンクリート強度(MPa)，D：耐震壁の全長(mm)，σwy：水平せん断補

強筋の降伏強度(MPa)，pwh：teを厚さと考えた場合の水平せん断補強筋比，σ0：全断面積に対する平均軸方向応力

度(MPa)，te：I 型断面を長さと断面積が等しい等価長方形断面に置き換えたときの幅(mm)（壁厚 t の 1.5 倍以下），

j：7d/8(mm)，d：D-Dc/2(mm)（Dcは圧縮側柱のせい），ただし，1≦M/QD≦3 

 

0.5 0.5wi mu t y w w wy w wM a l a l Nlσ σ= + +   (8.2) 

at：引張側柱の主筋全断面積(mm2)，σy：引張側柱の主筋の降伏強度(MPa)，aw：耐力壁の縦筋の断面積(mm2)，σwy：

耐力壁の縦筋の降伏強度(MPa)，lw：両側柱中心間距離(mm)，N：耐力壁の軸方向力(N) 

 
0.23

0
0.068 ( 18)2 0.85 0.1

/ 0.12
t c

wo su wy w
p FQ p bj

M Qd
σ σ

 +
= + + 

+ 
 (8.3) 

pt：引張鉄筋比(%)，Fc：コンクリート強度(MPa)，d：有効せい(mm)，σwy：せん断補強筋の降伏強度(MPa)，pw：せ

ん断補強筋比，σ0：平均軸方向応力度(MPa)，b：柱断面幅(mm)，j：7d/8(mm)，ただし，1≦M/QD≦3 

 

2wo mu uM M=   (8.4) 

1 1 10.5 0.5u g yM a g D Ng Dσ= +   ( Nmin ≤ N ≤ 0 ) (8.4a) 

2 10.5 0.5 1u g y
c

NM a g D ND
bDF

σ
 

= + − 
 

  ( 0 ≤ N ≤ Nb ) (8.4b) 

( )2 max
3 1 1

max

0.5 0.024(1 )u g y c
b

N NM a g D g bD F
N N

σ
 −

= + +  − 
 ( Nb ≤ N ≤ Nmax ) (8.4c) 
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ag：柱主筋全断面積(mm2)，σy：主筋降伏強度(MPa)，g1：引張筋重心と圧縮筋重心との距離の全せいに対する比，

b：柱断面幅(mm)，D：柱断面せい(mm)，N：柱軸方向力(N)，Nmax：中心圧縮時終局強度（=bDFc+ agσy），Nb：0.22(1+ 

g1) bDFc，Nmin：中心引張時終局強度（=- agσy），なお Nmax および Nminは，この式中においてのみこの意味で用い，

この式以外では，目標最大軸力および目標最小軸力を示す。 

 

21.65 (1 )slip c s B yQ C a fµ σ α= + −∑ ∑   (8.5) 

μ：摩擦係数 (=0.8 とした)，Cc：コンクリートバネの圧縮力 (N)，as：各鉄筋の断面積 (mm2)，σB：コンクリート

の圧縮強度 (MPa)，fy：鉄筋の降伏応力 (MPa)，α：引張応力 fs に応じた低減係数（=fs/fy，α≦1） 

 

 

 

表 8-4 計算耐力 

試験体 

面内方向 面外方向 

せん断終局 

耐力 

wiQsu (kN) 

曲げ終局耐力

時せん断力 

wiQmu (kN) 

wiQsu/ 

wiQmu 

せん断終局 

耐力 

woQsu (kN) 

曲げ終局耐力

時せん断力

woQmu (kN) 

woQsu/ 

woQmu 

IT-1VH 
Nmax 818.7 1995.7 0.41 354.6 200.4 1.77 

Nmin 705.2 854.0 0.83 271.3 77.1 3.52 

IT-3VH 
Nmax 859.9 1995.7 0.43 375.2 239.7 1.57 

Nmin 746.4 854.0 0.87 279.0 77.1 3.62 

IT-3H 833.4 1995.7 0.42 362.0 214.4 1.69 
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図 8-3 断面解析要素分割（単位：mm） 

 

 

(a) コンクリート 
 

(b) 鉄筋 

図 8-4 断面解析における応力－ひずみ関係 

 

 

表 8-5 脚部すべり耐力および破壊モード判定（単位：kN） 

試験体 Qslip 1.40wiQsu wiQmu 
判定 

破壊モード 

IT-1VH 
Nmax 1598.2 1146.2 1995.7 せん断 

Nmin 633.5 987.3 854.0 脚部すべり 

IT-3VH 
Nmax 1637.1 1203.8 1995.7 せん断 

Nmin 659.9 1045.0 854.0 脚部すべり 

IT-3H 1618.2 1166.7 1995.7 せん断 

 

 

8.2.4. 載荷履歴 

IT-1VH および IT-3VH に関しては変動軸力下で水平二方向載荷を行った。IT-3H に関しては，一

定軸力下で水平二方向載荷を行った。 

水平二方向載荷履歴の概要を図 8-5 に示す。はじめに試験体を面外方向負側に加力し，所定の
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層間変形角（図中の[1]）に達した後，その面外方向変位を維持したまま面内方向負側に加力を行

った。所定の層間変形角（[2]）到達後は，面外，面内の順に層間変形角を 0 に戻し（[3]，[4]），

続けて正方向でも同様の載荷を行った（[5]→[8]）。図中の[1]→[8]までの経路を 1 サイクルとした。

各試験体ともに，面内方向層間変形角 Rx=0.05，0.10，0.25，0.50，0.75，1.0，1.5%の各ステップで

2 サイクルずつ載荷を行うものとした。ただし，各サイクルの[5]→[6]の面内方向水平荷重の最大

耐力が全体の面内方向最大耐力の 5 割を下回り，[6]ピーク点付近において面内方向水平荷重の増

加が見られない場合は，そのサイクルの[7]→[8]の面内方向水平荷重が 0 となる点までで載荷を終

了した。 

軸力の載荷履歴を図 8-6 に示す。woQmu は各軸力における面外方向曲げ終局耐力時せん断力をそ

れぞれ表す。IT-3H は 1370kN で一定軸力とした。IT-3VH は面外方向水平荷重が 0 の時点での軸

力を 685kN とし，圧縮側と引張側の目標の軸力における面外方向曲げ終局耐力時せん断力の 0.5

倍の面外方向水平荷重で目標の軸力に到達するように軸力を変動させた。IT-1VH は概ね IT-3VH

の載荷履歴と同様であるが，圧縮側の目標の軸力における面外方向曲げ終局耐力時せん断力の

0.25 倍の面外方向水平荷重で目標値に到達するように変動させた。これは，IT-3VH に比べ，IT-

1VH では同様の面内方向層間変形角に対する，面外方向層間変形角が小さく，面内方向最大耐力

点における面外方向水平荷重が小さくなることで，軸力が圧縮側の目標値に到達しない可能性が

考えられたためである。なお，面外方向正側加力時に圧縮側へ，負側加力時に引張側へ軸力を変

動させた。 

 

 
図 8-5 水平二方向載荷経路 

 
図 8-6 軸力載荷経路 

 

 

8.2.5. 載荷装置 

図 8-7 に載荷装置を示す。軸力および面外方向水平力は，試験体の上スタブに PC 鋼棒により

緊結した載荷用スタブを介して，1000kNジャッキ 2本ずつでそれぞれ試験体に作用させた。また，

面内方向水平力は試験体の上スタブ両側面に PC 鋼棒により緊結した鋼製治具を介して，2000kN
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ジャッキ 2 本で試験体に作用させた。 

面内方向はせん断スパン 1200mm の片持ち載荷とし，面外方向は，鉛直ジャッキの制御により

上下スタブの平行を保つことで逆対称変形載荷とした。また，面外方向ジャッキにより，試験体

のねじれ変形が発生しないように制御した。なお，軸力には上スタブ，載荷ブロック，面内方向

荷重の載荷治具の重量を含んでいる。下スタブと反力床を PC 鋼棒により緊結することで試験体

を固定した。 

 
図 8-7 載荷装置（単位：mm） 

8.2.6. 計測方法 

(1) 変位計 

図 8-8 に層間変形角および鉛直変位計測用の変位計の取り付け位置を示す。面内方向および面
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外方向の層間変形角は，それぞれ試験体四隅に取り付けた 4 つの変位計から得た上下スタブ間の

相対水平変位の平均値を試験区間高さ（900mm）で除して算出した。壁脚部東面には脚部の鉛直

方向縮み量およびすべり変形を計測するために図 8-9 に示す位置に変位計を設置した。南柱南面

および北柱北面には面外方向曲率を測定するために図 8-10 に示す位置に変位計を設置した。この

他，下スタブのズレの発生の有無を確認するための変位計および各ジャッキの加力角度を測定す

るための変位計をそれぞれ設置した。 

 

 

図 8-8 層間変形角・鉛直変位計測用変位計取り付け位置（単位：mm） 

 

 

図 8-9 脚部鉛直方向縮み量およびすべり変形計測用変位計取り付け位置（東面，単位：mm） 
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図 8-10 面外方向曲率算出用変位計取り付け位置（南北両面，単位：mm） 

 

 

(2) ひずみゲージ 

図 8-11 にひずみゲージの貼り付け位置を示す。鉄筋にはひずみゲージを貼り付け，ひずみを計

測した。鉄筋のひずみゲージは，側柱主筋に対しては両面貼りとし，それ以外の端部せん断補強

筋と壁筋に対しては片面貼りとした。せん断補強筋のひずみゲージは図 8-12 に示すように貼り付

けた。  

 

 
図 8-11 鉄筋ひずみゲージ貼り付け位置（単位：mm） 
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図 8-12 側柱せん断補強筋ひずみゲージ位置（単位：mm） 

 

 

(3) モーションキャプチャ 

 図 8-13 にモーションキャプチャにより変位を計測した反射マーカーの取り付け位置を示す。反

射マーカーには 12.7 mm の球形のものを 105 個用いた。計測用のカメラには，OptiTrack 社の Primex 

41 を 4 台用いた。計測範囲は試験体西面の試験区間全面とした。両面テープを用い，反射マーカ

ーを設置した。また，基準点として上下スタブにも反射マーカーを取り付けた。 

サンプリング周波数は 120Hz であるが，計測のタイミングは手動による静的計測と同時に行っ

ており，その瞬間の変位を測定している。計測の特性上，瞬間的なスパイクノイズや高周波ノイ

ズが発生し，計測値にはこれらのノイズが含まれる可能性がある。 

 

 
図 8-13 モーションキャプチャ反射マーカー取り付け位置（西面，単位：mm） 
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8.3. 実験結果 
8.3.1. 載荷経路 

 図 8-14 に面外方向層間変形角－面内方向層間変形角関係を，図 8-15 に軸力－面外方向水平荷

重関係をそれぞれ示す。なお，実験結果で用いる軸力，面内方向水平荷重，面外方向水平荷重

は，それぞれの方向のジャッキ 2 本分の荷重の合計ではなく，計 6 個のジャッキから，z，x，y

方向それぞれに入力される力の合計であることに留意されたい（算出方法は付録を参照）。 

いずれの試験体に関しても，概ね 8.2.4 項に示した載荷経路通りに載荷することができた。な

お，8.2.4 項に示した載荷終了の条件に則り，IT-3H では Rx=0.75%サイクル終了時に，IT-1VH お

よび IT-3VH では Rx=1.5%サイクル終了時に載荷を終了した。 

 

 
(a) IT-1VH 

 

(b) IT-3VH 

 

 

 
(c) IT-3H 

図 8-14 面外方向層間変形角－面内方向層間変形角関係 
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(a) IT-1VH 

 

(b) IT-3VH 

 

 

 
(c) IT-3H 

図 8-15 軸力－面外方向水平荷重関係 

 

 

8.3.2. 損傷経過 

 図 8-16 に Rx = 0.25%～1.0%の各サイクル終了時のひび割れ図を示す。ひびわれ図中の青線は正

側ピーク点（[5]，[6]，[7]点）において，赤線は負側ピーク点（[1]，[2]，[3]点）において観測した

ひび割れを，薄い灰色の範囲は剥離箇所を，濃い灰色の範囲は剥落箇所をそれぞれ示す。なお，

ひびわれ線が破線のものは面外方向加力後（[1]または[5]点）において観測したひび割れである。

また，黒破線は載荷前に生じていた初期ひび割れである。 

 

(1) IT-1VH 

 Rx = 0.05% 1 回目サイクルにおいて壁板にせん断ひび割れが発生した。Rx = 0.10% 1 回目サイク

ルにおいて側柱に曲げひび割れが発生した。Rx = 0.25%サイクルにおいて，側柱にせん断ひび割れ
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が発生した。Rx = 0.75% 1 回目サイクル正側において，壁板にコンクリートの圧壊による剥離や剥

落，細かいせん断ひび割れが発生した。その後，z = 750mm 付近のコンクリートを中心にコンクリ

ートの剥離および剥落が進行した。脚部における壁板とスタブのずれ変形は目視では確認できな

かったため，せん断破壊となったと判断した。 

 

(2) IT-3VH 

 Rx = 0.05% 1 回目サイクルにおいて壁板にせん断ひび割れが，側柱に曲げひび割れが発生した。

Rx = 0.25%サイクルにおいて，側柱脚部や頭部において圧壊が発生した。Rx = 0.50%サイクルにお

いて側柱にせん断ひび割れが発生した。また，同サイクル負側において目視で 1mm 程度の壁板と

下スタブ上面のずれ変形を確認した。その後のサイクルにおいては，面外方向加力時に側柱脚部

や頭部におけるコンクリートの剥離および剥落が進行し，面内方向加力時に壁板脚部におけるず

れ変形によるコンクリートの剥離および剥落が見られた。Rx = 1.5%サイクルでは，壁板脚部付近

の横筋が座屈することで，脚部コンクリートの広範囲での剥離および剥落が見られた。以上より

脚部すべり破壊となったと判断した。 

 

(3) IT-3H 

 Rx = 0.05% 1 回目サイクルにおいて壁板にせん断ひび割れが，側柱に曲げひび割れが発生した。

Rx = 0.25%サイクルにおいて，側柱脚部や頭部において圧壊およびせん断ひび割れが発生した。Rx 

= 0.50%サイクルにおいて z = 750mm 付近のコンクリートに圧壊による細かいせん断ひび割れや剥

離，剥落が見られた。その後，Rx = 0.75%サイクルにおいて，側柱脚部および頭部でのコンクリー

トの圧壊，壁板におけるコンクリートの圧壊が顕著となった。一方で，壁板とスタブのずれ変形

は目視では確認できなかったため，せん断破壊となったと判断した。 
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(a) IT-1VH 

 

(b) IT-3VH 

 

(c) IT-3H 

(1) Rx = 0.25%サイクル終了時 

 

169



 

(a) IT-1VH 

 

(b) IT-3VH 

 

(c) IT-3H 

(2) Rx = 0.50%サイクル終了時 
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(a) IT-1VH 

 

(b) IT-3VH 

 

(c) IT-3H 

(3) Rx = 0.75%サイクル終了時 
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(a) IT-1VH 

 

(b) IT-3VH 

(3) Rx = 1.0%サイクル終了時 

図 8-16 ひび割れ図 

 

 
図 8-17 ひび割れ図表示位置 

 

 

図 8-18 に載荷実験終了時の東面の写真を示す。せん断破壊となった IT-1VH および IT-3H では側

柱においてはせん断ひび割れやその周囲のコンクリートの剥離および剥落が見られ，また，壁板

においては z=750mm 付近のコンクリートを中心に剥落が発生した。一方で脚部すべり破壊となっ

た IT-3VH に関しては，壁板および側柱の脚部にコンクリートの剥離や剥落が集中しており，他 2
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試験体に見られたような側柱を貫くようなせん断ひび割れや，壁板上部でのコンクリートの剥離

や剥落は見られなかった。 

 

 

(a) IT-1VH 

 
(b) IT-3VH 

 
(c) IT-3H 

図 8-18 載荷実験終了時の写真（東面） 

 

8.3.3. モーションキャプチャシステムによる変形性状の計測 
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 図 8-19 に Rx = 0.25%～1.0% 1 回目サイクル正側ピーク[6]点での変形性状を示す。図中上下端の

マーカーは上下スタブの位置を示しているが，上下スタブに設置したマーカーによる計測値はカ

メラの画角によって計測不能となったものが存在したため，スタブに設置した x = ±570mm のマ

ーカー2 点の座標より線形補間（または外挿）により算出した。また，図 8-19 は変形を 20 倍に

拡大している。Rx = 0.50%サイクルまでは 3 試験体で殆ど差が見られない。Rx = 0.75%サイクルで

は，変動軸力を作用させた IT-1VH および IT-3VH は IT-3H と比べ上端のマーカーが全体的に上方

にある。これは，変動軸力により，軸力が 0kN になった際に，鉄筋が引っ張られたことによる残

留ひずみの影響と考えられる。また，同サイクルにおいては，IT-3VH のみ，下端のマーカーとそ

の 1 段上のマーカーに x 方向のずれが見られ，脚部すべり変形が発生したことが見て取れる。 

 

 
(a) IT-1VH 

 
(b) IT-3VH 

 
 

 
(c) IT-3H 

(1) Rx = 0.25% 1 回目サイクル[6]点 

 
(a) IT-1VH 

 
(b) IT-3VH 
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(c) IT-3H 

(2) Rx = 0.50% 1 回目サイクル[6]点 

 
(a) IT-1VH 

 
(b) IT-3VH 

 
 

 
(c) IT-3H 

(3) Rx = 0.75% 1 回目サイクル[6]点 

 
(a) IT-1VH 

 
(b) IT-3VH 

(4) Rx = 1.0% 1 回目サイクル[6]点 
図 8-19 変形性状（変形倍率 20 倍） 
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8.3.4. 水平荷重－層間変形角関係および最大耐力 

図 8-20～図 8-22 に水平荷重－層間変形角関係を示す。図中，△印で示した点は壁板において

せん断ひび割れの発生を確認した点，○印で示した点は最大耐力を記録した点（以降，最大耐力

点），□および■印で示した点は柱主筋のいずれかの計測箇所においてそれぞれ最初に引張降伏お

よび圧縮降伏した点である。なお，側柱主筋に貼り付けたひずみゲージから得られたひずみの値

が，材料試験結果の降伏応力 fyをヤング係数 Es で除した降伏時ひずみ εyを上回った場合に，その

箇所が降伏したと判定した。また，図中の破線は，面内方向に関してはせん断終局耐力の計算値

（式(5.1)），面外方向に関しては曲げ終局耐力時せん断力（面外方向：式(5.4)）をそれぞれ示す。

ただし，正負それぞれの計算値は目標軸力を用いて算出し，曲げ終局耐力時せん断力計算値につ

いては，目標軸力での P-Δ効果による見かけの耐力低下を含む。また，変動軸力を受けた IT-1VH

および IT-3VH に関しては面内方向水平荷重－層間変形角関係において，最大および最小目標軸

力に達していた点をプロットしたものを示す。 

側柱主筋の引張降伏は全試験体において Rx = 0.25% 1 回目サイクル負側において発生した。た

だし，引張降伏のタイミングとしては，IT-3VH では Ry = -0.45%付近，IT-3H では Ry = -0.63%付近，

IT-1VH は面外方向変形が目標値（Ry = -0.25%）に到達した後の面内方向載荷時となっており，面

外方向変形が大きく，変動軸力により軸力が小さくなることで，引張降伏は若干ではあるが早期

に発生した。 

一方で圧縮降伏は IT-1VH では Rx = 0.75% 1 回目サイクル正側，IT-3VH では Rx = 0.25% 1 回目サ

イクル負側（[2]→[3]点），IT-3H では Rx = 0.25% 1 回目サイクル負側（[8]→[1]点）において発生し

た。圧縮降伏は軸力が長期軸力（685kN）よりも大きくかつ，Ry = 0.50%を超える変形を受けた際

に発生したことがわかる。 

正側最大耐力点に関しては，一定軸力であった IT-3H が最も早く Rx = 0.50%サイクルで観測さ

れた。一方で同様の破壊モードとなった IT-1VH に関しては Rx = 0.75%サイクルで観測されてい

る。これは，IT-1VH に関して，負側での損傷が軸力が小さくなることでせん断変形よりも曲げ変

形に起因するものに集中したため，両側において壁板の圧壊が早期に進んだ IT-3H と比べ，正側

において，せん断破壊が発生する点が遅れたと考えられる。IT-3VH に関しては Rx = 0.50%のピー

ク点における水平荷重を Rx = 0.75%ピーク点において若干上回り，最大耐力点となった。IT-1VH

に関しては，最大耐力点における軸力が 1370kN となったが，IT-3VH に関しては，最大耐力点に

おける軸力が 1347kN となった。ただし，減少量 23kN は 1370kN の 2%未満となっており，非常

に小さいため，今後の検討では最大耐力点での軸力は IT-3VH を含め 1370kN であったとして検討

を行う。 
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(a) 面内方向 

 
(b) 面外方向 

 
(c) 面内方向軸力到達状況 

 

図 8-20 水平荷重－層間変形角関係（IT-1VH） 

 

 
(a) 面内方向 

 
(b) 面外方向 
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(c) 面内方向軸力到達状況 

 

図 8-21 水平荷重－層間変形角関係（IT-3VH） 

 

 
(a) 面内方向 

 
(b) 面外方向 

図 8-22 水平荷重－層間変形角関係（IT-3H） 

 

 図 8-23 に面内方向水平荷重－層間変形角関係および面内方向基準化せん断応力－層間変形角

関係の包絡線を示す。基準化せん断応力は，水平荷重を断面積で除して算出したせん断応力をコ

ンクリートの引張強度（=0.33 f'c ）で除したものである。また，最大耐力と最大基準化せん断応

力を表 8-6 に示す。最大基準化せん断応力に関して比較を行った場合，面外変形倍率が 1.0 であ

る IT-1VH は面外変形倍率が 3.0 である IT-3VH および IT-3H と比べ，同一変形角における基準化

せん断応力が全体的に高く，最大耐力点においては 12～14%程度高くなっている。これは，前章

までに示したように，面外方向変形の増大によって面内方向せん断耐力が減少することが原因と

して考えられる。一方で IT-3Hと IT-3VHは基準化せん断応力はRx = 0.50%まで殆ど差が見られず，

その後，Rx=0.75%において，せん断破壊となった IT-3H のみ耐力低下が見られる。IT-3VH におい

て明確に脚部すべり変形が観測されたのが Rx = 0.50%サイクルであることを考慮すれば，せん断
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耐力と脚部すべり耐力がほぼ同程度となっており，変動軸力により軸方向鉄筋の引張降伏やひび

割れ面での残留変形などが見られた IT-3VH でのみ脚部すべり破壊となったと考えられる。 

 表 8-6 には軸力が 0kN の計測点より得られた最大耐力を併せて示している。変動軸力を受けた

IT-1VH および IT-3VH では，負側の最大耐力は[2]→[3]点の面外方向の除荷時に軸力が増大した時

点で観測された。IT-1VH では 1228kN で，IT-3VH では 1370kN で最大耐力が記録された。[1]→[2]

点の面内方向加力時に観測された，軸力 0kN での最大基準化せん断応力は IT-1VH と比べ，IT-3VH

は 20%低く，正側と同様の傾向が見られた。 

 

 
(a) 水平荷重 

 
(b) 基準化せん断応力 

図 8-23 包絡線比較 

 

表 8-6 最大耐力および最大基準化せん断応力 

 

面内方向 面外方向 

最大耐力 

(kN) 

最大基準化 

せん断応力 

最大耐力 

(kN) 

最大基準化 

せん断応力 

IT-1VH 

正 1332.7 3.168 219.7 0.522 

負* -862.1 -2.049 
-152.7 -0.363 

負** -1160.1 -2.757 

IT-3VH 

正 1253.5 2.774 303.0 0.671 

負* -737.5 -1.632 
-210.7 -0.466 

負** -901.3 -1.995 

IT-3H 
正 1224.3 2.831 306.4 0.709 

負** -1165.3 -2.695 -327.7 -0.758 

*軸力が 0kN の時点のみ，**載荷全体 
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8.3.5. 面内方向変形成分 

 面内方向の水平変形を，曲げ変形成分 uf とせん断変形成分 us，脚部すべり変形成分 usl に次の方

法により分離した。はじめに，図 8-24 に示す点のモーションキャプチャによる測定値より，赤色

の矢印部分の変形を計測し，付録に記載の方法により曲げ変形成分と広義のせん断変形成分に分

離した。その後，図 8-24 に示す，脚部から 120mm の区間に設置した水平方向の 3 つの変位計（青

色の矢印）による計測値の平均値を脚部すべり変形成分とし，広義のせん断変形のうちから差し

引くことで狭義のせん断変形成分を算出した。ただし，今後単にせん断変形と表記した場合，こ

の狭義のせん断変形を示す。 

 図 8-25～図 8-27 に各サイクル 1 回目の正負両側の変形ピーク点（図 8-5 の[2]，[6]点）におい

て前述の方法により算出した面内方向の変形分離結果を示す。また，図 8-28 に各試験体のせん断

変形成分割合を比較した結果を示す。 

いずれの試験体も Rx=0.50%サイクルまでは，正負共にせん断変形が全体変形の 7～8 割程度と

なっている。その後脚部すべり破壊となった IT-3VH のみ脚部すべり変形が全体変形に対して増

加し，Rx = 1.5%サイクルでは全体変形の 5 割程度が脚部すべり変形となった。 

 

 
図 8-24 変形成分算出位置 
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(a) 正側（[6]点） 

  
(b) 負側（[2]点） 

図 8-25 面内方向変形分離（IT-1VH） 
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(c) 正側（[6]点） 

  
(d) 負側（[2]点） 

図 8-26 面内方向変形分離（IT-3VH） 

 

0

4

8

12

16
In

-p
la

ne
 la

te
ra

l d
is

pl
ac

em
en

t (
m

m
)

Flexure Shear Sliding Total

0

20

40

60

80

100

C
on

tri
bu

tio
n 

to
 to

ta
l d

is
pl

ac
em

en
t (

%
)

Flexure Shear Sliding

-16

-12

-8

-4

0

In
-p

la
ne

 la
te

ra
l d

is
pl

ac
em

en
t (

m
m

)

Flexure Shear Sliding Total

0

20

40

60

80

100

C
on

tri
bu

tio
n 

to
 to

ta
l d

is
pl

ac
em

en
t (

%
)

Flexure Shear Sliding

182



  
(e) 正側（[6]点） 

  
(f) 負側（[2]点） 

図 8-27 面内方向変形分離（IT-3H） 
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(a) 脚部すべり変形 

 
(b) せん断変形 

 
図 8-28 面内方向変形割合比較 

 

図 8-29 に以上に示した方法によって分離した曲げ変形，せん断変形および脚部すべり変形と面

内方向水平荷重の関係を示す。なお，グラフ中には各サイクルの面内方向変形ピーク点[2]，[6]に

おける関係のみを示している。最大耐力点以降に関していずれの変形が増大しているか，また，

最大耐力点以降の耐力低下した状態における各変形量の推移よりいずれの破壊モードとなったか

について検討を行う。 

IT-1VH に関して，軸力が 0kN の状態での最大耐力を記録した Rx = 0.50%サイクル負側において

曲げ変形が増大した。一方，同サイクル正側においては曲げ変形の増大は見られなかった。その

後，正側の最大耐力を記録した Rx = 0.75%では，正負両側においてせん断変形が増大した。Rx = 

1.5%サイクル負側では，曲げ変形が減少している。従って，軸力が 0kN での最大耐力は曲げ降伏

によって決定した一方で，正側の最大耐力はせん断破壊によって決定したと考えられる。正側の

せん断破壊によって発生した壁板コンクリートの圧壊によって，最終的に負側においてもせん断

破壊となった。なお，脚部すべり変形は最大耐力点以降，正負ともに減少している。従って，IT-

1VH は，正側はせん断破壊，負側は曲げ降伏後のせん断破壊となったと判断した。 

IT-3VH に関して，最大耐力点以降，せん断変形は減少しており，曲げ変形と脚部すべり変形が

増大している。従って，IT-3VH は脚部すべり破壊となったと判断した。なお，曲げ変形が増大し

た原因としては，脚部すべり破壊により，脚部コンクリートに圧壊が発生したことが考えられる。

なお，曲げ変形の増大は軸力が大きい正側のみで見られたことから，脚部コンクリートの圧壊が

軸力の大きい場合に発生しやすいと考えられる。 

IT-3H に関して，最大耐力点以降，曲げ変形と脚部すべり変形が減少しており，せん断変形が増

大している。従って，IT-3H は正負ともにせん断破壊となったと判断した。 

以上の検討結果は破壊性状より判断した場合の破壊モードと一致した。 
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図 8-29 面内方向水平荷重と各変形の関係 

 

 

8.3.6. 面外方向変形成分 

 図 8-30～図 8-32 に各サイクル 1 回目の正負両側変形ピーク点（[1]，[2]および[5]，[6]点）にお

いて付録に記載の方法から算出した面外方向の変形分離結果を示す。算出には図 8-10 に示した変

位計を用いた。変形の極めて小さい IT-1VH の Rx = 0.05%サイクルを除けば，概ね曲げ変形が全体

変形の 7 割程度となっており，曲げ変形が卓越している。これは，面内方向のせん断破壊や脚部

すべり変形の発生によらず，一定で推移していることから，面内方向の破壊が発生する以前に，

側柱の両端に塑性ヒンジが形成されていたと考えられる。 
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(a) 北側（正側[5]，[6]点） 

 

(b) 北側（負側[1]，[2]点） 

 

(c) 南側（正側[5]，[6]点） 

 

(d) 南側（負側[1]，[2]点） 

図 8-30 面外方向変形分離（IT-1VH） 
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(a) 北側（正側[5]，[6]点） 

 

(b) 北側（負側[1]，[2]点） 

 

(c) 南側（正側[5]，[6]点） 

 

(d) 南側（負側[1]，[2]点） 

図 8-31 面外方向変形分離（IT-3VH） 

 

0

20

40

60

80

100

0.
05

%
[5

]
0.

05
%

[6
]

0.
10

%
[5

]
0.

10
%

[6
]

0.
25

%
[5

]
0.

25
%

[6
]

0.
50

%
[5

]
0.

50
%

[6
]

0.
75

%
[5

]
0.

75
%

[6
]

1.
0%

[5
]

1.
0%

[6
]

1.
5%

[5
]

1.
5%

[6
]

C
on

tri
bu

tio
n 

to
 to

ta
l 

di
sp

la
ce

m
en

t (
%

)

Flexure Shear

0

20

40

60

80

100

0.
05

%
[1

]
0.

05
%

[2
]

0.
10

%
[1

]
0.

10
%

[2
]

0.
25

%
[1

]
0.

25
%

[2
]

0.
50

%
[1

]
0.

50
%

[2
]

0.
75

%
[1

]
0.

75
%

[2
]

1.
0%

[1
]

1.
0%

[2
]

1.
5%

[1
]

1.
5%

[2
]

C
on

tri
bu

tio
n 

to
 to

ta
l 

di
sp

la
ce

m
en

t (
%

)

Flexure Shear

0

20

40

60

80

100

0.
05

%
[5

]
0.

05
%

[6
]

0.
10

%
[5

]
0.

10
%

[6
]

0.
25

%
[5

]
0.

25
%

[6
]

0.
50

%
[5

]
0.

50
%

[6
]

0.
75

%
[5

]
0.

75
%

[ 6
]

1.
0%

[5
]

1.
0%

[6
]

1.
5%

[5
]

1.
5%

[6
]

C
on

tri
bu

tio
n 

to
 to

ta
l 

di
sp

la
ce

m
en

t (
%

)

Flexure Shear

0

20

40

60

80

100

0.
05

%
[1

]
0.

05
%

[2
]

0.
10

%
[1

]
0.

10
%

[2
]

0.
25

%
[1

]
0.

25
%

[2
]

0.
50

%
[1

]
0.

50
%

[2
]

0.
75

%
[1

]
0.

75
%

[2
]

1.
0%

[1
]

1.
0%

[2
]

1.
5%

[1
]

1.
5%

[2
]

C
on

tri
bu

tio
n 

to
 to

ta
l 

di
sp

la
ce

m
en

t (
%

)

Flexure Shear

187



 

(a) 北側（正側[5]，[6]点） 

 

(b) 北側（負側[1]，[2]点） 

 

(c) 南側（正側[5]，[6]点） 

 

(d) 南側（負側[1]，[2]点） 

図 8-32 面外方向変形分離（IT-3H） 

 

8.3.7. 面外方向曲率分布 

 図 8-33 およびに Rx = 0.25%，0.50%，0.75%各サイクル 1 回目の面外方向変形ピーク点（図 8-5

の[1]，[5]点）における南端および北端での面外方向の曲率分布を示す。面外変形の大きさや破壊

モードによらず，いずれの試験体も端部の 1 区間の曲率が主に増大している。また，反曲点が概

ね 450mm 付近にあることから，想定通りの載荷ができたと考えられる。 
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(a) 北端 

  
(b) 南端 

図 8-33 面外方向曲率分布（IT-1VH） 
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(a) 北端 

  
(b) 南端 

図 8-34 面外方向曲率分布（IT-3VH） 
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(a) 北端 

  

(b) 南端 

図 8-35 面外方向曲率分布（IT-3H） 

 

 

 

8.3.8. 側柱主筋ひずみ分布 

 図 8-36 に各試験体の Rx = 0.50%および Rx = 0.75%サイクル 1 回目[2]および[6]点での，試験体四

隅の側柱主筋のひずみ分布を示す。なお，計測点は z = -100，1，110，290，610，790，899mm の

7 箇所であるが，図中には試験区間のみを示す。図中のひずみ値は基本的に両面貼りしたひずみ

ゲージ 2 枚によるひずみ計測値の平均値であるが，✕印で示した計測点は計測不良により，片面

のひずみが計測できなかった点である。また，図中の破線は降伏応力をヤング係数で除すること
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で算出した降伏ひずみである。なお，ひずみは引張を正とする。 

 軸力の条件が同じ正側に関して，IT-3H と IT-3VH で比較すれば，Rx = 0.50%サイクルの時点で

は端部には差異が若干見られるが，概ね同様の分布を示している。一方で Rx = 0.75%サイクルで

は，IT-3VH の方が，全体的に引張側にひずみが発生しており，負側において IT-3VH のみが軸力

0kN となった影響を受けたと考えられる。一方で IT-1VH と IT-3VH を比較した場合，特に正側に

おいて z = 450mm を境界としてひずみの大小が入れ替わっている。これは，面外方向に逆対称曲

げ形式による載荷を行ったことで，z = 450mm を境界として曲率の方向が入れ替わっており，そ

の上で IT-3VH の面外方向曲率が IT-1VH よりも全体的に大きく生じていたためだと考えられる。 

 

 
(a)南西隅部 

 
(b)北西隅部 

 
(a)南西隅部 

 
(b)北西隅部 

  
(c)南東隅部 

 

(d)北東隅部 

 

(c)南東隅部 

 

(d)北東隅部 

 
(A) Rx=0.50% 1 回目[6]点 (B) Rx=0.75% 1 回目[6]点 
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(a)南西隅部 

 
(b)北西隅部 

 
(a)南西隅部 

 
(b)北西隅部 

  
(c)南東隅部 

 

(d)北東隅部 

 

(c)南東隅部 

 

(d)北東隅部 

 
(C) Rx=0.50% 1 回目[2]点 (D) Rx=0.75% 1 回目[2]点 

図 8-36 端部主筋ひずみ分布（横軸：ひずみ(%)，引張正） 

 

8.3.9. 脚部における軸方向鉄筋ひずみ 

 図 8-37～図 8-39 に軸方向鉄筋の下スタブ上面より 1mm 上方に設置したひずみゲージによる

計測値を示す。なお，側柱主筋のひずみは，8.3.8 項と同様に両面貼りしたひずみゲージ 2 枚によ

るひずみの平均値である。一方，壁縦筋のひずみは片面貼りとしたひずみゲージの計測値であり，

鉄筋の曲げの影響が含まれるが，壁縦筋の径は 6mm であるため，影響は小さいと考えられる。降

伏応力をヤング係数で除することで算出した降伏ひずみ（側柱主筋，壁縦筋ともに 0.20%）を図中

に破線で示している。なお，ひずみは引張を正とする。 

 せん断破壊となった IT-1VH および IT-3H では，Rx = 0.75%サイクル正側において，降伏ひずみ

を超えるような引張ひずみが生じている箇所が殆ど無い。一方，脚部すべり破壊となった IT-3VH

に関しては，圧縮側となる北側柱を含め，Rx = 0.75%サイクル正側において降伏ひずみを超えるよ

うな引張ひずみが生じている箇所が複数見られる。既往の研究例えば 8.9)，8.10)によれば，脚部すべり
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耐力はコンクリートの摩擦作用とダウエル作用により構成されるとされているが，このうちダウ

エル作用に関する抵抗力が脚部の軸方向鉄筋の降伏によって減少したと考えられる。また，この

ような差異が生じた理由としては，IT-3VH のみ，負側において大きな引張ひずみが生じており，

その残留ひずみが生じたためだと考えられる。 

 

 

 
(a) 正側ピーク（[6]点） 

 
(b) 負側ピーク（[2]点） 

図 8-37 軸方向鉄筋脚部ひずみ（IT-1VH） 

 

-0.4
-0.2

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1

-1200 -800 -400 0 400 800 1200

-0.4
-0.2

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1

Rx=0.05%
Rx=0.10%
Rx=0.25%
Rx=0.50%
Rx=0.75%
Rx=1.0%

-0.4
-0.2

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1

-0.4
-0.2

0
0.2
0.4
0.6
0.8

1

-1200 -800 -400 0 400 800 1200

Rx=0.05%
Rx=0.10%
Rx=0.25%
Rx=0.50%
Rx=0.75%
Rx=1.0%

194



 
(a) 正側ピーク（[6]点） 

 
(b) 負側ピーク（[2]点） 

図 8-38 軸方向鉄筋脚部ひずみ（IT-3VH） 
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(a) 正側ピーク（[6]点） 

 
(b) 負側ピーク（[2]点） 

図 8-39 軸方向鉄筋脚部ひずみ（IT-3H） 
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8.3.10. 脚部コンクリートひずみ 

 本項ではモーションキャプチャおよび変位計によって計測した脚部 120mm 位置でのコンクリ

ート表面の変形より測定した脚部コンクリートひずみを示す。脚部 120mm に設置したモーション

キャプチャ（MoCap）のマーカーおよび変位計（LVTD）の平面的位置を図 8-40 に示す。変位計

は東面，モーションキャプチャのマーカーは西面に設置した。モーションキャプチャの球形マー

カーの中心は，コンクリート表面から 17mm のもの（図中赤色のマーカー）と，コンクリート表

面から 39mm のもの（図中青色のマーカー）がある。なお，ここではマーカーおよび変位計はコ

ンクリート表面に対して垂直に設置できているものとする。 

 ひずみの算出は側柱と壁板で別の方法を用いた。なおいずれの方法においても x 方向（面内方

向）の変形については無視し，y 方向および z 方向の変形のみを考慮した。 

 

 

 
図 8-40 モーションキャプチャおよび変位計位置 

 

壁板に関しては，次の方法を用いた。はじめに図 8-41 に示す，コンクリート表面から 17mm，

39mm 位置それぞれでのマーカーの変位を算出する。ここで，図中に破線で示した位置には実際

にはマーカーを設置していないが，これらのマーカー（仮想マーカーと呼ぶ）位置での変位は，

その両隣のマーカーの変位から線形補間を行うことで算出した。なお，17mm 位置での最外部に

あるものに関しては，その 1 つおよび 2 つ内側のマーカーの変位から外挿して算出した。これら

の 2 列のマーカーの変位を，図 8-42 に示すように線形補間することで，壁板表面および中心位置

での変位（図中白色の○印で示した箇所）を算出した。ここで，マーカーの壁板表面からの距離，

角度および壁厚は変化しないものとした。各点と壁脚部の距離の変化量を変形前の 120mm で除す

ることでひずみとした。 
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図 8-41 壁板仮想マーカー位置（単位:mm） 

 

 
図 8-42 壁板におけるひずみ算出方法（単位:mm） 

 

 側柱に関しては，モーションキャプチャにより西面のひずみ，変位計により東面のひずみを算

出し，線形補間によって側柱表面および中心位置でのひずみを算出した。それぞれのひずみは図 

8-43 に示すように算出した。西面ひずみはモーションキャプチャによるマーカー位置と壁脚部の

位置の距離の変化量を，変化前の 120mm で除すことによって算出した。東面のひずみは，変位計

はコンクリート表面と垂直に設置されている状態が保持されるとし，変位計によって測定された

変形量を測定区間である 120mm で除すことによって算出した。なお，変位計は各側柱に 2 機のみ

取り付けており，側柱四隅に近い側のモーションキャプチャのマーカーと対応するひずみは直接

計測できていない。これに関しては，2 機の変位計によって求められたひずみを線形補間するこ

とで対応するひずみを求めた。 
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図 8-43 側柱におけるひずみ算出方法（単位:mm） 

 

 以上の方法によって算出したコンクリート表面でのひずみおよび中央位置でのひずみの分布を

図 8-44 に示す。グラフ中，実線によって示したものは，中央位置でのひずみであり，各色で塗り

つぶした範囲は各位置でのひずみの範囲を表している。つまり，塗りつぶしの境界が表面でのひ

ずみとなる。なお，ひずみは引張を正としている。 

 軸力が 1370kN で共通となる正側[6]点において，脚部すべり変形を確認した IT-3VH では，中央

位置でのひずみが他 2試験体と比べ，Rx = 0.50%サイクル以降で明らかに大きくなっている。また，

ひずみの範囲に関しても，同サイクル以降，引張側柱においては殆ど圧縮ひずみが発生していな

い。Rx = 0.50%サイクル以降では脚部すべり変形を目視にて確認しており，引張ひずみが生じてい

る領域が増大したことで，コンクリートの摩擦力が低下したことが推察される。一方で負側[2]点

に関して，IT-3VH の Rx = 0.50%サイクル以降において，圧縮ひずみが発生している領域が，明ら

かに他 2 試験体と比べ小さくなっている。従って負側[2]点で発生した引張ひずみが残留すること

で，正側においても引張ひずみが多くの領域で発生し，最終的にコンクリート摩擦力の低下につ

ながったと考えられる。 
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(a) Rx=0.25% 1 回目[6]点 

 
(b) Rx=0.25% 1 回目[2]点 

 
(c) Rx=0.50% 1 回目[6]点 

 
(d) Rx=0.50% 1 回目[2]点 

 
(e) Rx=0.75% 1 回目[6]点 

 
(f) Rx=0.75% 1 回目[2]点 

 
図 8-44 コンクリート脚部ひずみ分布（横軸：中心からの位置（mm）） 
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8.4. まとめ 
 本章では過去の実験において脚部すべり破壊が発生した試験体に対し，変動軸力を含む軸力条

件および面外方向変形量を変数として載荷実験を行った。本実験より得られた知見を以下に示す。 

 

- 試験体は 3 体作製し，面外変形倍率が 1.0 で 0～1370kN の変動軸力を受ける試験体（IT-1VH）

および面外変形倍率が 3.0 で 1370kN の一定軸力を受ける試験体（IT-3H）の 2 体はせん断破

壊，面外変形倍率が 3.0 で 0～1370kN の変動軸力を受ける試験体（IT-3VH）は脚部すべり破

壊となった。 

- 面内方向水平変形を曲げ変形，せん断変形および脚部すべり変形の 3 成分に分離した。結果

として，損傷過程により判断した破壊経過と同様の破壊モードが推定された。なお，IT-3VH

に関しては，軸力が 0kN となった負側で先行して脚部すべり破壊となり，その影響を受け，

軸力が 1370kN となった正側においても脚部すべり破壊となったと考えられる。 

- コンクリートの脚部 120mm のひずみを，モーションキャプチャおよび変位計によって計測

した。結果として，Rx = 0.50%サイクル以降において，IT-3VH の脚部コンクリートひずみが，

他 2 試験体のひずみと比べ引張側に増大しており，脚部コンクリートの摩擦作用の低下が推

察された。 
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9. 脚部すべり耐力評価手法を用いた検討 

9.1. はじめに 
本章では，8 章に示した脚部すべり破壊がせん断破壊に先行した IT-3VH の脚部すべり耐力に関

して，既存の脚部すべり耐力評価手法 9.1)，9.2)を用いて検討を行う。 

 

 

9.2. 脚部すべり耐力評価手法の概要 
 脚部すべり耐力評価にあたっては，井戸硲ら 9.1)，9.2)の提案した方法を用いる。井戸硲らは式(9.1)

によって耐震壁の脚部すべり耐力を評価する方法を提案している。式(9.1)はコンクリートの摩擦

作用による第 1 項と，軸方向鉄筋のダウエル作用による第 2 項より構成されている。 

 

( )21.65 1sl c s B yQ C a fµ σ α= + −∑ ∑   (9.1) 

 ここで，μ：摩擦係数，Cc：コンクリートバネ圧縮力，as：各鉄筋断面積，σB：コンクリート圧縮強度，fy：鉄筋

降伏応力，α：鉄筋の引張応力 fs に応じた低減係数（=fs/fy，α≦1）である。 
 

 式(9.1)における Cc および fs を算出するために，図 9-1 に示す解析モデルを用いた。節点 1 は，

完全固定とし，節点 2 は x 軸周りの回転を固定することで，面外方向において逆対称曲げ形式に

よる載荷条件を再現した。また，軸力および面内方向および面外方向水平力は節点 3 に作用させ

ることによって，面内方向の反曲点高さ1200mmを再現している。曲げ変形についてはMulti-Spring

（以下，MS）要素および中央弾性線材によって考慮しており，塑性曲げ変形に関しては端部に設

けた，長さ 120mm の MS 要素によって考慮している。一方，せん断変形については中央弾性線材

による弾性変形を面外方向のみ考慮しており，面内方向ではせん断変形が生じないように中央弾

性線材のせん断剛性を十分に大きくした。なお，中央弾性線材の断面二次モーメントおよびせん

断断面積は鉄筋を考慮せず，コンクリートのみで計算している。 

MS 要素の断面は，8 章において示した断面解析によるものと同様であり，図 9-2 に示すもので

ある。コンクリートは側柱に関してはコアコンクリートとカバーコンクリートとを区別し，壁板

に関してはすべてカバーコンクリートとした。コンクリートおよび鉄筋の応力－ひずみ関係を図 

9-3 に示す。コンクリートに関しては最大強度の 0.8 倍の応力までを材料試験より得られたヤング

係数で線形弾性とし，その後，NewRC モデル 9.3)，9.4)をもとに算出した最大強度点を指向した後，

コアコンクリートでは，ひずみ 1%時の NewRC モデル 9.3)，9.4)による応力点を，カバーコンクリー

トでは，ひずみ 0.4%で 0.2f'c となる点をそれぞれ最終折れ点とし，それ以降のひずみでは応力一

定とした。鉄筋は降伏強度までを材料試験より得られたヤング係数で線形弾性とし，降伏点以降

は剛性をヤング係数の 0.001 倍とした。 
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図 9-1 解析モデル（単位：mm） 

 
図 9-2 MS 要素分割（単位：mm） 

 

 

 

 

(a) コンクリート 
 

(b) 鉄筋 

図 9-3 MS 要素における応力－ひずみ関係 

 

 次節以降に示す，各載荷経路における解析結果の各ステップにおいて，脚部 MS 要素より取得

した Ccおよび fs を用いて，式(9.1)により，そのステップでの脚部すべり耐力を算出する。この

耐力が脚部に作用するせん断力と一致した点でのせん断力を，その載荷経路における脚部すべり

耐力とした（図 9-4）。なお，用いる解析モデルおよび解析結果による耐力の算出方法は文献 9.2)

において井戸硲らが提案した手法と同様である。しかし，井戸硲ら 9.1)，9.2)の試験体は，一定軸力

下で載荷を行ったものであるため，変動軸力下での載荷経路に関しては検討が行われていない。

従って，次節以降において載荷経路について検討を行った。なお，耐力の算出に際しては，はじ

めに負側の耐力について検討を行った。これは，8 章に示した通り，負側において先行して脚部

すべり変形が増大した結果に基づいている。 
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図 9-4 脚部すべり耐力算出の概要 9.2) 

 

9.3. 負側における耐力評価 
9.3.1. 載荷経路 

 本節においては，図 9-5 に示す載荷経路を用いて負側の脚部すべり耐力を算出した。なお，図

中の変形は，節点 3 の水平変位を示している。以降，面内方向変形および面外方向変形は，節点

3 の水平変位を示す。水平二方向載荷経路において，面外方向変形は 13.5mm とした。これは，負

側において脚部すべり変形が増大したのが Rx = 0.50%サイクルであり，対応する面外方向変形が

13.5mm であったためである。なお，解析モデルの拘束条件より，節点 2 と節点 3 の面外方向変形

は一致する。従って，節点 3 の面外方向水平変位（＝面外方向変形）が 13.5mm の場合，試験区間

である節点 1 と節点 2 の間には 13.5mm の水平変形が発生し，900mm で除することで面外方向変

形角が 1.5%となる。また，軸力載荷経路に関して，軸力は面外方向変形に応じて変化させた。載

荷実験においては面外方向水平荷重に応じて変化させていたが，解析の都合上，変形によって制

御を行った。従って，軸力が 0kN となった状態で面外方向変形角 Ry = 1.50%を維持し，面内方向

に加力を行い，この際に生じる面内方向せん断力によって脚部すべり耐力を算出した。 

 

 
図 9-5 負側耐力算出時の載荷経路 
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9.3.2. 耐力算出結果 

 図 9-6 に解析結果より得られたせん断力および脚部すべり耐力計算値と面内方向変形の関係を

示す。図中には，摩擦係数 μ を 0.6 から 1.1 まで 0.1 刻みで変化させた場合の曲線を示している。

また，灰色で示した領域は，脚部すべり耐力のうち，ダウエル作用による寄与分である。図中，

せん断力と各脚部すべり耐力の交点（○）より算出した脚部すべり耐力を表 9-1 に示す。表中に

は実験時，軸力 0kN の状態において記録された負側最大耐力を示している。実験時の最大耐力と

最も近い脚部すべり耐力計算値となったのは，μ = 1.0 の場合であった。文献 9.5)では，ひび割れ

面が“clean, free of laitance, and intentionally roughened to a full amplitude of approximately 1/4 in.”とな

った場合に μ = 1.0 となるとされている。今回は金属製ブラシによって打ち継ぎ面の目粗しを行い，

このような状態に近かったと考えられる。 

 

 
図 9-6 脚部すべり耐力算定（負側） 

 

表 9-1 脚部すべり耐力（負側） 

 
実験時 

最大耐力 

脚部すべり耐力 

μ = 0.6 μ = 0.7 μ = 0.8 μ = 0.9 μ = 1.0 μ = 1.1 

面内方向変形 (mm)  -0.441 -0.483 -0.528 -0.601 -0.763 -0.946 

耐力 (kN) -738 -537 -578 -619 -661 -720 -784 

 

 図 9-7 に，脚部すべり耐力が算出された時点での脚部のひずみ分布を示す。解析における脚部

ひずみは，脚部の MS 要素より算出した曲率を用い算出した。また，図中には実験時の Rx = 0.50% 

1 回目サイクル[2]ピーク点での脚部ひずみを示している。なお，実験時の最大耐力は Rx = 0.50% 1

回目サイクル[2]ピーク点で観測されている。また，実験時のひずみは脚部 120mm で計測した値で

あり，解析における MS 要素の塑性ヒンジ長さと一致している。実験時の最大耐力と脚部すべり

耐力計算値が概ね等しくなった μ = 1.0 の解析時のひずみ分布は実験時のひずみ分布と概ね一致し

た。 
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図 9-7 脚部ひずみ分布（負側） 

 

 

9.4. 正側における耐力評価 
9.4.1. 載荷経路 

負側での検討に基づき，本節においては図 9-5 に示す載荷経路を用いて正側の脚部すべり耐力

を算出した。水平二方向載荷経路では，負側においてμ=1.0 とした場合の脚部すべり耐力時面内

方向変形-0.763mm に基づき，-0.76mm の面内方向変形をはじめに与えた。脚部すべり変形発生後

は，面内方向水平荷重が脚部すべり耐力で一定になると仮定し，曲げ変形やせん断変形は変化し

ないとした。従って，面内方向において曲げ変形のみを考慮している本解析では，面内方向変形

を-0.76mm に保った状態で面外方向変形を 0 まで戻し，その後面内方向変形を 0 まで戻した。そ

の後，正側においても負側と同様に，Rx = 0.50%サイクルでの変形に基づき，13.5mm の面外方向

変形を生じさせた後に，面内方向変形を増大させた。この際に生じる面内方向せん断力によって

脚部すべり耐力を算出した。 
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図 9-8 正側耐力算出時の載荷経路 

 

9.4.2. 耐力算出結果 

図 9-9 に解析結果より得られたせん断力および脚部すべり耐力計算値と面内方向変形の関係を

示す。図中には，図 9-6 と同様に摩擦係数 μを 0.6 から 1.1 まで 0.1 刻みで変化させた場合の曲線

を示している。また，灰色で示した領域は，脚部すべり耐力のうち，ダウエル作用による寄与分

である。図中，せん断力と各脚部すべり耐力の交点（○）より算出した脚部すべり耐力を表 9-2 に

示す。表中には実験時の正側最大耐力を示している。なお，摩擦係数 μが 1.1 の場合には，脚部す

べり耐力とせん断力の曲線が交わらなかったため，せん断力の最大値である 1720kN 以上の脚部

すべり耐力を有すると推察される。実験時の最大耐力と最も近い脚部すべり耐力計算値となった

のは，μ = 0.7 の場合であった。従って，負側に比べ摩擦係数が 3 割程度低下していることが予測

された。井戸硲ら 9.1)の試験体では正負両側で同程度の最大耐力が記録されていることから，摩擦

係数には違いがなかったと考えられる。これは，IT-3VH に対して設定した載荷経路において，負

側において，軸力が 0kN となった時点で脚部すべり変形が生じ，その脚部すべり変形が生じた状

態で軸力を増加させ，正側において載荷を行ったことによって，脚部のひび割れ面の噛み合いの

劣化を早期に招くことになったためだと考えられる。 
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図 9-9 脚部すべり耐力算定（正側） 

 

表 9-2 脚部すべり耐力（正側） 

 
実験時 

最大耐力 

脚部すべり耐力 

μ = 0.6 μ = 0.7 μ = 0.8 μ = 0.9 μ = 1.0 μ = 1.1 

面内方向変形 (mm)  1.117 1.359 1.769 2.184 3.220 － 

耐力 (kN) 1253 1129 1268 1397 1551 1681 >1720 

 

 図 9-7 に，脚部すべり耐力が算出された時点での脚部のひずみ分布を示す。脚部ひずみの算出

方法は図 9-7 と同様である。図中には実験時の Rx = 0.50% 1 回目サイクル[6]ピーク点での脚部ひ

ずみを示している。実験時の最大耐力と脚部すべり耐力計算値が最も近い値を示した，μ = 0.7 の

解析時のひずみ分布は実験時のひずみ分布と概ね一致した。本解析では，負側での載荷による脚

部ひずみ分布が，実験時と概ね一致した点から正側に繰り返し載荷を行った。その上で正側の脚

部ひずみ分布が概ね一致したことから，脚部すべり耐力の低下は，正負繰り返し載荷による脚部

ひずみ分布の変化ではなく，軸力変動を含む繰り返し載荷による摩擦係数の低下が原因だと考え

られる。 
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図 9-10 脚部ひずみ分布（正側） 

 

 

9.5. 設計における脚部すべり破壊の考慮の方法に関する一考察・今後の課題 
9.5.1. 設計において脚部すべり破壊を考慮する方法に関する一考察  

実際の構造設計において，脚部すべり破壊を考慮する場合には，せん断破壊と同様に，脚部す

べり破壊を判定できるような要素を用いた，時刻歴応答解析を行うのが良いと考えられる。この

ような解析を用いて，せん断破壊と同様に脚部すべり破壊の発生が判定された時点で解析を終了

するような措置をとるのが最も厳密な方法であると考えられる。このような解析モデルに関して

は，今後，実験データをさらに拡充した上で開発を行う必要がある。 

また，脚部すべり破壊に関しては，軸力が小さい場合などに関しては，せん断破壊と比べ，最

大耐力点以降の耐力低下が低い，曲げ破壊先行型の部材に近い履歴が得られる場合が存在する（例

えば井戸硲ら 9.1)）。このような場合に関しては上記のようなせん断破壊と同様の扱いをせずに，

曲げ破壊と同等の取り扱いを適用できる可能性があるが，現時点では，実験データが限られ，そ

の可否の判定を設けるのは妥当ではないと考えられる。従って，脚部すべり耐力に関する実験デ

ータの拡充は今後の検討課題である。 
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9.5.2. 構造設計において脚部すべり破壊を考慮するために必要な今後の検討課題 

ひび割れ面でのすべり変形に関する研究は，Paulay ら 9.6)，Walraven ら 9.7)，Trost ら 9.8)など，様々

行われている。また，骨材の噛み合いモデルが，Li ら 9.9)，Moradi ら 9.10)，Trost ら 9.8)などによっ

て提案されている。しかし，これらの研究は，大きな軸力変動を伴う本実験におけるひび割れ面

での挙動は対象とされておらず，ひび割れ幅や作用する軸力を一定に保ったものが殆である。ま

た，これらのモデルを耐震壁部材全体に適用し，脚部すべり挙動を再現した研究は存在しない。

耐震壁の脚部すべり挙動が発生する条件を把握するためには，大きな軸力変動を伴うような条件

下での要素実験の実施や，それに基づいた要素モデルの部材への拡張が必要だと考えられる。 

 

 
9.6. まとめ 
 本章では 8 章において示した，脚部すべり破壊が発生した試験体（IT-3VH）に対し，既存の脚

部すべり耐力評価手法を用い，脚部すべり耐力に三方向加力条件が及ぼす影響について検討を行

った。以下に得られた知見を示す。 

 

- 井戸硲ら 9.2)によって提案された脚部すべり耐力評価法に基づき，脚部すべり耐力の評価を

行った。実験時の脚部危険断面のひずみ分布を算定するために，MS 要素を含む解析モデル

を用いた。Rx = 0.50%サイクルにおける面外方向変形を考慮した載荷経路によって脚部すべ

り耐力を評価した結果，実験時，軸力 0kN の状態で観測された負側の最大耐力を，摩擦係数

μ = 1.0 の場合に評価することができた。 

- 正側の最大耐力の評価にあたって，解析では，負側での載荷の影響を考慮し，負側において

脚部すべり耐力が算出された変形から，変形を 0 に戻し，その後，正側に変形を与えた。結

果として，摩擦係数 μ = 0.7 の場合に正側最大耐力を評価することができた。従って正側は，

負側と比べ 3 割適度の摩擦係数の低下が見込まれた。 

- 上記の脚部すべり耐力算出時の脚部 120mm のひずみ分布は，実験結果と概ね一致した。従っ

て，脚部すべり耐力の低下は，正負繰り返し載荷による脚部ひずみ分布の変化ではなく，軸

力変動を含む繰り返し載荷による摩擦係数の低下が原因だと考えられる。 
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10. 結論

10.1. 研究内容に関して 
本研究では，建物内の部材の実挙動を考慮した耐震壁の構造性能評価法について検討を行った。

はじめにせん断挙動および脚部すべり挙動がそれぞれ支配的となる耐震壁に対して，軸力条件お

よび面外方向変形量をパラメータとした三方向加力実験を行った。その後，せん断耐力および脚

部すべり耐力それぞれに対して，三方向加力時の耐力評価法について検討を行った。また，せん

断耐力に関しては，過去の実験データベースを用いて，設計において三方向加力条件を考慮する

必要性について検討を行った。次節以降にせん断挙動と脚部すべり挙動に大別して得られた知見

を示す。

10.2. 得られた知見（せん断挙動） 
10.2.1. せん断破壊先行型試験体の加力実験および有限要素解析 

- 柱型を有する試験体（I 型断面）と柱型を持たない試験体（矩形断面）の 2 種類の形状を設定

し，それぞれに対して，軸力条件，面外方向変形量および面外方向反曲点高さを変数として

三方向加力実験を行った。軸力条件には，軸力比 0.20 で一定軸力および軸力比-0.33～0.20 で

変動軸力の 2 種類を含む。ここで軸力比は軸力が圧縮の場合には全断面積とコンクリート圧

縮強度の積に対する軸力の比，軸力が引張の場合には軸方向鉄筋（I 型断面：側柱主筋，矩形

断面：端部主筋および壁縦筋）の降伏耐力に対する軸力の比である。面外方向変形は，最大

で面内方向の 3 倍とした。面外方向反曲点高さは試験区間内法高さの 1/2 とした試験体を基

本とし，試験区間に単曲率が作用する試験体を設定した。実験変数に関わらず，全試験体に

おいて計画通りの載荷を行うことができた。また，全試験体において，設計時の想定通り，

せん断破壊となった。

- 実験時，材料特性値にばらつきが見られたため，最大耐力に関して，有限要素解析を用いた

検討を行った。有限要素解析モデルは最大耐力点までの面内方向水平荷重－層間変形角関係

を精度よく評価し，妥当性が確認された。

- 断面形状や軸力条件に関わらず，面外方向変形量の増大に伴い，面内方向最大耐力が減少し

た。一方で，最大耐力点における軸力比が同様であれば変動軸力において経験した最小軸力

の大きさは面内方向最大耐力に大きな影響を及ぼさなかった。面外方向反曲点高さが試験区

間内法高さの 1/2 の場合に比べ，試験区間に単曲率が作用する場合には，同面外方向変形量

での面内方向最大耐力の減少量が小さくなった。

- せん断ひび割れが壁板に発生することによって壁板が膨らむのを側柱が抑制する抵抗剛性

（水平方向抵抗剛性）を，有限要素解析モデルを用いて算出した。柱型の有無によって傾向

の程度は異なるが，水平方向抵抗剛性と面内方向最大耐力には強い相関関係が見られた。
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10.2.2. せん断終局耐力評価法 

- 以上の有限要素解析モデルでの検討結果に基づき，面外方向変形を考慮したせん断終局耐力

評価法を提案した。ここでは，変動軸力試験体に関しては，その影響が軽微であるとして，

最大耐力点における軸力を用いて耐力を評価した。水平方向ひずみと最大耐力の低下量の関

係に基づき，提案手法では水平方向の剛性を低減することで，三方向加力条件によるせん断

終局耐力の変化を評価した。 

- 本評価手法は，既報 10.1)において著者が提案した方法を修正したものであり，次の 3 点の修正

を行った。1 点目は面外方向反曲点高さが部材内法高さの半分となる場合以外への対応，2 点

目は矩形断面部材への対応，3 点目は計算精度の向上および計算過程の簡略化である。 

- 実験試験体 12 体に対して，提案手法の精度検証を行った。実験値を提案手法による計算値で

除した比に関して，試験体形状に依らず標準偏差が 0.04 以下となり，高い評価精度を与えた。

提案手法による計算値と津田の手法による計算値を比較することによって，三方向加力条件

によるせん断終局耐力の低下率もしくは低下量を高い精度で予測できると考えられる。 

 

10.2.3. 実験データベースを用いた設計法の検討 

- 過去の実験データベースにおいて提供されているデータのみで三方向加力を受けた状態での

せん断終局耐力を算出可能とするために，上記のせん断終局耐力評価法（MS モデル法）に基

づき，簡易的な評価手法（簡易法）を提案した。簡易法は MS モデル法と同等の高い精度で

評価することができた。 

- 余裕度を実験時の最大耐力をせん断終局耐力計算値に対する比と定義し，耐力残存率との積

をとることによって，面外方向加力時の余裕度を算出した。広沢 mean 式による余裕度の平

均値は，面外方向変形がない場合と比べ，面外方向変形角 1.50%時では 9%低下した。 

- 試験体の各パラメータと耐力残存率の関係を検討し，面外方向変形によって耐力低下が発生

しやすい試験体諸元について検討した。壁横筋比，壁縦筋比および主筋比が小さい場合，内

法高さを端部拘束領域幅で除した値が大きい場合に耐力低下量が大きくなると推察された。 

 

 

 

10.3. 得られた知見（脚部すべり挙動） 
10.3.1. 脚部すべり破壊先行型試験体の加力実験 

- 試験体は 3 体作製し，面外変形倍率が 1.0 で 0～1370kN の変動軸力を受ける試験体（IT-1VH）

および面外変形倍率が 3.0 で 1370kN の一定軸力を受ける試験体（IT-3H）の 2 体はせん断破

壊，面外変形倍率が 3.0 で 0～1370kN の変動軸力を受ける試験体（IT-3VH）は脚部すべり破

壊となった。 

- 面内方向水平変形を曲げ変形，せん断変形および脚部すべり変形の 3 成分に分離した。結果
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として，損傷過程により判断した破壊経過と同様の破壊モードが推定された。なお，IT-3VH

に関しては，軸力が 0kN となった負側で先行して脚部すべり破壊となり，その影響を受け，

軸力が 1370kN となった正側においても脚部すべり破壊となったと考えられる。 

- コンクリートの脚部 120mm のひずみを，モーションキャプチャおよび変位計によって計測

した。結果として，Rx = 0.50%サイクル以降において，IT-3VH の脚部コンクリートひずみが，

他 2 試験体のひずみと比べ引張側に増大しており，脚部コンクリートの摩擦作用の低下が推

察された。

10.3.2. 脚部すべり耐力評価法 

- 井戸硲ら 10.2)によって提案された脚部すべり耐力評価法に基づき，脚部すべり耐力の評価を

行った。実験時の脚部危険断面のひずみ分布を算定するために，MS 要素を含む解析モデル

を用いた。Rx = 0.50%サイクルにおける面外方向変形を考慮した載荷経路によって脚部すべ

り耐力を評価した結果，実験時，軸力 0kN の状態で観測された負側の最大耐力を，摩擦係数

μ = 1.0 の場合に評価することができた。

- 正側の最大耐力の評価にあたって，解析では，負側での載荷の影響を考慮し，負側において

脚部すべり耐力が算出された変形から，変形を 0 に戻し，その後，正側に変形を与えた。結

果として，摩擦係数 μ = 0.7 の場合に正側最大耐力を評価することができた。従って正側は，

負側と比べ 3 割適度の摩擦係数の低下が見込まれた。

- 上記の脚部すべり耐力算出時の脚部 120mm のひずみ分布は，実験結果と概ね一致した。従

って，脚部すべり耐力の低下は，正負繰り返し載荷による脚部ひずみ分布の変化のみではな

く，軸力変動を含む繰り返し載荷による摩擦係数の低下も原因だと考えられる。

10.4. 総括・今後の課題 
 本研究においては，実際の建物において生じうる三方向加力条件が耐震壁部材のせん断挙動や

脚部すべり挙動に及ぼす影響を検証し，実際の設計においてこれらの影響を考慮する必要性の有

無について検討を行った。

 せん断終局耐力に関しては，水平二方向変形の影響を考慮した耐力評価法について検討し，高

い精度での評価を実現した。また，載荷実験において，研究例の存在しない，面外方向反曲点高

さを新たにパラメータとすることによって，実際の建物における正確な応力状態に基づき，耐力

評価を可能とすることができた。また，水平二方向変形の影響を実際の構造設計において考慮す

る必要があるかどうかを判断する際に有用な情報を提供することができた。しかし，この検討は

提案した面外方向変形時のせん断終局耐力評価法がいずれの部材の諸元を実験変数とした際にも

同様に高い精度を与えると仮定して行われたものである。従って，今後，本研究で耐力低下が発

生しやすいとされた場合に関して，実際にそのような傾向が見られるかについては，今後さらな
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る実験データの蓄積による検証が望まれる。 

 脚部すべり耐力に関しては，実際の建物において発生しうる，複雑な三方向加力条件が脚部す

べり挙動に与える影響を載荷実験を以って検証することができた。また，モーションキャプチャ

を用いた計測によって脚部の挙動について詳細に検討することができた。また，既往の耐力評価

法を用いることで，変動軸力下で起こりうる耐力低下の要因について特定することができた。し

かし，載荷条件が複雑であり，また脚部すべり破壊が生じた試験体数が限られるため，変動軸力

下における脚部すべり耐力の予測法については提案することができなかった。また，実際の設計

において脚部すべり破壊を考慮する必要性の有無に関しては，耐力の評価法に加え履歴性状の評

価も必要であるが，変動軸力が作用した際には履歴性状が複雑となることが要因で，これに関し

ても提案することができなかった。今後，本実験で得られた脚部の応力状態等を参考に，簡略化

した要素実験を行うなどして，耐力評価を可能とする必要性があると考えられる。 
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A1. 付録（載荷実験） 

A1.1. 使用材料情報 
A1.1.1. コンクリート調合 

 本論文で新たに作製した試験体に打設したコンクリートの設計条件および調合を示す。同一年

度に実施した実験では同じ調合のコンクリートを用いている。 

 

表 A コンクリート設計条件 

使用部位 
コンクリートの

種類による記号 
呼び強度 

(MPa) 
スランプ値 

(cm) 
粗骨材の最大寸法 

(mm) 
セメントの種類

による記号 

下スタブ*1 普通 33 18 15 N 
試験区間*1 
上スタブ*1 

普通 16 18 15 N 

下スタブ*2 普通 33 18 15 N 
試験区間*2 
上スタブ*2 

普通 16 18 15 N 

下スタブ*3 普通 33 18 15 N 
試験区間*3 
上スタブ*3 

普通 16 18 15 N 

*1: WB00-C20，WB15C-C20，WB30-C20T33 
*2: SR00-C20，SR30-C20，SR30-C20T33 

*3: SR30-C20T33a，IT-1VH，IT-3VH，IT-3H 

 

表 B コンクリート調合 

使用部位 
配合(kg/m3) 水セメント比 

(%) 
細骨材率 

(%) セメント 混和材 水 細骨材 粗骨材 混和剤 
下スタブ*1 402 0 181 808 878 4.020 45.0 49.2 
試験区間*1 
上スタブ*1 

295 0 189 892 860 2.950 64.0 52.1 

下スタブ*2 402 0 181 808 878 4.020 45.0 49.2 
試験区間*2 
上スタブ*2 

295 0 189 892 860 2.950 64.0 52.1 

下スタブ*3 402 0 181 808 878 4.020 45.0 49.2 
試験区間*3 
上スタブ*3 

295 0 189 892 860 2.950 64.0 52.1 

*1: WB00-C20，WB15C-C20，WB30-C20T33 
*2: SR00-C20，SR30-C20，SR30-C20T33 

*3: SR30-C20T33a，IT-1VH，IT-3VH，IT-3H 
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A1.1.2. 全材料試験結果 

 表 C に本論文に示した試験体に加え，文献 A1.1)および文献 A1.2)エラー! 参照元が見つかりま

せん。に示された試験体を含めた全試験体のコンクリートの材料試験結果を示す。コンクリート

の材料試験は載荷試験実施前日に実施した。 

 

表 C コンクリート材料試験結果 

試験体 
試験区間 下スタブ 

f ’c (MPa) fsp (MPa) Ec (GPa) f ’c (MPa) fsp (MPa) Ec (GPa) 
WB00-C20 28.3 2.69 21.6 47.6 3.22 27.3 

WB15C-C20 28.2 2.07 22.9 48.1 3.82 28.3 
WB30-C20T33 27.8 1.81 22.7 46.5 3.38 29.3 

WB15-C20 21.9 3.55 17.1 55.4 － 29.1 
WB15-C20T00 23.0 2.49 20.8 58.7 － 29.1 
WB15-C20T33 26.9 2.22 22.3 60.7 － 30.7 
WB30-C20T00 24.5 2.60 21.1 56.8 － 29.9 
WB00-C12A1.1) 
WB15-C12A1.1) 
WB30-C12A1.1) 

28.9 2.41 24.6 38.5 － 26.7 

SR00-C20 25.7 1.76 21.6 41.7 2.83 27.3 
SR30-C20 29.8 2.22 26.4 43.0 3.06 26.5 

SR30-C20T33 24.4 2.41 24.1 41.4 3.38 28.3 
SR30-C20T33a 29.5 2.41 24.8 39.3 3.03 26.2 

IT-1VH 24.8 2.28 22.2 40.6 2.89 25.3 
IT-3VH 28.6 2.81 23.9 40.2 2.72 26.4 
IT-3H 26.2 2.38 23.8 39.5 2.69 25.2 

IT-0LA1.2) 
IT-1LA1.2) 
IT-3LA1.2) 

29.0 2.47 24.8 27.9 2.10 24.7 

IT-2LA1.2) 31.1 2.68 27.4 25.5 2.01 22.9 
f’c：圧縮強度，fsp：割裂引張強度，Ec：ヤング係数（f’c/3 割線剛性），－は 

 

 表 D に全試験体の鉄筋の材料試験結果を示す。 

 

表 D 鉄筋材料試験結果 
(a) WB シリーズ（試験区間） 

試験体 
D6 (SD295A) D16 (SD345) S6 (KSS785) 

fy fu Es fy fu Es fy fu Es 
*1 372.5† 509.3 191.5 378.2 558.4 187.2 890.8† 1029 209.7 
*2 372.5† 509.3 191.5 378.2 558.4 187.2 886.6† 1010 193.2 
*3 474.1 536.1 198.2 381.0 549.7 185.6 851.8† 979.7 194.8 
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*4 444.7 529.6 178.7 366.7 542.8 190.4 1024† 1177 205.1 

 

(b) WB シリーズ（スタブ） 

試験体 
D13 (SD345) D25 (SD345) 

fy fu Es fy fu Es 
*1，*2 414.3 574.1 196.0 386.0 565.0 196.6 

*3 421.4 585.4 191.9 377.3 571.3 219.5 

 

(c) SR シリーズ（試験区間） 

試験体 
D6 (SD295) D16 (SD345) 

fy fu Es fy fu Es 
*5 389.0 532.2 193.5 379.6 574.7 185.1 
*6 421.7 533.9 206.3 390.8 586.8 185.5 

 

(d) SR シリーズ（スタブ） 

試験体 
D13-1 (SD345) D13-2 (SD345) D25 (SD345) 

fy fu Es fy fu Es fy fu Es 
*5 414.7 590.5 195.6 393.5 560.4 187.5 376.5 582.1 168.1 
*6 408.9 590.8 193.2 392.0 553.3 186.9 390.0 583.8 185.8 

※D13-2 は下スタブせん断補強筋の一部分（端部主筋間の 6 個）に用いた。 

 

(e) IT シリーズ（試験区間） 

試験体 
D6 (SD295) D10 (SD295) S6 (KSS785) 

fy fu Es fy fu Es fy fu Es 
*7 421.7 533.9 206.3 380.2 514.8 186.1 854.2 1002.9 196.5 
*8 430.5 523.5 174.9 344.2 484.8 190.4 840.7 995.1 197.6 

 

(f) IT シリーズ（スタブ） 

試験体 
D13-1 (SD345) D13-2 (SD345) D25 (SD345) 

fy fu Es fy fu Es fy fu Es 
*7 408.9 590.8 193.2 392.0 553.3 186.9 390.0 583.8 185.8 
*8 373.0 541.8 190.2 370.3 541.8 190.2 380.8 580.5 183.2 

※D13-2 は下スタブせん断補強筋の一部分（側柱主筋間の 4 個）に用いた。 

 
fy：降伏強度(MPa)，fu：引張強度(MPa)，Es：ヤング係数(GPa) 

*1：WB00-C20，WB30-C20T33，*2：WB15C-C20 
*3：WB15-C20，WB15-C20T00，WB15-C20T33，WB30-C20T00，*4：WB00-C12，WB15-C12，WB30-C12  

*5: SR00-C20，SR30-C20，SR30-C20T33，*6: SR30-C20T33a 
*7: IT-1VH，IT-3VH，IT-3H，*8: IT-0L，IT-1L，IT-2L，IT-3L 

†0.2%オフセット強度 



 

A-4 

 

 

A1.2. 軸力載荷経路における特異点 
 図 A に軸力載荷経路を，表 E に各特異点の値を示す。 

 

 
図 A 軸力載荷経路 

 

表 E 軸力載荷経路における特異点 

試験体 
目標最小軸力 長期軸力 目標最大軸力 

Qy,min (kN) Nmin (kN) NL (kN) Qy,max (kN) Nmax (kN) 
WB00-C20 － － 1321.1 － － 

WB15C-C20 － － 1316.5 － － 
WB30-C20T33 -39.4 -500.7 807.6 120.3 1297.3 

WB15-C20 － － 1022.3 － － 
WB15-C20T00 -59.4 0 668.3 91.6 1073.6 
WB15-C20T33 -39.9 -499.4 782.0 118.8 1256.2 
WB30-C20T00 -59.4 0 711.7 113.4 1143.2 
WB00-C12A1.1) 
WB15-C12A1.1) 
WB30-C12A1.1) 

－ － 840.0 － － 

SR00-C20 － － 1200.3 － － 
SR30-C20 － － 1391.4 － － 

SR30-C20T33 -21.2 -455.0 711.1 75.0 1142.3 
SR30-C20T33a -21.9 -471.5 857.7 56.8 1377.9 

IT-1VH -38.6 0 685.0 50.1 1370.0 
IT-3VH -38.6 0 685.0 119.9 1370.0 
IT-3H － － 1370.0 － － 

IT-0LA1.2) 
IT-1LA1.2) 

IT-2LA1.2) 
IT-3LA1.2) 

－ － 685.0 － － 
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A1.3. 載荷ブロックの設計 
図 B に載荷用スタブの寸法および配筋を示す。主筋には D25 鉄筋，せん断補強筋には D13 鉄

筋を用いた。載荷用スタブの東西方向には C 種 1 号φ32 の PC 鋼棒 12 本によりプレストレス力

を導入し，鉛直方向ジャッキ荷重によるひび割れを抑制した。使用した D25 鉄筋および D13 鉄筋

の材料強度は，表 D(b)の*3 で示した鉄筋の材料強度と同じである。また，コンクリートは WB15-

C20，WB15-C20T00，WB30-C20T00，WB15-C20T33 の下スタブに用いたものと同じ調合のものを

用いている。 

 

 
図 B 載荷用スタブ寸法・配筋図（単位：mm） 

 

 

 

A1.4. 作用荷重の算出 
 ジャッキの試験体側のピンに取り付けた変位計と面内方向および面外方向の層間変位を用いて，

各ジャッキの荷重からそれぞれの方向の荷重に変換した。ここで，面内方向，面外方向のジャッ

キから鉛直方向に入力される荷重は無視した。算出方法を式(A.1)～(A.6)に示す 

1

,

tan
W E

o
Q Q

ini i il
δ

θ θ
δ

−= =
−

  (A.1) 

,1

, ,

tan N

N

N

Q i
Q

ini o Q ol
δ

θ
δ

−=
−

 （QS も同様） (A.2) 
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2 2 2
, , ,W W WN N i N o ini vl lδ δ= + +  （NEも同様） (A.3) 

, ,cos cos sin sin W E

W E N S

W E

N i N i
i W Q E Q N Q S Q W E

N N

Q Q Q Q Q N N
l l
δ δ

θ θ θ θ= + − − + +   (A.4) 

, ,sin sin cos cos W E

W E N S

W E

N o N o
o W Q E Q N Q S Q W E

N N

Q Q Q Q Q N N
l l
δ δ

θ θ θ θ= + − − + +  (A.5) 

, ,

W E

ini v ini v
W E

N N

l l
N N N

l l
= +  (A.6) 

Qi：面内方向水平荷重，Qo：面外方向水平荷重，N：軸力，QW，QE：面内方向ジャッキのロードセルの荷重値（西

側および東側），QN，QS：面外方向ジャッキのロードセルの荷重値（北側および南側），NW，NE：鉛直方向ジャッ

キのロードセルの荷重値（西側および東側），δi：面内方向層間変位，δo：面外方向層間変位，i：面内方向，o：面

外方向，v：鉛直方向，lini,〇：〇方向ジャッキのピン間初期長さ，δ△,〇：△の荷重を与えるジャッキのピンの〇方向

の絶対変位 

 

 

A1.5. 変形分離 
 変形成分を曲げ変形とせん断変形に分離する方法を示す。それぞれの変形成分の算出には式

(A.7)～(A.12)を用いた。なお，式中の各記号は図 D を参照されたい。なお，n は縦方向の区間分

割数である。 

 

1 2i i
i L

δ δ
θ

−
=   (A.7) 

2 2
4 3

2
i i i

i
i

H L
H L

δ δ
γ

+ −
= ⋅   (A.8) 

12 2

n
i i

f i f i i i i i j
j i

H Hu u h Hθ θ θ
= +

 ′+ = ⋅ + ⋅ = ⋅ + 
 

∑   (A.9) 

s i i iu Hγ= ⋅   (A.10) 

( )
1

n

f f i f i
i

u u u
=

′= +∑   (A.11) 

1

n

s s i
i

u u
=

= ∑  (A.12) 



 

A-7 

 

 

図 C 

図 D 変形分離方法 

 

 

 

 

A1.6. 主ひずみ 
 モーションキャプチャによって四隅の点の変位を計測した四角形のグリッドに対して主ひずみ

を算出した。この際，図 E に示した d1～d6の 6 つの伸び量を用いて，式(A.13)～式(A.18)によっ

て最大主ひずみ εmax，最小主ひずみ εmin および主ひずみ方向 θを算出した。 
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図 E 主ひずみ算出方法 

 

3 4

2x
d d

L
ε

+
=   (A.13) 

1 2

2y
d d

H
ε

+
=   (A.14) 

2 2

5 6( )
2xy

L H d d
LH

γ +
= −   (A.15) 

2 2

max 2 2 4
x y x y xyε ε ε ε γ

ε
+ − 

= + + 
 

  (A.16) 

2 2

min 2 2 4
x y x y xyε ε ε ε γ

ε
+ − 

= − + 
 

  (A.17) 

1 arctan
2

xy

x y

γ
θ

ε ε
=

−
  (A.18) 

 

 

A1.7. IT シリーズの軸力決定方法 
 本節には 8 章に示した IT シリーズにおける軸力の決定方法について記す。本実験において想定

した建物は文献 A1.3)，A1.4)の集合住宅である。試験体の概要を図 F に示す。ここで，本実験の

試験体は１階妻面（X1，X4 構面）に配置された耐震壁（EW60）を模したものであり，軸力変動

は桁行方向に配置された梁のせん断力より決定した。なお，梁間方向連層耐震壁構面による転倒

モーメントによる軸力変動も考えられるが，載荷装置の制約や，載荷経路および載荷条件の単純

化のために，この影響は無視した。桁行方向の大梁の一覧を表 F に，スラブの一覧を表 G に，鉄

筋の材料試験結果を表 H にそれぞれ示す。 

 

d4

L

H

d5 d6

d3

d1 d2
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図 F 試験体の伏図・軸組図（単位：mm）A1.4) 
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表 F 対象建物の大梁一覧（断面図単位：mm）A1.4) 

 RG 06G 05G 

断面 

   
上端筋 3-D10 3-D10 4-D10 

下端筋 2-D10 2-D10 3-D10 

スターラップ 2-D4@75 2-D4@75 2-D6@125 

 04G 03G 02G 

断面 

   
上端筋 5-D10 6-D10 6-D10 

下端筋 4-D10 4-D10 4-D10 

スターラップ 2-D6@85 2-D6@85 2-D6@85 

 

表 G 対象建物のスラブ一覧 A1.4) 

 版厚  
短辺方向 

（桁行方向） 

長辺方向 

（梁間方向） 

基準階 S1 85 
上端 

下端 

D6@100 

D6@100 

D6@165 

D6@165 

 

表 H 対象建物に使用された鉄筋の材料試験結果 A1.4) 

 降伏強度 (MPa) 引張強度 (MPa) ヤング係数 (GPa) 

D6 379 518 197 

D10 379 553 190 

 

 

 これらの緒元より桁行方向の曲げ終局モーメントを計算した。このとき，上端筋にはスラブ筋

を含めた。ここでスラブ筋は 100mm 間隔であり，梁の幅を考慮すればスラブ幅は 3450mm である

ため，34×2 本存在するとした。従って，曲げ終局モーメントには 34 本の D6 を考慮した。曲げ
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終局モーメントは式(A.19)より算出した。有効せい d は圧縮縁から引張鉄筋の重心位置までの距

離とした。表 I に曲げ終局モーメントを示す。ここで表に示した曲げ終局モーメントは梁 1 本分

の値である。この曲げ終局モーメントが梁端に作用しているとし，梁の内法長さ l = 1,574mm を用

い，式(A.20)より梁に作用するせん断力を算出した。せん断力は表 I に併せて示している。 

 

0.9u t yM a dσ=   (A.19) 

Mu：曲げ終局モーメント，at：引張鉄筋断面積，σy：引張鉄筋降伏強度，d：有効せい 

ul uuM MQ
l
+

=   (A.19) 

 

表 I 桁行方向大梁の曲げ終局モーメント 

 
曲げ終局モーメント(kNm) 

せん断力 Q (kN) 
下端引張時 Mul 上端引張時 Muu 

RG 9.00 75.02 53.4 

06G 10.46 88.23 62.7 

05G 15.69 93.46 69.4 

04G 20.92 97.97 75.5 

03G 20.92 102.47 78.4 

02G 20.92 102.47 78.4 

 

以上の梁に作用するせん断力の合計値を 2 倍とすることで，X1，X4 構面 1 階に作用する変動

軸力を算出すると，835.5kN となる。この変動軸力を耐震壁と単独柱に分配する。X1 構面 1 階の

断面図を図 G に示す。ここでは，壁板は軸力を負担しないとして，それぞれの柱の断面積比によ

って変動軸力を分配した。従って，耐震壁は 196mm×226mm＋196mm×150mm＝73,696mm2，単

独柱は 196mm×226mm＝44,296 mm2で軸力を負担すると仮定すれば，耐震壁には 521.8kN の変動

軸力が作用する。 

 

 
図 G X1 構面 1 階断面図（単位：mm）A1.4) 
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ここで，IT シリーズの試験体は側柱の芯々間距離は 2,000mm であり，文献 A1.3)，A1.4)の対象

部材の 2,000mm/1,800mm＝1.11 倍となっている。従って，変動軸力は 521.8kN×1.112＝644.3kN と

計算される。長期軸力は同様の試験体に対して実験を行った文献 A1.2)より 685kN とした。従っ

て，変動軸力を 685kN に丸めることで，0～1370kN の変動軸力を設定した。 

 
 
 
A1.8. 参考文献 
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A2. 付録（耐力評価手法） 

A2.1. 耐力評価手法追加精度検証 
 堀田ら A2.1)は，本研究で対象とした井戸硲らの試験体 A1.1)と同様に，面内方向においてせん断破

壊が先行する耐震壁試験体に対して，水平二方向加力実験を行った。本節では，堀田らの試験体

に対して，本研究において提案した水平二方向加力時のせん断耐力評価手法を適用した。図 H お

よび表 J に対象とした試験体の配筋の詳細を示す。試験体は同形同配筋の縮小試験体 3 体であり，

実験変数は面外変形倍率である。SW-0，SW-2，SW-4 それぞれで面外変形倍率を 0，2，4 として

いる。 

コンクリートに関しては，圧縮強度と引張強度のみが記載されており，ヤング係数に関しては

表記がないため，以下の式(A2.1)より算出した。ここでコンクリートの気乾単位体積質量 γ は

23kN/m3 とし，Fc は圧縮強度を代入した。従って，全試験体に対して圧縮強度 f ’c を 32.5MPa，ヤ

ング係数 Ecを 25.1GPa として計算した。また，鉄筋に関しては，文献に記載の値（表 K）を用い

た。 
1/32

43.35 10
24 60

c
c

FE γ   = × × ×      
  (A2.1) 

 

 

図 H 堀田らの試験体（単位：mm）A2.1) 
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表 J 堀田らの試験体配筋詳細 A2.1) 

部材 寸法(mm) 配筋 鉄筋比(%) 

側柱 70×70 
主筋 6-D6 3.88 

せん断 
補強筋 

面内 2-3ϕ@20 1.01 
面外 2-3ϕ@20 1.01 

壁板 530×20 
縦筋 

3ϕ@50 0.71 
横筋 

 

表 K 鉄筋材料情報 A2.1) 

 使用箇所 降伏強度 (MPa) ヤング係数 (GPa) 

D6 主筋 405 190 

3ϕ 壁筋，側柱せん断補強筋 572 205 

 

堀田らの実験 A2.1)においては，面外方向変形を，面内方向変形の倍数として与える，線形の水平

二方向載荷経路を用いている。従って，WB シリーズや SR シリーズのように，サイクルごとに一

定の面外変形からせん断終局耐力を算出できない。ここでは，それぞれの試験体が最大耐力とな

った点の面内方向変形を文献 A2.1)中の荷重－変形角関係より読み取り，その値に面外変形倍率を

乗じることで耐力を算出する面外方向変形を算出した。対象とした変形角を表 L に示す。なお，

WB シリーズや SR シリーズで耐力を算出した変形角が最大で Ry=1.5%であり，SW-4 の Ry=4.0%

はそれを大きく超える値であることには注意されたい。 

 

表 L 最大耐力時変形角 

試験体名 面内方向変形角 (%) 面外方向変形角 (%) 

SW-0 0.92 － 

SW-2 0.91 1.82 

SW-4 1.00 4.00 

 

 端部の中立軸および曲率を得るにあたって，図 I に示す解析モデルを用いた。試験区間に関し

ては，WB シリーズや SR シリーズと同様のモデル化を行い，節点 1，2 間に，端部に Multi-spiring

要素，中央にせん断一軸バネを有する柱部材を設定した。それぞれのバネの設定方法は 6 章を参

照されたい。堀田らの実験では面外方向の反曲点高さを 200mm としており，逆対称曲げ形式で載

荷した WB シリーズや SR シリーズとは載荷条件が異なる。従って，試験区間頂部である節点 2

から 100mm 下部に節点 3 を設け，節点 2 と 3 を結ぶ剛棒を設けることによって，頂部と脚部に

1:2 でモーメントが発生するようにした。節点 3 に水平力および軸力を載荷している。節点 2 の水

平変位を試験区間内法高さ 300mm で除することで変形角を算出し，その値が，表の値となった点

での頂部と脚部の中立軸と曲率を用いて係数 α2 および αnyを算出した。 
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図 I 解析モデル（単位：mm） 

 

 実験時最大耐力と耐力算定値の比較を表 M に示す。表中の実験時最大耐力は，せん断破壊が生

じた方向での最大耐力であり，SW-0 では正側，SW-2，SW-4 では負側の最大耐力を用いた。SW-

0 および SW-2 では，提案手法の耐力算定値に対する実験時最大耐力の比が概ね一致しており，水

平二方向加力によるせん断終局耐力の低下を高い精度で予測できている。一方，SW-4 の提案手法

の耐力算定値に対する実験時最大耐力の比は，SW-0 と比べ低くなっている。また，SW-2 と SW-

4 の提案手法による耐力算定値が殆ど一定となっていることからも，耐力低下量を評価できてい

ない。これは，前述のように，WB シリーズや SR シリーズでは Ry=1.5%までの面外方向変形を対

象としていたことに起因すると考えられる。これ以上の面外方向変形が生じる際には，側柱コン

クリートの圧壊により，α2 がこれ以上に低下する可能性や，危険断面において，壁板部分に大き

な引張が生じ，圧縮ストラットの幅が想定しているよりも小さくなる可能性などが考えられる。

従って，Ry=1.5%を超えるような面外方向変形を受ける場合のせん断終局耐力評価については，今

後さらなる検討が必要だと考えられる。しかし，SW-2 の耐力低下率を精度よく評価できているこ

とから，Ry=1.5%程度までの耐力評価では高い精度を有すると言える。 

堀田らの試験体は，壁筋比が WB シリーズや SR シリーズと比べ 2.4 倍程度となっている。ま

た，面外方向のアスペクト比は WB シリーズは 5.83，SR シリーズは 10.5 であるのに対し，堀田

らの試験体は 4.29 と小さくなっている。一方，面外方向変形角が Ry=1.5%の際に，WB シリーズ

や SR シリーズでは，耐力低下率が 0.85～0.90 程度となっていたが，堀田らの試験体は，Ry=1.82%

においても耐力低下率が 5.4%となり，耐力低下率が小さい。これは，7 章に示した，壁筋比が大

きい場合や，面外方向アスペクト比が小さい場合には，同じ面外方向変形を受けた場合の耐力低

下率が小さくなるという結論と同調する結果となった。 
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表 M 耐力算定結果 

試験体 
実験時最大耐力 A2.1) 

(kN) 

津田の手法 

(kN) 

提案手法 

(kN) 

実験時最大耐力

／提案手法 

SW-0 104.6 110.3 110.3 0.95 

SW-2 99.0 110.3 105.5 0.94 

SW-4 84.0 110.3 105.3 0.80 

 

 

 

A2.2. 参考文献 
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に関する実験的研究，コンクリート工学年次論文集，Vol.40，No.2，pp.283-288，2018.6 

A2.2) 井戸硲勇樹，坂下雅信，谷昌典，西山峰広：せん断挙動が支配的な鉄筋コンクリート

造耐震壁の水平二方向加力実験，日本建築学会構造系論文集 第 735 号，pp.683-692，

2017 

 


	目次
	1章_20240119
	1. 序論
	1.1. 研究背景
	1.1.1. 日本における集合住宅に対する構造計算の現状
	1.1.2. 研究の現状

	1.2. 研究目的・研究内容
	1.3. 本論文の構成
	1.4. 参考文献
	1.1) 総務省：都市部への人口集中、 大都市等の増加について，https://www.soumu.go.jp/main_content/000452793.pdf （2023年11月24日閲覧）
	1.2) 国土交通省：分譲マンションストック数の推移（2022年末現在／2023年8月10日更新），https://www.mlit.go.jp/jutakukentiku/house/content/001625310.pdf （2023年11月24日閲覧）
	1.3) 「平成30年住宅・土地統計調査」（総務省統計局）（https://www.e-stat.go.jp/stat-search/files?stat_infid=000031821212）
	1.4) 国土交通省国土技術政策総合研究所ほか監修：2020年版 建築物の構造関係技術基準解説書，2020.10
	1.5) 田尻清太郎，楠浩一，杉本訓祥：RC建築物の構造計算入門　②RC建築物の保有水平耐力計算，コンクリート工学，Vol.53，No.11，pp.999-1003，2015.11
	1.6) 杉本訓祥ほか：縮小RC造耐震壁付きフレーム建物試験体の振動台実験における崩壊挙動　RC造建物の崩壊余裕度定量化のための研究開発，日本建築学会構造系論文集，第82巻，第741号，pp.1759-1768，2017.11
	1.7) 米澤健次，杉本訓祥，増田安彦，勝俣英雄：縮小RC造建物試験体の振動台実験に対する非線形有限要素解析　RC造建物の崩壊余裕度定量化のための研究開発，日本建築学会構造系論文集，第83巻，第746号，pp.589-599，2018.4
	1.8) 向井智久，渡邊秀和，坂下雅信，鹿嶋俊英，塩原等，衣笠秀行，谷昌典，毎田悠承，迫田丈志，金子治，田沼毅彦，成田修英：熊本地震で被災した鉄筋コンクリート造建築物を対象とした地震後継続使用確保に資する検討，建築研究資料，No.204，2021.10
	1.9) 遠藤文明，関松太郎，勝俣英雄，杉山公一：連層耐震壁の水平二方向加力実験（その1）（その2），日本建築学会関東支部研究報告集，1990
	1.10) 平石久廣，今西達也，福山洋，田中義成：二方向変形を受ける鉄筋コンクリート造耐震壁の曲げ降伏後の構造性状，日本建築学会構造系論文集，第450号，pp.89-98，1993.3
	1.11) 今西達也，平石久廣，藤井栄，森田司郎：二方向変形を受ける鉄筋コンクリート造耐震壁の面外方向の構造性状，日本建築学会構造系論文集，第466号，pp.97-105，1994.12
	1.12) 井上貴之，鈴木紀夫，別所佐登志，丸田誠：斜め方向の水平力を受ける鉄筋コンクリート造立体耐震壁のせん断強度，日本建築学会大会学術講演梗概集，構造IV，pp.433-436，1999
	1.13) Beyer K, Dazio A, Priestley MJN: Quasi-Static Cyclic Tests of Two U-Shaped Reinforced Concrete Walls, Journal of Earthquake Engineering, Vol.12(7): pp.1023-1053, 2008
	1.14) 佐藤充晴，壁谷澤寿海，金裕錫，福山洋：二方向水平力を受けるRC造耐震壁に関する実験的研究，コンクリート工学年次論文集，Vol.34，No.2，pp.115-120，2012.6
	1.15) 加藤周二ほか：柱型の無い鉄筋コンクリート造耐震壁の水平2方向載荷実験，構造工学論文集，Vol.60B，pp.59-64，2014.3
	1.16) 井戸硲勇樹ほか：水平二方向載荷がRC造耐震壁のせん断性状に与える影響，コンクリート工学年次論文集，Vol.36，No.2，pp.271-276，2014.6
	1.17) 井戸硲勇樹，坂下雅信，谷昌典，西山峰広：せん断挙動が支配的な鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二方向加力実験，日本建築学会構造系論文集，第82巻，第735号，pp.683-692，2017.5
	1.18) Almeida J, Prodan O, Rosso A, Beyer K: Tests on Thin Reinforced Concrete Walls Subjected to In-plane and Out-of-plane Cyclic Loading, Earthquake Spectra, Vol.33(1), pp.323-345, 2017
	1.19) 堀田久人，柴北洋佑：せん断破壊する鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二軸載荷挙動に関する実験的研究，コンクリート工学年次論文集，Vol.40，No.2，pp.283-288，2018.6
	1.20) Niroomandi A, Pampanin S, Dhakal RP, Ashtiani MS, Nokes R: Experimental Study on The Effects of Bi-Directional Loading Pattern on Rectangular Reinforced Concrete Walls, Earthquake Engineering Structural Dynamics, Vol.50, pp.2010-2030, 2021
	1.21) 井戸硲勇樹ほか：脚部すべりが支配的な耐震壁の耐力評価とモデル化，コンクリート工学年次論文集，Vol.38，No.2，pp.415-420，2016.6
	1.22) 山田諒：地震時の実挙動を考慮した鉄筋コンクリート造耐震壁の構造性能評価法の提案，京都大学大学院工学研究科修士論文，2021
	1.23) 向井智久ほか：実験データベースを用いた鉄筋コンクリート造部材の構造特性評価式の検証（2020年版），建築研究資料第197号，2020



	2章_20240119
	2. 既往の研究
	2.1. はじめに
	2.2. 建物試験体に対する振動台実験にみる耐震壁の地震時挙動
	2.2.1. RC造建物の崩壊余裕度定量化のための研究開発
	2.2.2. 建物実験結果から得られる知見と課題点

	2.3. 耐震壁の脚部すべり破壊に関する研究
	2.3.1. 載荷実験
	2.3.2. 脚部すべり耐力評価
	2.3.3. 脚部すべり破壊に関する研究の課題点

	2.4. 耐震壁の地震時挙動に関する部材試験体載荷実験
	2.4.1. 研究の概観
	2.4.2. 曲げ挙動が支配的な場合
	2.4.3. せん断挙動が支配的な場合
	2.4.4. 脚部すべり挙動が支配的な場合
	2.4.5. 耐震壁の地震時挙動評価に関する課題点

	2.5. 既往の研究を受けた本研究の位置づけ
	2.6. 参考文献
	2.1) 杉本訓祥ほか：縮小RC造耐震壁付きフレーム建物試験体の振動台実験における崩壊挙動　RC造建物の崩壊余裕度定量化のための研究開発，日本建築学会構造系論文集，第82巻，第741号，pp.1759-1768，2017.11
	2.2) 東京大学地震研究所，京都大学防災研究所，文部科学省研究開発局：RC建造物の崩壊余裕度定量化，都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト 総括成果報告書資料編 3.1.2
	2.3) 米澤健次，杉本訓祥，増田安彦，勝俣英雄：縮小RC造建物試験体の振動台実験に対する非線形有限要素解析　RC造建物の崩壊余裕度定量化のための研究開発，日本建築学会構造系論文集，第83巻，第746号，pp.589-599，2018.4
	2.4) 国土交通省国土技術政策総合研究所ほか監修：2020年版建築物の構造関係技術基準解説書，2020.10
	2.5) Paulay T, Priestley MJN, Synge AJ: Ductility in Earthquake Resisting Squat Shearwalls, ACI Journal, Vol.79(4), pp.257-269, 1982
	2.6) Hossein Mohammadi-Doostdar: Behaviour and Design of Earthquake Resistant Low-Rise Shear Walls, University of Ottawa Doctoral Thesis, 1994
	2.7) Salonikios TN, Kappos AJ, Tegos IA, Penelis GG: Cyclic Load Behavior of Low-Slenderness Reinforced Concrete Walls: Design Basis and Test Results, ACI Structural Journal, Vol.96(4), pp.649-660, 1999
	2.8) Luna BN, Rivera JP, Whittaker AS: Seismic Behavior of Low-Aspect-Ratio Reinforced Concrete Shear Walls, ACI Structural Journal, Vol.112(5), pp.593-604, 2015
	2.9) 細野純ほか：打継面処理と配筋がRC造耐震壁のすべりに及ぼす影響，コンクリート工学年次論文集，Vol.37，No.2，pp.355-360，2015
	2.10) 高橋之ほか：RC造耐震壁のすべり変形における打継処理と軸力の影響，コンクリート工学年次論文集，Vol.38，No.2，pp.871-876，2016
	2.11) 井戸硲勇樹ほか：水平二方向載荷がRC造耐震壁のせん断性状に与える影響，コンクリート工学年次論文集，Vol.36，No.2，pp.271-276，2014
	2.12) European Committee for Standardization: Eurocode 8 Design of structures for earthquake resistance - Part 1: General rules, seismic actions and rules for buildings, 2004
	2.13) Schuler H, Trost B: Sliding Shear Resistance of Squat Walls under Reverse Loading: Mechanical Model and Parametric Study, ACI Structural Journal, Vol.113(4), pp.711-721, 2016
	2.14) 井戸硲勇樹ほか：脚部すべりが支配的な耐震壁の耐力評価とモデル化，コンクリート工学年次論文集，Vol.38，No.2，pp.415-420，2016.6
	2.15) 日本建築学会：鉄筋コンクリート部材の構造性能評価の現状と将来，2019.9
	2.16) 遠藤文明，関松太郎，勝俣英雄，杉山公一：連層耐震壁の水平二方向加力実験（その1）（その2），日本建築学会関東支部研究報告集，1990
	2.17) 平石久廣，今西達也，福山洋，田中義成：二方向変形を受ける鉄筋コンクリート造耐震壁の曲げ降伏後の構造性状，日本建築学会構造系論文集，第450号，pp.89-98，1993.3
	2.18) 今西達也，平石久廣，藤井栄，森田司郎：二方向変形を受ける鉄筋コンクリート造耐震壁の面外方向の構造性状，日本建築学会構造系論文集，第466号，pp.97-105，1994.12
	2.19) 井上貴之，鈴木紀夫，別所佐登志，丸田誠：斜め方向の水平力を受ける鉄筋コンクリート造立体耐震壁のせん断強度，日本建築学会大会学術講演梗概集，構造IV，pp.433-436，1999
	2.20) Beyer K, Dazio A, Priestley MJN: Quasi-Static Cyclic Tests of Two U-Shaped Reinforced Concrete Walls, Journal of Earthquake Engineering, Vol.12(7): pp.1023-1053, 2008
	2.21) 佐藤充晴，壁谷澤寿海，金裕錫，福山洋：二方向水平力を受けるRC造耐震壁に関する実験的研究，コンクリート工学年次論文集，Vol.34，No.2，pp.115-120，2012.6
	2.22) 加藤周二ほか：柱型の無い鉄筋コンクリート造耐震壁の水平2方向載荷実験，構造工学論文集，Vol.60B，pp.59-64，2014.3
	2.23) 井戸硲勇樹ほか：水平二方向載荷がRC造耐震壁のせん断性状に与える影響，コンクリート工学年次論文集，Vol.36，No.2，pp.271-276，2014.6
	2.24) 井戸硲勇樹，坂下雅信，谷昌典，西山峰広：せん断挙動が支配的な鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二方向加力実験，日本建築学会構造系論文集，第82巻，第735号，pp.683-692，2017.5
	2.25) Almeida J, Prodan O, Rosso A, Beyer K: Tests on Thin Reinforced Concrete Walls Subjected to In-plane and Out-of-plane Cyclic Loading, Earthquake Spectra, Vol.33(1), pp.323-345, 2017
	2.26) 堀田久人，柴北洋佑：せん断破壊する鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二軸載荷挙動に関する実験的研究，コンクリート工学年次論文集，Vol.40，No.2，pp.283-288，2018.6
	2.27) Niroomandi A, Pampanin S, Dhakal RP, Ashtiani MS, Nokes R: Experimental Study on The Effects of Bi-Directional Loading Pattern on Rectangular Reinforced Concrete Walls, Earthquake Engineering Structural Dynamics, Vol.50, pp.2010-2030, 2021
	2.28) ACI Committee 318: Building Code Requirements for Structural Concrete (ACI 318-19) and Commentary(ACI 318R-19), 2019
	2.29) 山田諒：地震時の実挙動を考慮した鉄筋コンクリート造耐震壁の構造性能評価法の提案，京都大学大学院工学研究科修士論文，2021



	3章_20240119
	3. 柱型を有するせん断破壊先行型耐震壁部材の三方向載荷実験
	3.1. はじめに
	3.2. 実験概要
	3.2.1. 試験体概要
	3.2.2. 実験変数
	3.2.3. 材料特性
	3.2.4. 載荷履歴
	3.2.5. 載荷装置・計測計画

	3.3. 実験結果
	3.3.1. 損傷状況
	3.3.2. 水平荷重－層間変形角関係および最大耐力
	3.3.3. 変形成分
	3.3.4. 面外方向曲率分布

	3.4. まとめ
	3.5. 参考文献
	3.1) 山田諒：地震時の実挙動を考慮した鉄筋コンクリート造耐震壁の構造性能評価法の提案，京都大学大学院工学研究科修士論文，2021
	3.2) 井戸硲勇樹，坂下雅信，谷昌典，西山峰広：せん断挙動が支配的な鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二方向加力実験，日本建築学会構造系論文集 第735号，pp.683-692，2017
	3.3) 国土交通省国土技術政策総合研究所ほか監修：2020年版 建築物の構造関係技術基準解説書，2020.10
	3.4) ACI Committee 318: Building Code Requirements for Structural Concrete (ACI 318-19) and Commentary(ACI 318R-19), 2019



	4章_20240119
	4. 柱型を持たないせん断破壊先行型耐震壁部材の三方向載荷実験
	4.1. 本実験の意義
	4.2. 実験概要
	4.2.1. 試験体概要
	4.2.2. 実験変数
	4.2.3. 材料特性
	4.2.4. 載荷履歴
	4.2.5. 載荷装置
	4.2.6. 計測方法
	(1) 変位計
	(2) ひずみゲージ
	(3) モーションキャプチャ


	4.3. 実験結果
	4.3.1. 載荷経路
	4.3.2. 損傷経過
	(1) SR00-C20
	(2) SR30-C20
	(3) SR30-C20T33
	(4) SR30-C20T33a

	4.3.3. モーションキャプチャシステムによる変形性状の計測
	4.3.4. 水平荷重－層間変形角関係および最大耐力
	4.3.5. 変形成分
	(1) 面内方向変形成分
	(2) 面外方向変形成分

	4.3.6. 面内方向脚部すべり変形
	4.3.7. 面外方向曲率分布
	4.3.8. 端部主筋ひずみ分布
	4.3.9. 主ひずみ図

	4.4. まとめ
	4.5. 参考文献
	4.1) 日本建築学会：鉄筋コンクリート構造計算規準・同解説，2010
	4.2) 井上貴之，鈴木紀夫，別所佐登志，丸田誠：斜め方向の水平力を受ける鉄筋コンクリート造立体耐震壁のせん断強度，日本建築学会大会学術講演梗概集，構造IV，pp.433-436，1999
	4.3) 加藤周二，壁谷澤寿海，金裕錫，細川洋治，福山洋，谷昌典：柱型の無い鉄筋コンクリート造耐震壁の水平2方向載荷実験，構造工学論文集，Vol.60B，pp.59-64，2014
	4.4) 井戸硲勇樹，坂下雅信，谷昌典，西山峰広：せん断挙動が支配的な鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二方向加力実験，日本建築学会構造系論文集 第735号，pp.683-692，2017
	4.5) 国土交通省国土技術政策総合研究所ほか監修：2020年版 建築物の構造関係技術基準解説書，2020.10



	5章_20240119
	5. せん断破壊先行型耐震壁部材の有限要素解析を用いた検討
	5.1. はじめに
	5.2. モデル概要：WBシリーズ
	5.2.1. 解析モデル
	5.2.2. 載荷履歴
	5.2.3. 解析精度の検証
	(1) 水平荷重－層間変形角関係（モデルWB-A）
	(2) 水平荷重－層間変形角関係（モデルWB-B）
	(3) 最大耐力


	5.3. モデル概要：SRシリーズ
	5.3.1. 解析モデル
	5.3.2. 載荷履歴
	5.3.3. 解析精度の検証
	(1) 水平荷重－層間変形角関係
	(2) 最大耐力


	5.4. 面外方向変形の影響
	5.4.1. 本節の概要
	5.4.2. 最大耐力
	5.4.3. 水平方向ひずみおよび鉛直方向ひずみ

	5.5. 軸力変動の影響
	5.5.1. 本節の概要
	5.5.2. 最大耐力
	5.5.3. 水平方向ひずみおよび鉛直方向ひずみ

	5.6. 面外方向反曲点高さの影響
	5.6.1. パラメトリックスタディ概要
	5.6.2. 面内方向最大耐力
	5.6.3. 面外方向曲率分布
	5.6.4. 塑性回転角
	5.6.5. 水平方向抵抗剛性

	5.7. 水平方向抵抗剛性と耐力低下率の関係
	5.8. まとめ
	5.8.1. 面外方向変形による影響
	5.8.2. 軸力変動による影響
	5.8.3. 面外方向反曲点高さによる影響
	5.8.4. 水平方向抵抗剛性と面内方向最大耐力の関係

	5.9. 参考文献
	5.1) 山田諒：地震時の実挙動を考慮した鉄筋コンクリート造耐震壁の構造性能評価法の提案，京都大学大学院工学研究科修士論文，2021
	5.2) 井戸硲勇樹，坂下雅信，谷昌典，西山峰広：せん断挙動が支配的な鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二方向加力実験，日本建築学会構造系論文集 第735号，pp.683-692，2017
	5.3) 国土交通省国土技術政策総合研究所ほか監修：2020年版 建築物の構造関係技術基準解説書，2020.10
	5.4) 伊藤忠テクノソリューションズ（株）：FINAL/V11 ヘルプ
	5.5) 長沼一洋：三軸圧縮下のコンクリートの応力～ひずみ関係，日本建築学会構造系論文集，第474号，pp.163-170，1995.8
	5.6) Nakamura H., Higai T.: Compressive Fracture Energy and Fracture Zone Length of Concrete, Seminar on Post-peak Behavior of RC Structures Subjected to Seismic Load, JCI-C51E, Vol.2, pp.259-272, 1999.10
	5.7) Kupfer H.B., Gerstle K.H.: Behavior of Concrete under Biaxial Stress, Journal of the Engineering Mechanics Division, ASCE, Vol.99, No.EM4, pp.853-866, 1973.8
	5.8) 出雲淳一，島弘，岡村甫：面内力を受ける鉄筋コンクリート板要素の解析モデル，コンクリート工学，No.87.9-1，pp.107-120，1987.9
	5.9) 長沼一洋：平面応力場における鉄筋コンクリート板の非線形モデル 鉄筋コンクリート壁状構造物の非線形解析手法に関する研究（その１)，日本建築学会構造系論文報告集，第421号，pp.39-48，1991.3
	5.10) Al-Mahaidi,R.S.H.: Nonlinear Finite Element Analysis of Reinforced Concrete Deep Members,Report 79-1,Dep.of Structural Engineering, Cornell Univ., 1979.1
	5.11) ACI Committee 318: Building Code Requirements for Structural Concrete (ACI 318-19) and Commentary (ACI 318R-19), 2019
	5.12) S.P.Shah, A.Fafitis and R.Arnold: Cyclic Loading of Spirally Reinforced Concrete, ASCE, pp.1695-1710, 1983.7
	5.13) Ciampi V. et al.: Analytical Model for Concrete Anchorages of Reinforcing Bars Under Generalized Excitations, Report No. UCB/EERC-82/23, Univ. of California, Berkeley, 1982.11
	5.14) 長沼一洋，山口恒雄：面内せん断応力下におけるテンションスティフニング特性のモデル化，日本建築学会大会学術講演梗概集，構造Ⅱ，pp.649-650，1990.10
	5.15) 津田和明：鉄筋コンクリート造耐震壁のせん断強度算定法に関する研究，日本建築学会構造系論文集，第645号，pp.2069-2075，2009.11
	5.16) 武田高太郎，津田和明：鉄筋コンクリート造連層耐震壁のせん断終局強度算定法に関する研究，コンクリート工学年次論文集，Vol.42，No.2，pp.331-336，2020



	6章_20240119
	6. 三方向加力条件を考慮したせん断終局耐力評価法
	6.1. はじめに
	6.2. 提案手法
	6.2.1. 提案手法の概要
	6.2.2. 記号の定義
	6.2.3. 面外方向加力時の端部拘束領域の応力状態の把握
	6.2.4. 鉛直方向引張バネ剛性の低減
	6.2.5. 水平方向引張バネ剛性の低減
	6.2.6. 津田の手法6.2)によるせん断終局耐力の算出

	6.3. パラメトリックスタディに対する精度検証
	6.4. 実験結果に対する精度検証
	6.5. まとめ
	6.6. 参考文献
	6.1) 山田諒：地震時の実挙動を考慮した鉄筋コンクリート造耐震壁の構造性能評価法の提案，京都大学大学院工学研究科修士論文，2021
	6.2) 津田和明：鉄筋コンクリート造耐震壁のせん断強度算定法に関する研究，日本建築学会構造系論文集，第74巻，第645号，pp.2069-2075，2009
	6.3) 津田和明，江戸宏彰：鉄筋コンクリート造連層耐震壁の復元力特性（スケルトンカーブ）の算定法 鉄筋コンクリート造連層耐震壁の性能評価手法に関する研究（その1），日本建築学会構造系論文集，第569号，pp.97-104，2003
	6.4) （株）構造システム：SNAP ver.8 テクニカルマニュアル
	6.5) 国土技術政策総合研究所ほか監修：2020年版建築物の構造関係技術基準解説書，2020
	6.6) 日本建築学会：鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説，1999
	6.7) 田福勝，崎野健治，孫玉平：拘束RC柱の曲げ圧縮性状に及ぼす断面ひずみ勾配の影響，構造工学論文集，vol.43B, pp.191-198, 1997
	6.8) E.Hognestad: A Study of Combined Bending and Axial Load in Reinforced Concrete Members, University of Illinois Engineering Experimental Station, Bulletin Series No.399, pp.128, 1951



	7章_20240119
	7. 実験データベースを用いた設計法の検討
	7.1. はじめに
	7.2. 対象とした実験データ
	7.2.1. 対象データ
	7.2.2. 面外方向の破壊モード

	7.3. 提案手法の適用方法
	7.3.1. 簡易法の概要
	7.3.2. 簡易法の評価精度

	7.4. 広沢mean式による計算値に対する実験値の比に与える影響
	7.5. 耐力低下の発生しやすい条件に関する考察
	7.5.1. 相関係数による検討
	7.5.2. 単一パラメータを変化させた場合の検討
	7.5.3. 耐力残存率の小さい試験体に関する考察

	7.6. 設計における面外方向変形の考慮方法に関する一考察
	7.7. まとめ
	7.8. 参考文献
	7.1) 津田和明：鉄筋コンクリート造耐震壁のせん断強度算定法に関する研究，日本建築学会構造系論文集，第74巻，第645号，pp.2069-2075，2009
	7.2) 向井智久ほか：実験データベースを用いた鉄筋コンクリート造部材の構造特性評価式の検証（2020年版），建築研究資料第197号，2020
	7.3) 国土技術政策総合研究所ほか監修：2020年版建築物の構造関係技術基準解説書，2020
	7.4) E.Hognestad: A Study of Combined Bending and Axial Load in Reinforced Concrete Members, University of Illinois Engineering Experimental Station, Bulletin Series No.399, pp.128, 1951

	7.9. データベース抽出対象文献
	7.A1) 広沢雅也ほか：軸力をうける鉄筋コンクリート部材の強度とねばり : その1.矩形断面をした耐力壁の実験結果 ，日本建築学会学術講演梗概集 構造系 46，pp.817-818，1971.9
	7.A2) 小畠克朗：鉄筋コンクリート壁体の二軸曲げせん断強度に関する研究 : 第一報二軸曲げせん断実験の概要，日本建築学会論文報告集 No.285，pp.71-79，1979.11
	7.A3) 東洋一ほか：RC建物の耐震補強法に関する実験的研究 : その6.鉄骨ブレース等による骨組の補強-実験概要，日本建築学会学術講演梗概集 構造系 54，pp.1347-1348，1979.9
	7.A4) 二木紀男ほか：有開口鉄筋コンクリート耐震壁の変形と耐力について -壁板中央に壁板と相似な開口を有する壁体における開口の大小, 斜め補強筋・壁筋量の影響に関する実験的研究-，日本建築学会論文報告集 No.293，pp.69-83，1980.7
	7.A5) 吉崎征二ほか：多数の小開口を持つ鉄筋コンクリート耐震壁の強度と変形 : その2～3，日本建築学会学術講演梗概集 構造系 56，pp.1623-1626，1981.9
	7.A6) 富井政英ほか：1スパン1層および2スパン1層疑似連層耐震壁のせん断実験，日本建築学会学術講演梗概集 構造系 58，pp.2051-2052，1983.9
	7.A7) 加藤大介ほか：無開口後打耐震壁の耐力の評価に関する研究，日本建築学会論文報告集 No.337，pp.81-89，1984.3
	7.A8) 本岡順一郎ほか：鉄筋コンクリート造耐震壁の破壊機構に関する実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.6 No.0，pp.701-704，1984
	7.A9) 徳広育夫ほか：周辺架構の構造形式が異なる耐震壁の破壊性状とせん断耐力に関する実験的研究，日本建築学会構造系論文集 No.355，pp.88-98，1985.9
	7.A10) 城内哲彦ほか：せん断破壊するSFRC耐震壁の実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.8 No.0，pp.705-708，1986
	7.A11) 東端泰夫：壁板の局部破壊を誘発する目地を用いた鉄筋コンクリート耐震壁に関する研究　-水平加力実験-，日本建築学会構造系論文集 No.375，pp.73-82，1987.5
	7.A12) 高山誠：せん断力を受ける鉄筋コンクリート折板壁の弾塑性性状，日本建築学会構造系論文集 No.391，pp.36-44，1988.9
	7.A13) 白石一郎ほか：鉄筋コンクリート造耐震壁の最大耐力への壁筋の効果，日本建築学会構造系論文集 No.392，pp.34-45，1988.10
	7.A14) 荒井康幸ほか：鉄筋コンクリート連層耐震壁の耐力と変形性状に関する実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.10 No.3，pp.391-396，1988
	7.A15) 加藤大介ほか：鉄筋コンクリート造有開口壁のせん断補強法およびせん断耐力評価に関する実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.11 No.2，pp.573-578，1989
	7.A16) 佐藤和英ほか：高配筋耐震壁の復元力特性に及ぼす開口の影響，日本建築学会構造系論文集 No.418，pp.39-48，1990.12
	7.A17) 江崎文也：せん断型変形を受ける耐震壁の靭性改善のための補強法に関する実験的研究 : 側柱端部を鋼管で局部補強した場合，日本建築学会構造系論文集 No.426，pp.15-24，1991.8
	7.A18) 望月洵ほか：連層耐震壁の破壊モードの判別式，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.13 No.2，pp.559-564，1991
	7.A19) 小野里憲一ほか：耐震壁の強度と破壊モードの制御，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.14 No.2，pp.891-896，1992
	7.A20) 亘正剛ほか：13000kgf/cm2級の高強度せん断補強筋を用いたRC壁柱のせん断耐力，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.17 No.2，pp.405-410，1995
	7.A21) 小野正行ほか：開口壁の水平耐力の評価に関する研究，日本コンクリート工学会コンクリート論文集 Vol.7 No.2，pp.53-64，1996.7
	7.A22) 中谷佳恵ほか：高強度せん断補強筋を用いた壁柱のせん断耐力と破壊性状，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.18 No.2，pp.863-868，1996
	7.A23) 竹原雅夫ほか：高強度コンクリート耐震壁の破壊性状とマクロモデル，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.19 No.2，pp.1047-1052，1997
	7.A24) 大岡督尚ほか：廃ガラス発泡骨材を用いたコンクリート耐震壁の破壊性状，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.21 No.2，pp.1219-1224，1999
	7.A25) 小城圭史ほか：側柱を局部補強した偏在開口耐震壁の弾塑性性状に関する研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.22 No.3，pp.421-426，2000
	7.A26) 徳田俊宏ほか：一定速度の水平力を受けるRC有開口耐震壁の履歴性状，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.22 No.3，pp.445-450，2000
	7.A27) 松本智夫ほか：既存架構にPCaコッターを接着した増設耐震壁の構造性能，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.22 No.3，pp.1627-1632，2000
	7.A28) 松岡良智ほか：耐震壁の履歴性状に及ぼす載荷速度の影響に関する実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.23 No.3，pp.433-438，2001
	7.A29) 杉山智昭ほか：非構造壁を内蔵する鉄筋コンクリート造架構の構造性能に関する研究，日本建築学会構造系論文集 No.551，pp.111-118，2002.1
	7.A30) 藤井量久ほか：開口横壁板を補強したR C 有開口耐震壁の力学性状，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.24 No.2，pp.499-504，2002
	7.A31) 松岡良智ほか：R C 無開口耐震壁の変形と強度に及ぼす載荷速度の影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.24 No.2，pp.517-522，2002
	7.A32) 白都滋ほか：ビニロン短繊維補強モルタルを用いた耐震壁の実験，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.24 No.2，pp.529-534，2002
	7.A33) 別枝和美ほか：鋼管と鋼板を用いて補強した無開口耐震壁の耐震性能に関する研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.25 No.2，pp.589-594，2003
	7.A34) 溝口光男ほか：偏心引張力がRC耐震壁のせん断耐力に及ぼす影響に関する実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.25 No.2，pp.607-612，2003
	7.A35) 小野里憲一ほか：RC耐震壁の耐震性能に与える動的加力の影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.26 No.2，pp.547-552，2004
	7.A36) 東伸哉ほか：既存RC耐震壁の耐震補強法に関する研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.26 No.2，pp.583-588，2004
	7.A37) 溝口光男ほか：側柱の伸びが鉄筋コンクリート耐震壁のせん断耐力に及ぼす影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.26 No.2，pp.601-606，2004
	7.A38) 出井順二ほか：炭素繊維グリッドを用いたRC造無開口耐震壁の耐震補強・補修効果に関する実験的検討，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.26 No.2，pp.1321-1326，2004
	7.A39) 兼平雄吉ほか：壁が柱の外面にある耐震壁の耐震性能に関する実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.27 No.2，pp.463-468，2005
	7.A40) 相澤恩ほか：ポリマーセメントモルタルによる既存鉄筋コンクリート造耐震壁への増打ち補強に関する研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.28 No.2，pp.1129-1134，2006
	7.A41) 萩尾浩也ほか：CFRP板を用いた既存耐震壁の新規開口補強に関する研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.28 No.2，pp.1543-1548，2006
	7.A42) 山川哲雄ほか：耐震補強されたRC造耐震壁の正負繰り返し水平加力実験と耐震性能，日本建築学会構造系論文集 No.634，pp.2167-2174，2008.12
	7.A43) 壁谷澤寿成ほか：鉄筋コンクリート造耐震壁の形状および補強がせん断強度に与える影響，日本建築学会構造工学論文集 Vol.54B，pp.423-428，2008.3
	7.A44) 溝口光男ほか：鉄筋コンクリート耐震壁のせん断耐力に及ぼす側柱の伸びと太さの影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.30 No.3，pp.427-432，2008
	7.A45) 卜部藍ほか：大開口を有するRC壁のせん断耐力に関する実験的研究，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.31 No.2，pp.439-444，2009
	7.A46) 溝口光男ほか：側柱が伸びた柱補強筋比の大きな鉄筋コンクリート耐震壁のせん断耐力に及ぼす壁筋の影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.31 No.2，pp.445-450，2009
	7.A47) 閑田徹志ほか：耐震壁を対象とした新型ひび割れ誘発目地に関する実験研究，日本コンクリート工学会コンクリート論文集 No.21 Vol.3，pp.9-21，2010.9
	7.A48) 森貴規ほか：側柱が伸びた柱補強筋比の小さい鉄筋コンクリート耐震壁のせん断耐力に及ぼす壁筋の影響，日本コンクリート工学会年次大会報告書 Vol.33 No.2，pp.409-414，2011
	7.A49) 遠山誉ほか：RC造耐震壁の側柱拘束による補強効果 補強方法の提案と実験的検証，日本建築学会構造工学論文集 Vol.58B，pp.33-40，2012.3
	7.A50) 井戸硲勇樹ほか：水平二方向載荷がRC造耐震壁のせん断性状に与える影響，コンクリート工学年次論文集 Vol.36 No.2，pp.271-276，2014.7
	7.A51) 細野純ほか：打設面処理と配筋がRC造耐震壁のすべりに及ぼす影響，コンクリート工学年次論文集 Vol.37 No.2，pp.355-360，2015.7
	7.A52) 田中準一ほか：低強度コンクリートが使用された開口耐震壁のせん断破壊性状に及ぼす反曲点高さ比の影響，コンクリート工学年次論文集 Vol.37 No.2，pp.691-696，2015.7
	7.A53) 橋根靖弥ほか：開口間に施工される複数の非耐力方立壁の変形及び破壊性状に関する研究，コンクリート工学年次論文集 Vol.38，No.2，pp.49-54，2016.7
	7.A54) 井戸硲勇樹ほか：せん断挙動が支配的な鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二方向加力実験，日本建築学会構造系論文集 No.735，pp.683-692，2017.5
	7.A55) 細谷典弘ほか：壁筋比が損傷を受けたせん断破壊先行型耐震壁の構造性能に及ぼす影響の検討，コンクリート工学年次論文集 Vol.39 No.2，pp.259-264，2017.7
	7.A56) 堀田久人ほか：せん断破壊する鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二軸載荷挙動に関する実験的研究，コンクリート工学年次論文集 Vol.40 No.2，pp.283-288，2018.7
	7.A57) 孫憬玥ほか：鉄筋コンクリート造せん断壁の構造性能に端部拘束条件が及ぼす影響の検討，コンクリート工学年次論文集 Vol.41 No.2，pp.391-396，2019.7
	7.A58) 岩野哲也ほか：引張軸力を受ける鉄筋コンクリート造耐震壁のせん断強度に関する実験的研究，コンクリート工学年次論文集 Vol.42 No.2，pp.289-294，2020.7
	7.A59) 穴吹拓也ほか：鉄筋コンクリート造耐震壁のひび割れの適量化手法に関する研究，日本建築学会構造系論文集 Vol.86 No.782，pp.598-607，2021.4



	8章_20240119
	8. 脚部すべり破壊先行型耐震壁部材の三方向載荷実験
	8.1. 本実験の意義
	8.2. 実験概要
	8.2.1. 試験体概要
	8.2.2. 材料特性
	8.2.3. 実験変数
	8.2.4. 載荷履歴
	8.2.5. 載荷装置
	8.2.6. 計測方法
	(1) 変位計
	(2) ひずみゲージ
	(3) モーションキャプチャ


	8.3. 実験結果
	8.3.1. 載荷経路
	8.3.2. 損傷経過
	(1) IT-1VH
	(2) IT-3VH
	(3) IT-3H

	8.3.3. モーションキャプチャシステムによる変形性状の計測
	8.3.4. 水平荷重－層間変形角関係および最大耐力
	8.3.5. 面内方向変形成分
	8.3.6. 面外方向変形成分
	8.3.7. 面外方向曲率分布
	8.3.8. 側柱主筋ひずみ分布
	8.3.9. 脚部における軸方向鉄筋ひずみ
	8.3.10. 脚部コンクリートひずみ

	8.4. まとめ
	8.5. 参考文献
	8.1) 国立研究開発法人建築研究所：平成28年（2016年）熊本地震建築物被害調査報告（速報）建築研究資料，No.173，2016
	8.2) 杉本訓祥ほか：縮小RC造耐震壁付きフレーム建物試験体の振動台実験における崩壊挙動　RC造建物の崩壊余裕度定量化のための研究開発，日本建築学会構造系論文集，第82巻，第741号，pp.1759-1768，2017.11
	8.3) 細野純ほか：打継面処理と配筋がRC造耐震壁のすべりに及ぼす影響，コンクリート工学年次論文集，Vol.37，No.2，pp.355-360，2015
	8.4) 高橋之ほか：RC造耐震壁のすべり変形における打継処理と軸力の影響，コンクリート工学年次論文集，Vol.38，No.2，pp.871-876，2016
	8.5) 井戸硲勇樹ほか：水平二方向載荷がRC造耐震壁のせん断性状に与える影響，コンクリート工学年次論文集，Vol.36，No.2，pp.271-276，2014.6
	8.6) 国土交通省国土技術政策総合研究所ほか監修：2020年版 建築物の構造関係技術基準解説書，2020.10
	8.7) 日本建築学会：鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説，1999
	8.8) 田福勝・崎野健治・孫玉平：拘束RC柱の曲げ圧縮性状に及ぼす断面ひずみ勾配の影響，構造工学論文集，vol.43B, pp.191-198, 1997
	8.9) T. Paulay, M.J.N. Priestley, and A.J. Synge: Ductility in Earthquake Resisting Squat Shearwalls, ACI Journal, Vol.79, pp.257-269, July-August, 1982
	8.10) H. Schuler, B. Trost: Sliding Shear Resistance of Squat Walls under Reverse Loading: Mechanical Model and Parametric Study, ACI Structural Journal , Vol.113, No.4, pp.711-721, 2016



	9章_20240119
	9. 脚部すべり耐力評価手法を用いた検討
	9.1. はじめに
	9.2. 脚部すべり耐力評価手法の概要
	9.3. 負側における耐力評価
	9.3.1. 載荷経路
	9.3.2. 耐力算出結果

	9.4. 正側における耐力評価
	9.4.1. 載荷経路
	9.4.2. 耐力算出結果

	9.5. 設計における脚部すべり破壊の考慮の方法に関する一考察・今後の課題
	9.5.1. 設計において脚部すべり破壊を考慮する方法に関する一考察
	9.5.2. 構造設計において脚部すべり破壊を考慮するために必要な今後の検討課題

	9.6. まとめ
	9.7. 参考文献
	9.1) 井戸硲勇樹ほか：水平二方向載荷がRC造耐震壁のせん断性状に与える影響，コンクリート工学年次論文集，Vol.36，No.2，pp.271-276，2014
	9.2) 井戸硲勇樹ほか：脚部すべりが支配的な耐震壁の耐力評価とモデル化，コンクリート工学年次論文集，Vol.38，No.2，pp.415-420，2016
	9.3) 日本建築学会：鉄筋コンクリート造建物の靭性保証型耐震設計指針・同解説，1999
	9.4) 田福勝・崎野健治・孫玉平：拘束RC柱の曲げ圧縮性状に及ぼす断面ひずみ勾配の影響，構造工学論文集，vol.43B, pp.191-198, 1997
	9.5) ACI Committee 318. Building Conde Requirements for Structural Concrete (ACI 318-19) and Commentary (ACI 318R-19). Farmington Hills, MI; 2019.
	9.6) Paulay T, Park R, Phillips MH. Horizontal Construction Joints in Cast-in-Place Reinforced Concrete. Shear in Reinforced Concrete 1974; SP-42: 599-616. https://doi.org/10.14359/17303
	9.7) Walraven JC, Reinhardt HW. Theory and Experiments on the Mechanical Behaviour of Cracks in Plain and Reinforced Concrete Subjected to Shear Loading. Heron 1981; 26(1A).
	9.8) Trost B, Schuler H, Stojadinovic B. Sliding in Compression Zones of Reinforced Concrete Shear Walls: Behavior and Modeling. ACI Structural Journal 2019; 116(5): 3-16. https://doi.org/10.14359/51716755
	9.9) Li B, Maekawa K, Okamura H. Contact Density Model for Stress Transfer across Cracks in Concrete. Journal of the Faculty of Engineering, the University of Tokyo 1989; 40(1): 9-52.
	9.10) Moradi AR, Slotani M, Tasnimi AA. Stress-Transfer Behavior of Reinforced Concrete Cracks and Interface. ACI Structural Journal 2015; 112(1): 69-80. https://doi.org/10.14359/51687297



	10章_20240119
	10. 結論
	10.1. 研究内容に関して
	10.2. 得られた知見（せん断挙動）
	10.2.1. せん断破壊先行型試験体の加力実験および有限要素解析
	10.2.2. せん断終局耐力評価法
	10.2.3. 実験データベースを用いた設計法の検討

	10.3. 得られた知見（脚部すべり挙動）
	10.3.1. 脚部すべり破壊先行型試験体の加力実験
	10.3.2. 脚部すべり耐力評価法

	10.4. 総括・今後の課題
	10.5. 参考文献
	10.1) 山田諒：地震時の実挙動を考慮した鉄筋コンクリート造耐震壁の構造性能評価法の提案，京都大学大学院工学研究科修士論文，2021
	10.2) 井戸硲勇樹ほか：脚部すべりが支配的な耐震壁の耐力評価とモデル化，コンクリート工学年次論文集，Vol.38，No.2，pp.415-420，2016



	中表紙
	空白ページ

	付録
	A1. 付録（載荷実験）
	A1.1. 使用材料情報
	A1.1.1. コンクリート調合
	A1.1.2. 全材料試験結果

	A1.2. 軸力載荷経路における特異点
	A1.3. 載荷ブロックの設計
	A1.4. 作用荷重の算出
	A1.5. 変形分離
	A1.6. 主ひずみ
	A1.7. ITシリーズの軸力決定方法
	A1.8. 参考文献
	A1.1) 井戸硲勇樹，坂下雅信，谷昌典，西山峰広：せん断挙動が支配的な鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二方向加力実験，日本建築学会構造系論文集 第735号，pp.683-692，2017
	A1.2) 井戸硲勇樹，松井孝憲，坂下雅信，西山峰広：水平二方向載荷がRC造耐震壁のせん断性状に与える影響，コンクリート工学年次論文集，Vol.36，No.2，pp.271-276，2014
	A1.3) 杉本訓祥ほか：縮小RC造耐震壁付きフレーム建物試験体の振動台実験における崩壊挙動　RC造建物の崩壊余裕度定量化のための研究開発，日本建築学会構造系論文集，第82巻，第741号，pp.1759-1768，2017.11
	A1.4) 文部科学省研究開発局，京都大学防災研究所：都市の脆弱性が引き起こす激甚災害の軽減化プロジェクト ②都市機能の維持・回復のための調査・研究 平成26年度成果報告書，pp.63-114，2015


	A2. 付録（耐力評価手法）
	A2.1. 耐力評価手法追加精度検証
	A2.2. 参考文献
	A2.1) 堀田久人，柴北洋佑：せん断破壊する鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二軸載荷挙動に関する実験的研究，コンクリート工学年次論文集，Vol.40，No.2，pp.283-288，2018.6
	A2.2) 井戸硲勇樹，坂下雅信，谷昌典，西山峰広：せん断挙動が支配的な鉄筋コンクリート造耐震壁の水平二方向加力実験，日本建築学会構造系論文集 第735号，pp.683-692，2017



	空白ページ


<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice



<<
  /ASCII85EncodePages false
  /AllowTransparency false
  /AutoPositionEPSFiles true
  /AutoRotatePages /None
  /Binding /Left
  /CalGrayProfile (Dot Gain 20%)
  /CalRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CalCMYKProfile (U.S. Web Coated \050SWOP\051 v2)
  /sRGBProfile (sRGB IEC61966-2.1)
  /CannotEmbedFontPolicy /Error
  /CompatibilityLevel 1.4
  /CompressObjects /Tags
  /CompressPages true
  /ConvertImagesToIndexed true
  /PassThroughJPEGImages true
  /CreateJobTicket false
  /DefaultRenderingIntent /Default
  /DetectBlends true
  /DetectCurves 0.0000
  /ColorConversionStrategy /CMYK
  /DoThumbnails false
  /EmbedAllFonts true
  /EmbedOpenType false
  /ParseICCProfilesInComments true
  /EmbedJobOptions true
  /DSCReportingLevel 0
  /EmitDSCWarnings false
  /EndPage -1
  /ImageMemory 1048576
  /LockDistillerParams false
  /MaxSubsetPct 100
  /Optimize true
  /OPM 1
  /ParseDSCComments true
  /ParseDSCCommentsForDocInfo true
  /PreserveCopyPage true
  /PreserveDICMYKValues true
  /PreserveEPSInfo true
  /PreserveFlatness true
  /PreserveHalftoneInfo false
  /PreserveOPIComments true
  /PreserveOverprintSettings true
  /StartPage 1
  /SubsetFonts true
  /TransferFunctionInfo /Apply
  /UCRandBGInfo /Preserve
  /UsePrologue false
  /ColorSettingsFile ()
  /AlwaysEmbed [ true
  ]
  /NeverEmbed [ true
  ]
  /AntiAliasColorImages false
  /CropColorImages true
  /ColorImageMinResolution 300
  /ColorImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleColorImages true
  /ColorImageDownsampleType /Bicubic
  /ColorImageResolution 300
  /ColorImageDepth -1
  /ColorImageMinDownsampleDepth 1
  /ColorImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeColorImages true
  /ColorImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterColorImages true
  /ColorImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /ColorACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /ColorImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000ColorACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000ColorImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasGrayImages false
  /CropGrayImages true
  /GrayImageMinResolution 300
  /GrayImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleGrayImages true
  /GrayImageDownsampleType /Bicubic
  /GrayImageResolution 300
  /GrayImageDepth -1
  /GrayImageMinDownsampleDepth 2
  /GrayImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeGrayImages true
  /GrayImageFilter /DCTEncode
  /AutoFilterGrayImages true
  /GrayImageAutoFilterStrategy /JPEG
  /GrayACSImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /GrayImageDict <<
    /QFactor 0.15
    /HSamples [1 1 1 1] /VSamples [1 1 1 1]
  >>
  /JPEG2000GrayACSImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /JPEG2000GrayImageDict <<
    /TileWidth 256
    /TileHeight 256
    /Quality 30
  >>
  /AntiAliasMonoImages false
  /CropMonoImages true
  /MonoImageMinResolution 1200
  /MonoImageMinResolutionPolicy /OK
  /DownsampleMonoImages true
  /MonoImageDownsampleType /Bicubic
  /MonoImageResolution 1200
  /MonoImageDepth -1
  /MonoImageDownsampleThreshold 1.50000
  /EncodeMonoImages true
  /MonoImageFilter /CCITTFaxEncode
  /MonoImageDict <<
    /K -1
  >>
  /AllowPSXObjects false
  /CheckCompliance [
    /None
  ]
  /PDFX1aCheck false
  /PDFX3Check false
  /PDFXCompliantPDFOnly false
  /PDFXNoTrimBoxError true
  /PDFXTrimBoxToMediaBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXSetBleedBoxToMediaBox true
  /PDFXBleedBoxToTrimBoxOffset [
    0.00000
    0.00000
    0.00000
    0.00000
  ]
  /PDFXOutputIntentProfile ()
  /PDFXOutputConditionIdentifier ()
  /PDFXOutputCondition ()
  /PDFXRegistryName ()
  /PDFXTrapped /False

  /CreateJDFFile false
  /Description <<

    /BGR <>
    /CHS <FEFF4f7f75288fd94e9b8bbe5b9a521b5efa7684002000410064006f006200650020005000440046002065876863900275284e8e9ad88d2891cf76845370524d53705237300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c676562535f00521b5efa768400200050004400460020658768633002>
    /CHT <FEFF4f7f752890194e9b8a2d7f6e5efa7acb7684002000410064006f006200650020005000440046002065874ef69069752865bc9ad854c18cea76845370524d5370523786557406300260a853ef4ee54f7f75280020004100630072006f0062006100740020548c002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee553ca66f49ad87248672c4f86958b555f5df25efa7acb76840020005000440046002065874ef63002>
    /CZE <>
    /DAN <>
    /DEU <>
    /ESP <>
    /ETI <>
    /FRA <>
    /GRE <>

    /HRV (Za stvaranje Adobe PDF dokumenata najpogodnijih za visokokvalitetni ispis prije tiskanja koristite ove postavke.  Stvoreni PDF dokumenti mogu se otvoriti Acrobat i Adobe Reader 5.0 i kasnijim verzijama.)
    /HUN <>
    /ITA <>
    /JPN <FEFF9ad854c18cea306a30d730ea30d730ec30b951fa529b7528002000410064006f0062006500200050004400460020658766f8306e4f5c6210306b4f7f75283057307e305930023053306e8a2d5b9a30674f5c62103055308c305f0020005000440046002030d530a130a430eb306f3001004100630072006f0062006100740020304a30883073002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e003000204ee5964d3067958b304f30533068304c3067304d307e305930023053306e8a2d5b9a306b306f30d530a930f330c8306e57cb30818fbc307f304c5fc59808306730593002>
    /KOR <FEFFc7740020c124c815c7440020c0acc6a9d558c5ec0020ace0d488c9c80020c2dcd5d80020c778c1c4c5d00020ac00c7a50020c801d569d55c002000410064006f0062006500200050004400460020bb38c11cb97c0020c791c131d569b2c8b2e4002e0020c774b807ac8c0020c791c131b41c00200050004400460020bb38c11cb2940020004100630072006f0062006100740020bc0f002000410064006f00620065002000520065006100640065007200200035002e00300020c774c0c1c5d0c11c0020c5f40020c2180020c788c2b5b2c8b2e4002e>
    /LTH <>
    /LVI <>
    /NLD (Gebruik deze instellingen om Adobe PDF-documenten te maken die zijn geoptimaliseerd voor prepress-afdrukken van hoge kwaliteit. De gemaakte PDF-documenten kunnen worden geopend met Acrobat en Adobe Reader 5.0 en hoger.)
    /NOR <>
    /POL <>
    /PTB <>
    /RUM <>
    /RUS <>
    /SKY <>
    /SLV <>
    /SUO <>
    /SVE <>
    /TUR <>
    /UKR <>
    /ENU (Use these settings to create Adobe PDF documents best suited for high-quality prepress printing.  Created PDF documents can be opened with Acrobat and Adobe Reader 5.0 and later.)
  >>
  /Namespace [
    (Adobe)
    (Common)
    (1.0)
  ]
  /OtherNamespaces [
    <<
      /AsReaderSpreads false
      /CropImagesToFrames true
      /ErrorControl /WarnAndContinue
      /FlattenerIgnoreSpreadOverrides false
      /IncludeGuidesGrids false
      /IncludeNonPrinting false
      /IncludeSlug false
      /Namespace [
        (Adobe)
        (InDesign)
        (4.0)
      ]
      /OmitPlacedBitmaps false
      /OmitPlacedEPS false
      /OmitPlacedPDF false
      /SimulateOverprint /Legacy
    >>
    <<
      /AddBleedMarks false
      /AddColorBars false
      /AddCropMarks false
      /AddPageInfo false
      /AddRegMarks false
      /ConvertColors /ConvertToCMYK
      /DestinationProfileName ()
      /DestinationProfileSelector /DocumentCMYK
      /Downsample16BitImages true
      /FlattenerPreset <<
        /PresetSelector /MediumResolution
      >>
      /FormElements false
      /GenerateStructure false
      /IncludeBookmarks false
      /IncludeHyperlinks false
      /IncludeInteractive false
      /IncludeLayers false
      /IncludeProfiles false
      /MultimediaHandling /UseObjectSettings
      /Namespace [
        (Adobe)
        (CreativeSuite)
        (2.0)
      ]
      /PDFXOutputIntentProfileSelector /DocumentCMYK
      /PreserveEditing true
      /UntaggedCMYKHandling /LeaveUntagged
      /UntaggedRGBHandling /UseDocumentProfile
      /UseDocumentBleed false
    >>
  ]
>> setdistillerparams
<<
  /HWResolution [2400 2400]
  /PageSize [612.000 792.000]
>> setpagedevice




